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はじめに 

我が国の国際競争力の維持・強化、イノベーション促進、企業活動の信頼性向上、

中堅・中小企業のものづくり基盤、国民生活の安全・安心の確保等を図るため、計量

標準、微生物遺伝資源、地質情報等の「知的基盤」は、国の公共財として、国民生活

や経済社会活動を支えている。 

これらの「知的基盤」については、これまで、第 2期科学技術基本計画（平成 13年

3 月 30 日閣議決定）を受け、同年に知的基盤整備計画が策定され、2010 年を目途に

世界最高水準の知的基盤を我が国全体で戦略的・体系的に整備するための具体的方策

が示され、2012年には第 4期科学技術基本計画（平成 23年 8月 19日閣議決定）に基

づく新たな知的基盤計画が策定されるなど、20年にわたり整備されてきた。 

今般、5 期続いた科学技術基本計画にイノベーションが加わった科学技術・イノベ

ーション基本計画が策定されようとする中、社会にイノベーションをもたらすための

研究インフラとしての「知的基盤」の整備計画は、今一度見直すべき時期に来ている。 

一方世の中の動向に目を向けると、昨年来、世界中を席巻している新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19）は、我々の日常と経済社会活動の在り方そのものに多大な影

響を与え、これまで当たり前と感じていた価値を大きく変える契機となった。「知的

基盤」については、新しい社会変容への対応だけでなく、その多くがデータに関わる

基盤であることから、利便性が高く体系的なデジタル化への対応を含め、科学技術に

よる社会課題の解決を一刻も早く導くために、整備を計画的に行い、幅広く利活用さ

れる必要がある。 

 

このため、経済産業省産業構造審議会知的基盤整備特別小委員会・日本産業標準調

査会基本政策部会知的基盤整備専門委員会の合同会議では、平成３０年度より、これ

からの知的基盤の整備と普及について長期的ビジョンに基づいて戦略的計画的に推

進をするための検討を進めてきた。この検討の結果、第２期知的基盤整備計画が概ね

役割を終える令和２年度末頃を目途に新たな知的基盤整備計画を整備すべきとの結

論に達し、本計画を策定した。 

本計画では、イノベーションを継続的に生み出す科学技術・イノベーションのエコ

システムを意識し、知的基盤整備についても民間経済の活力を積極的に取り込まなけ

ればならないとの観点から、整備の意義や出口を明確化し、そのビジョンに向かって

どのように貢献するかについて明示することで、単なる個別分野の計画の積み上げと

ならないよう留意した。特に現在、新型コロナウイルス感染症対策、経済低迷からの

復興や 2050 年カーボンニュートラルに向けた CO2 削減対策など、世界規模での危機

を回避するイノベーションの創出等、種々の社会課題の喫緊性にあわせて優先順位を

検討し、整備の加速化・重点化を図ることとした。 

また、ポストコロナ社会においては、様々なものが情報化され、オープン化される
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ことにより、信頼性が確保されたデータを、いかに数多く、効率的に研究開発をはじ

めとした種々の社会経済活動に利活用するかが、プロジェクトの成否を担うことにな

る。こうした観点から、イノベーションプラットフォームとしての知的基盤として、

現在、加速度的に検討が進んでいるデジタル分野の戦略検討を考慮し、簡便な手続の

実現や使い勝手が良く国際的信頼性の高いデータ等の整備のためのデジタル化をよ

り一層推進していくことを柱に据えた。 

 さらに、本計画の着実な実施を可能にするためには、知的基盤の整備を担う専門人

材を計画的に維持・育成していく必要がある。少子化の進展やアカデミアを中心とし

て人材の流動化の推進の動きなどの社会全体の大きな潮流に留意して、人材確保の方

策についても検討した。 

  

 本計画に基づき整備された知的基盤が、我が国の科学技術・イノベーションの創出

の文字どおり基盤として有用に普及・利活用されることを強く望むものである。 
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第１章．新たな「知的基盤整備計画」の目指すべき方向性 

Ⅰ．知的基盤を巡る現状の認識 

研究材料、計量の標準、科学技術に関する情報といった「知的基盤」は、研究者の

研究開発を効率化させて知の創出を図るとともに、生み出された知の信頼性を担保し、

適正に知の流通が図られるまさに知の基盤たるものである。そのため、我が国が長期

的視野に立って体系的かつ一貫した科学技術政策を進めるために策定される科学技

術基本計画においては、早期から「知的基盤」についての重要性が認識され、（第１

期）科学技術基本計画（平成８年７月２日閣議決定）において、欧米からの立ち遅れ

を挽回すべく、戦略的に整備すべき旨が特に強調されている。 

第２期科学技術基本計画（平成１３年３月３０日閣議決定）においては、２１世紀

型社会を「知を基盤とした人類社会」と位置づけ、大局的には我が国を「人類の生活

と福祉、経済社会」の「持続的な発展」の推進役とすべく、科学技術イノベーション

を用いて、「経済の活力」回復、「少子高齢化」、「情報通信革命」への対応を行うとと

もに、「２１世紀の世界が地球規模で直面する諸問題、すなわち、人口の爆発的な増

大、水や食料、資源エネルギーの不足、地球の温暖化、新しい感染症等」への対処と

「発展途上国を含めた世界全体の持続的な発展の実現」に向けての取組が推進された。

その中で知的基盤の整備については、「解決すべき課題が増大し、研究対象が複雑化・

高度化する中、我が国における先端的・独創的・基礎的な研究開発を積極的に推進す

るとともに、研究開発成果の経済社会での活用を円滑にすることが必要である。この

ため、研究者の研究開発活動、さらには広く経済社会活動を安定的かつ効果的に支え

る知的基盤、すなわち、研究用材料（生物遺伝資源等）、計量標準、計測・分析・試験・

評価方法及びそれらに係る先端的機器、並びにこれらに関連するデータベース等の戦

略的・体系的な整備を促進する」こととされ、「２０１０年を目途に世界最高の水準を

目指」して戦略的な整備を行っていくことが謳われた。 

 この第２期科学技術基本計画を受け、平成１３年８月に「知的基盤整備計画（第１

期）」が策定された。その後、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」

（平成２０年法律第６３号）の施行、「第２期知的基盤整備計画」の策定と、国として

知的基盤の重要性に鑑み、約２０年間にわたって強力に整備を推進してきたところで

ある。 

前半１０年の「知的基盤整備計画（第１期）」においては、『知的基盤』を研究材料、

計量の標準、科学技術に関する情報等と定義し、２０１０年までに米・独の知的基盤

整備に追いつくことをテーマに、新たな計量標準や遺伝資源の整備など、量的整備に

邁進した。その結果、世界最高水準の知的基盤を整備するに至った。整備された知的

基盤に基づく研究開発による我が国産業の国際競争力強化を図るため、後半１０年の

「第２期知的基盤整備計画」においては新たなものづくりやサービスを創出・普及し
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ていくための基盤となる「計量標準・計測技術」、持続可能社会における課題解決の鍵

として全産業の基礎技術となりつつある「バイオ技術（微生物遺伝資源）」、資源の乏

しい我が国においてエネルギーや鉱物等の資源探査・活用の可能性を探るとともに、

防災・減災の観点からも重要な基盤となっている「地質情報」の３分野に特化してリ

ソースを集中した。さらに、知的基盤の国際信頼性を強化し、世界での流通可能性を

高めるなど、量の整備に加えて、質的強化を図ることにより、産業界によるさらなる

利活用を推進した。こうして、この２０年で知的基盤整備は質・量ともに強化され、

一応の節目を迎えることとなった。 

 

一方で、この２０年を科学技術・イノベーションに関して今一度俯瞰的に展望する

と、デジタル革命の急激な進展により、付加価値形成の基礎となる知識、人材及び資

金の重要性が増し、「知」の流通が飛躍的に加速している。膨大なリソースが「知」に

集中投資され、成果を創出するとともに、さらにその一部が次のイノベーションの源

泉たる基礎研究や人材育成に再投資され連携が連鎖的に拡大していくエコシステム

（産学官の多様な主体が相互に連携、競争を自律的に継続し、イノベーションを創出

していける状態のこと）が急速に形成されつつある。この結果、経済の視点のみなら

ず、安全保障の観点からもイノベーションが重視され、「知」を巡る国際的な競争が激

化している。 

また、世界的な視点では、人口爆発を背景とした食糧・資源の不足、貧困の深刻化、

地球温暖化等による急激な環境変化や災害の多発、世界規模の新型ウィルスの流行等、

人類社会が抱える社会課題も第２期科学技術基本計画策定時の予想を超えて、非常に

深刻で複合化したものとなっている。他方、先進国においては、少子化が進むととも

に、経済的格差が拡大、テロの脅威が増大するなど、世界の持続的な発展やこれを支

える多様な価値観の尊重、維持が困難になりつつある。さらに、我が国に目を向ける

と、いわゆる団塊の世代が定年を迎えた現在、少子高齢化の本格化と雇用創出能力の

喪失、急速な経済のグローバル化と激化する国際競争での産業競争力の低下など、構

造的・根本的な課題が経済社会に暗い影を落としている。その中で、数百年、千年に

一度といわれる東日本大震災をはじめとした巨大災害などが発生し、さらに新型コロ

ナウイルス感染症（COVID-19）とその対策によって社会経済は更に大きく疲弊した。

その結果、第２期科学技術基本計画時に「失われた１０年」と呼称された低迷は、今

や「失われた３０年」にならんとしている。こうした中で知的基盤を活用した社会課

題解決を考えるとき、減じた課題解決のリソースを集中的・効率的に投資することで、

絶えざる技術革新により高い生産性と国際競争力を維持・発展させ、経済の活力を回

復し、国民生活をいかに安定的に発展させるかが重要であるとともに、こうした苦難

の時代を乗り越えたその時に、イノベーションの起爆剤となり得る人材や活用できる

知的基盤をいかに多く確保しておけるか、ということが至上命題となっている。 
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他方、近年のビッグデータや IoT 化等は、「知」の収集・処理能力の飛躍的な拡大

を促し、結果として一部のプラットフォーマーが有用な「知」やデータの独占をなす

構造が生まれはじめた。知の拡大再生産活動に携われるか否かが格差の拡大を促進し、

社会の分断が現実のものになりつつある。格差是正や多様性の確保にとっても、また

社会全体のリソースを有効活用する上でも、個人や社会があまねくデジタル革命によ

る知の拡大再生産活動の恩恵を受けられることが重要であり、「知」にアクセスする

特別の手段を持たない社会を構成する多く者にとって、残された手軽で信頼性の高い

「知」へのツールたる知的基盤の整備は、社会にとって不可欠な要素となった。 

また、知の流通・循環の拡大に伴い、情報サービス産業やその資本が我が国の強み

であった信頼性の高いものづくり産業、品質や安全性の高い医療・交通などのインフ

ラ・サービス産業と結びつくことで、実経済の在りようそのものが大きく変化してき

た。良質なリアルデータの収集と高速な処理が、ユーザニーズの把握や製造、流通、

販売といった産業の競争力の源泉といえるまでになってきており、サプライチェーン

等でこのようなデータが統一的一貫的に活用されるための起点として、その基礎（プ

ラットフォーム）たる知的基盤の重要性は一層増している。したがって、今後の知的

基盤の整備に当たっては、国際的な信頼性を確保するとともに、多種多様な知と地域

に分散するものづくり・インフラ産業との結節点をより多く創成することが、我が国

の経済再生の大きな鍵となる。 

さらに、国家にとって、「知」を巡るグローバルな覇権争いの行き過ぎた加熱や相次

ぐ災害や疫病などから国民や経済をしっかりと保護することは最重要課題のひとつ

となっており、グローバルリズムと経済優先主義の中で忘れられつつあった弱者の救

済や自由で平等・公正な社会の維持といった国家の役割の重要性が再認識されはじめ

た。防災・減災や社会経済のセキュリティの確保といった国家的事業活動において、

その判断・行動は、科学的・論理的な根拠に基づかなければならない。いざというと

きに機動的かつ実戦的に判断・行動するためには、その基礎となる公的な知的基盤に

ついて、国や自治体の役割分担等も見据えつつ、絶えずしっかりと整備し、その普及

や利活用を国家として促進していかなければならない。 

 

このように、知的基盤を取り巻く社会経済環境はこの２０年で大きく変容した。こ

れまで２０年にわたって重点的に整備を行ってきた「知的基盤」ではあるが、こうし

た変革に十分に対応できているとは言い難い一方で、科学技術・イノベーション創出

を支える重要なソフトインフラの役割はむしろ増大している状況である。そこで、こ

うした社会変革に対応し、今後も強力に科学技術・イノベーション創出を推進する基

盤を戦略的に構築・整備すべく、新たな計画を策定することが必要と判断した。 
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Ⅱ．新たな「知的基盤」の活用のイメージについて 

かつて、日本の高品質な製品は、大企業が優位に付き合うことのできる商業流通か

らもたらされる顧客の厳しい声、高い要求水準に応えることにより実現してきた。大

企業は、顧客が求める安価で優れた製品を開発・製造するため、ものづくり技術（生

産技術）を研鑽し、自社や傘下の中小企業がもつ多岐にわたる製造技術を集約（サプ

ライチェーン化）することによって、安価で優秀な最終製品を上市し、市場に安定的

に供給・販売することで、高い評価を得ることができた。ところが、デジタル革命が

進展する中、こうした顧客価値の実現手段が大きく変わりつつある。 

まず、設計情報をはじめ各種情報のデジタル化が経済全体で進み、大企業を頂点と

する既存の商業流通やサプライチェーンが大きく変革されつつあるように見える。今

や世界中の商品企画者が、ネットを通じて優位な生産技術をもつ世界中の企業と自由

に連携する。そこで製造された商品は、制約の多い既存の流通を通さなくても、直接

客に販売することができる。 

さらに、世界的な生産技術の革新によって世界の津々浦々で類似の製品を作り出す

能力が飛躍的に向上した結果、商品の品質・性能の均質化、低価格化が進展しており、

世界の工場の役割は先進国のものではなくなりつつある。良い製品が当たり前の時代

となり、顧客からはモノ自体を求めるより、モノに附帯するサービス、モノの使い方

についての要求が高まってきている。すなわち、生産技術の優劣が、商品価値に占め

る割合が相対的に小さくなってきている。 

加えて、飛躍的に向上した情報技術を活用して、顧客の手にモノが渡った後も、簡

便化した顧客との双方向の意思疎通により把握した利活用ニーズに即して有償／無

償の機能追加が行える。また、必要なときにだけ迅速に求める機能の提供を可能とす

るサービス・ソリューションが広範に拡がるなど、商品（もの）自体の価値が希薄化

している。このような環境を活用して、革新的なアイデアを持つ者は、ものづくりの

ための大きな製造コストを負担せずとも、直接顧客に高付加価値なサービス等を提供

することができるようになりつつある。 

こうして、高いイニシャルコストを払って完成された製品を企画から製造、流通ま

で一貫して提供できる大企業から、創成期の GAFA のように消費者と一緒に市場を拡

げ、市場とともに成長していくベンチャーやこれまで下請け的ものづくりで培ったオ

ンリーワンの製造技術といった一芸をもつニッチトップ・中小企業群へと成長の軸足

が移り変わりはじめている。 

 

 知的基盤の担い手に目を転じてみると、これまでの産業の中心であった大企業等に

研究開発支援や知的基盤の提供等をしてきた、いわゆる旧帝大や産総研などの旧国研

は、依然高い技術力を保持している。しかし、これまで研究開発等を必要とする大企

業等からの要請により支援等を実施していたために、ニーズなどを独自に情報収集し、
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判断する能力が十分でないことから、大企業等が研究開発投資を減じていく中で、戦

略的な研究リソースの配分が困難になった。その結果、現在の強みを維持することが

難しくなりつつある。また旧国研は、国の中央に機能が集約されているために、地方

に分散・偏在するニッチトップ・中小企業の支援には限界があり、こうした観点から

は、我が国のリソースが効率的に運用できていない。他方、本来こうしたニッチトッ

プ・中小企業の技術的支援を行う役割である地方の大学や公設試は、予算・人員が削

減され、設備等も老朽化していることから、中小企業等が課題にぶつかったときにと

りあえず駆け込めるような総合的で高度な支援を行う機能が発揮しにくくなってい

る。 

このため、これまでの知的基盤整備施策の担い手であった旧国研等については、独

自に顧客ニーズを迅速に察知し、引き続きこれまでの大手サプライチェーン型への支

援を含めた民間の利用シーン・ニーズに合わせた研究開発支援や知的基盤の整備が求

められるとともに、これまで地方の産業を支えてきたノウハウをもつ地域の大学や公

設試と密接に連携し、予算や人員、設備、技術の脆弱性を補完できる環境の整備が不

可欠である。これにより、優れた技術をもつベンチャーをはじめとするニッチトップ・

中小企業が、新たな分野にその活動領域を拡大し、世界へ飛躍しようとするときに、

これまでと同様の窓口を通じて、より高度できめ細かな技術支援を得ることが可能と

なる。こうした施策を研究開発支援、市場開拓支援等の国の中小企業支援施策等と結

びつけ、一貫した政策、一体的な支援とすることが肝要である。 

 また、経済対策にとどまらず、近年深刻化する自然災害への対応として防災・減災

対策のほか、新型ウィルスや情報セキュリティへの対策等の国民の生命や財産を著し

く損ないかねない事象への対応やその備えについては、その判断の基礎をなす知的基

盤が重要となる。こうした分野に関する知的基盤の整備についても、そのリスクに応

じて、国や自治体等の役割分担を踏まえつつ、地域や民間も含めた各主体と連携して、

着実に進めていかなければならない。 
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Ⅲ．新たな知的基盤整備の目指すべき方向性 

新たな知的基盤整備の目指すべき方向性として、以下の観点に留意すべきと考える。 

（１）「知的基盤」は、国の責務として、大きなイノベーションを創出するために整

備すべきソフトインフラである。この整備を効果的・効率的に行うためには、

エコシステムの形成を積極的・効果的に目指すこと必要であり、知的基盤の整

備に民間資金を呼び込むことが必須。そのためには、知的基盤の質・量の一層

の充実化はもとより、知的基盤の整備がいかに現代社会の課題解決に貢献でき

るかについての見える化とグローバル社会に対応する国際的信頼性の担保、省

庁・組織の枠組を越えて機動的にしっかりと連携し、それぞれの得意分野を持

ち寄って社会課題に対応する体制の整備等が不可欠である。 

   こうした見える化を推進し、各ステークホルダーの理解を得るためには、特

に近年の社会情勢を踏まえ、我が国経済社会、さらには世界における喫緊の課

題解決のため、整備された知的基盤が実際に貢献する姿を見せる必要がある。

そこで、2050年のカーボンニュートラル、脱炭素社会の実現やデジタルトラン

スフォーメーション（DX）、大規模災害に備える防災対策などについては、特に

リソースを集中し、重点的・加速的に推進して、確固たる成果を得られる手立

てを尽くす必要がある。 

 

（２）一方、少子化や現在の経済社会状態により限られた我が国のリソースを効率
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的に活用するために、また、多様性ある持続可能社会を実現に向けて、「知」の

独占を防ぎ知の拡大再生産活動に係る格差拡大を是正するためには、全ての

人々の信頼性の高い「知」へのアクセスや発信を保証していかねばならない。

その中には中央と地方との格差是正も含まれる。特に、これまでの我が国の経

済成長を支えてきた安全・安心で高品質なものづくりやインフラといった基幹

産業の技術的な基盤は、地域に分散する中小企業とそれを支えてきた地方の大

学や公設試が担ってきており、こうした既存の拠点とデジタル革命によって生

み出され続ける膨大で多種多様な「知」を効果的に結びつける仕組みも、経済

の再浮揚のためには重要となる。さらに、人材育成をはじめとする知的基盤プ

ラットフォームの継続的発展の観点から、次期計画の時間的範囲を検討すると

ともに、これらの施策に責任をもつ確固たる主体が必要である。 

 

（３）また、国家的事業の支柱となる防災・減災や新型ウィルスへの対応などに関

する知的基盤の整備については、時間的な制約もある中で、国や自治体、企業

や個人の行動指針となるために正確で誤解を与えにくい情報発信が求められ

るなど、極めて難易度が高いものとなる。こうした状況にも的確に対応するた

め、平時から、必要となる基礎的データの地道な収集や普及、国や自治体等、

それぞれの役割を踏まえた活用環境・体制の整備も含め、優先順位を考えつつ、

継続的にしっかりと推進しなければならない。 

 

Ⅳ．具体的なアクションの提言 

以上の議論を踏まえた上で、新たな知的基盤整備に当たっての具体的なアクション

の提言は次のとおりである。 
 （１）効果的に民間投資を呼び込む又は防災・減災などの公的分野の着実な実施を

促すには、社会の多様な主体に、その分野の重要性を理解してもらう必要があ

る。そのためには、知的基盤の分野ごとに、社会課題にどう相対するか、具体

的ビジョンを整理する。その上で、社会課題の解決のため、長期的視座で目標

を策定し、それに到達するための中・短期的なプロセスや最終目標達成までの

施策を提示する。 

 （２）また、特に直近の重大な社会課題の解決に寄与する知的基盤の整備を重点化・

加速化し、その成果の見える化を推進することで、知的基盤整備の重要性を PR

することも、知的基盤の継続的な整備には重要である。そこで、各分野におい

て、現在特に重要な社会課題となっている、2050 年のカーボンニュートラル、

脱炭素社会の実現やデジタルトランスフォーメーション（DX）、大規模災害に

備える国土強靱化、新型コロナウイルス対応等について、特出してリソースを

集中し、重点的・加速的に推進して、確固たる成果を得られる手立てを尽くす。
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具体的には以下のとおり。 

 

① 計量標準・計測分野 

 グリーン社会実現のための計測技術開発 

「2050 年カーボンニュートラル」の実現に向け、水素や蓄電池の活用を推進

することが求められている。また、水素・燃料電池戦略ロードマップにおいて

は、燃料電池自動車について 2025年までに 20万台、2030年までに 80万台の

普及を目指し、対応する水素ステーションも 2025年度までに 320箇所、2030

年度までに 900 箇所の整備を目標としている。そこで、安心かつ効率的な水

素利用に向け、2025年度までに水素燃料の計量システムに係る規格の改正等、

水素取引に必要な計量標準及び関連した産業標準の整備を進めるとともに、

輸送・貯蔵のための高精度計測技術の開発を行い、水素社会の実現に向けた

社会実装のための取り組みを行う。今後の普及のためには、産学官での取組

み、多様な産業分野での実現に向けた取り組みが必要であり、計量標準・計測

分野においても、関連する産業分野における動向を把握し、適切な時期に必

要な精度の計測が可能となるよう技術開発を進める。蓄電池利用に関しては、

2020 年 1 月に統合イノベーション戦略推進会議で決定された革新的環境イノ

ベーション戦略において、再生可能エネルギーの主力電源化に資する低コス

トな次世代蓄電池の開発が、アクションプランの一つとして掲げられている。

今後さらに多様化する電力供給システムの安定運用に必要な蓄電デバイスの

性能評価が求められている。また、2010年代中頃から本格的に市場が拡大し、

普及してきた蓄電池の主力であるリチウムイオン電池の寿命は、概ね 10年超

程度とされていることから、2020 年代中頃には、蓄電池の劣化診断評価の重

要性が増すと予想される。さらに、蓄電池の大量導入が続くことにより、長期

的には次第に多くの蓄電池が劣化に至り、電力インフラの老朽化への対策が

必要となる。そのため、「電力インフラ診断」として貢献しうる評価技術が求

められている。このような社会状況を踏まえ、2025 年度までに、自動車や定

置型などに利用される蓄電池の性能評価に適用できるインピーダンス計測の

高度化に係る技術を開発し、その後も更なる高度化を進める。 
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② 微生物遺伝資源分野 

 微生物遺伝資源データの利活用を通じた新たな価値創造 

大量の生命情報から法則を発見するという「データ駆動型」の研究開発の取組み

がバイオテクノロジーの競争力を高める鍵であることから、バイオ戦略 2019

及び 2020では、バイオとデジタルの融合のためのデータ基盤の整備が掲げら

れている。NITE は、デジタルトランスフォーメーション（DX）を促進するた

め、微生物遺伝資源が有する多様な特性をデジタル情報として利用できるよ

うに「生物資源データプラットフォーム（DBRP）」を 2019 年 6 月に運用開始

した。バイオ戦略に基づき、「生物資源データプラットフォーム（DBRP）」を通

じて微生物遺伝資源を利用する研究者とデータサイエンスを専門とする研究

者を繋ぐとともに、我が国の微生物遺伝資源関連データの流通促進やデータ

の利活用を通じた産業界の新たな価値創造に貢献する。 

知的基盤整備計画では、「生物資源データプラットフォーム（DBRP）」を通じ

て、今後、ユーザ利便性向上に向けた取り組みと、搭載するデータの拡充によ

り、バイオとデジタルを融合するハブプラットフォームとして、我が国の微

生物遺伝資源関連データの流通促進やデータの利活用を通じた新たな価値創

造を図り、共通課題を解決するためのバイオものづくり支援や微生物リスク

情報の統合等、バイオ産業におけるイノベーション創出や実用化促進を目指

す。 

これを実現するために、まずは、2022 年度末までに「生物資源データプラッ

トフォーム（DBRP）」に制限共有（クローズドアクセス）機能を搭載し、運用

を開始する。制限共有機能の活用により、特定の企業群で構成されるコンソ

ーシアムにおけるデータの共有及び利活用を促進する。 

なお、「生物資源データプラットフォーム（DBRP）」が微生物等の生物資源とそ

の関連情報のワンストップサービスとして持続的に利用され、我が国バイオ



14 
 

産業の発展に貢献し続けていくためには、適切なデータ管理に努めるととも

に、ユーザニーズを踏まえた利便性の向上や利用に関する仕組みを整備し、

ユーザからの信頼確保に努めていくことが必要である。 

 

 

 

③ 地質情報分野 

 土砂災害減災・防災へ向けた地質情報の活用と提供 
近年、豪雨による土砂災害は平成 26年 8月豪雨による広島市の例をはじめと

して、全国各地で激甚化・頻発化している。防災対策の一環として土砂災害の

危険区域が指定されているが、これは主に地形情報に基づくものであり、地

質情報についてはほとんど考慮されていないのが現状である。そこで、地質

調査総合センターが作成した全国統一凡例の日本シームレス地質図や火山砕

屑物分布などの詳細な地質情報、衛星情報と過去の災害の相関を明確にした

地質情報の解釈による災害リスク主題図を作成し、土砂災害減災・防災へ向

けた評価を実施する。その後、他機関とともに危険区域指定の指針改定を目

指す。具体的には、2023 年までに九州北部周辺をモデル地域として、土砂災

害リスク評価に資するデジタル地質情報のデータフォーマット及び災害リス

ク主題図の作成を実施する。 
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災害危険区域の評価に地質や衛星情報を加味し、高精度なリスク評価に貢献 
 

④ その他 

その他、現在の社会情勢から、直ちに重点化・加速化すべき施策は以下のとお

り。 

 

 

 計量標準・計測分野 
 計量標準情報のデジタル化・オープン化推進 
測定データや校正証明書に関し、国際的に FAIR(Findable、Accessible、

Interoperable、Reusable)デジタルデータの原則に基づき、機械可読できる統

一されたデータフォーマットの必要性が高まっている。そのため、データの

トレーサビリティに関する情報等が付加されたデジタル校正証明書（Digital 

Calibration Certificate, DCC）の実現が求められている。国際度量衡委員

会の CIPM Task Group on the "Digital-SI"で検討された Grand Visionでは、

今後数年のうちに、計量標準に関わる国際文書等のデジタル化が計画されて

いる。そこで、国内においても 2025年度までに、校正事業者等が発行する校

正証明書のデジタル化に取り組むとともに、活用のための環境整備を進める。

また、国内の認定機関と連携して、デジタル化・オンライン化による効率的な

校正事業者の認定審査への取組みを推進する。長期的には、DCCの活用により、

計測器が自ら必要な情報にアクセスし、計量トレーサビリティが確保された

校正を可能とする計量システムの実現を目指す。 
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 新たな原理に基づいた時間標準の開発 
2016 年に国際度量衡委員会傘下の時間周波数諮問委員会から発行された方針

文書において、秒の定義改定を目指した目標の一つに、「新たな原理に基づい

た時間標準（光時計）が国際原子時や協定世界時に定常的に貢献すること」が

掲げられている。我が国においても、長期連続運転が可能な光格子時計の開

発が進められている。今後とも国内研究機関の技術的連携を深めるとともに、

2025年度までに、光格子時計の年間稼働率 50 %以上の長期連続運転を実現す

ることにより、高信頼・高安定な協定世界時の生成へ寄与する。さらに秒の定

義改定の早期実現に貢献し、我が国の科学技術・知的基盤のプレゼンスの向

上を図る。より高精度な時間標準の開発により、通信や測位の高度化等、デジ

タル社会の推進に貢献する。 

 
 革新的なインフラ健全性診断技術の開発 
2033 年に我が国のトンネルの 42 %、道路橋の 63 %が築半世紀を超えるとさ

れており、社会・産業インフラは急速に老朽化が進むことから、インフラの維

持管理のコスト削減、質の高い効率的な予防保全の実現が求められている。

社会・産業インフラの予防保全に資する非破壊検査技術として、検査結果の

判別が容易で高解像な X 線検査技術の開発に取り組む。2022 年度までに、パ

ルス駆動小型 X線源と高感度検出器・解析技術を組み合わせて、3次元 X線画

像診断システムのプロトタイプを完成させ、2024 年度までに可搬性に優れた

現場用 3次元 X線画像診断システムを構築する。さらに AI技術やロボット技

術を組み合わせることで、検査の自動化、省力化、信頼性向上、危険作業の削

減を目指し、予防保全を基軸とした戦略的メンテナンスの実現、持続可能な

安全・安心社会の実現へ貢献する。 
 
 新型コロナウイルス感染症対策への貢献 
物体の赤外線放射量から温度分布を非接触で可視化する計測技術、サーモグ

ラフィはコロナ感染症の水際対策として、大勢の体表面温度を同時・非接触

に計測できるので、検疫現場の負担軽減、時間短縮に有効である。しかし、現

場でも使えて、十分な精度の温度基準器を実現できる高放射率の黒体材料が

従来はなかった。そこで、産総研が開発した平面状の黒体材料「暗黒シート」

を活用し、非接触体温計測の高精度化と信頼性向上に必要な温度基準となる、

平面黒体装置を開発する。2022年度までに、0.1 ℃より良い精度の基準器を

実現するのに必要な放射率 0.998 以上を有する、平面黒体装置の実現を目指

す。これにより、新規感染症の防疫強化・現場負担の軽減、経済活動の早期正

常化に貢献する。本技術は、今回の新型コロナウイルス感染症に限らず、今後

の未知なる感染症等の対策へも適用可能である。 
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 微生物遺伝資源分野 
 微生物遺伝資源分野の利活用を通じたカーボンニュートラルへの貢献 

バイオによるものづくりは、従来の化学プロセスに比べて、省エネルギー・低

コストに物質生産が可能であるとともに、原料を化石資源に依存しないバイ

オマスからの物質生産が可能であり、炭素循環型社会実現に資するものづく

りへの変革が期待されている。 

知的基盤整備計画では、微生物を用いた生産培養技術を強化し、合成生物学

的手法及び生物未利用微生物の実用化も含めた微生物等の育種から生産に必

要な大量培養に至るまでのプロセスの高度化と、デジタル化・AI 化・機械化

に必要となる、微生物遺伝資源やそれらの情報を収集する。NITE が整備した

生物資源データプラットフォームを通じて利用環境整備を図り、微生物遺伝

資源の提供と共に、バイオものづくり等の推進や社会実装の加速化に貢献す

る。 

具体的には、2022 年度末までに高性能遺伝子の探索のための生物資源の供給

を開始する。また、2024 年度末までに国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構によるプロジェクト成果物であるモデル株・スマートセル

育種株を指標とした高性能機能遺伝子の情報収集と供給を開始する。 

 

・海洋生分解性プラスチック新素材開発 

投棄されたペットボトル・ビニール袋・漁具等のプラスチック製品が海へと

流れ込み、海洋汚染を引き起こしており、近年、海洋プラスチックごみへの対

応が国際的な課題となっている。そこで、経済産業省では、海洋生分解性プラ

スチックの開発・導入普及を官民一体で連携し促進していくため、技術課題

だけではなく、経済面や制度面も含め、今後の主な課題と対策を取りまとめ

た｢海洋生分解性プラスチック開発･導入普及ロードマップ（2019 年 5月）｣を

策定した。 

知的基盤整備計画では、このロードマップを基に、海洋生分解性機能に係る

共通の技術評価手法の国際標準化に貢献する。また、新規海洋生分解性ポリ

マーの生産又は生分解に関与する微生物を探索し、その微生物及び微生物が

生成する酵素の特性を明らかにすることなどを通じて、海洋生分解性プラス

チックの基になる新素材の拡充に貢献する。 

具体的には、2023 年度末までに国際標準化のための海洋生分解性機能の評価

に必要となる微生物機能の解析を行う。また、2024 年度末までに新規海洋生

分解に関与する微生物を探索し、提供を開始する。 
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・微生物遺伝資源データの充実のための自動化・デジタル化の推進 

バイオ戦略 2019 及び 2020 に基づく今後市場が見込まれる分野に対し、共通

の技術基盤として産業上有用な微生物遺伝子資源とそれらの情報を積極的に

収集し提供することによって利用を促進していく必要がある。 

知的基盤整備計画では、微生物遺伝資源の受入から提供までの一連の基本的

な機能について、作業の効率化を検討し、微生物遺伝資源の寄託・分譲工程の

自動化を積極的に取り入れ、品質管理の高度化や処理時間の短縮といったサ

ービス向上を目指す。また、広く経済社会活動を支える知的基盤として微生

物遺伝資源の安定的な供給は必要不可欠であり、with コロナ社会に対応した

テレワーク等を踏まえた遠隔・非接触の業務運営体制の構築が必要である。

さらに、ハイスループット培養・抽出機能の導入により我が国の強みである

微生物遺伝資源への情報の付加・整備を加速し、戦略的な基盤整備を図る。 

具体的には、2021年度にオンライン分譲受付を実施し、2025年度までに微生

物遺伝資源の寄託・分譲工程の自動化、微生物遺伝資源への情報の付加・整備

に必要な自動化体制の主要な検討を終える。 

 

・withコロナ社会における検定菌の安定的供給による衛生関連分野への支援 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対策に関連して、NITE は、抗菌試験

等に用いる高品質な微生物遺伝資源を安定的に提供することで衛生・医薬・

食品をはじめとした産業基盤を支えてきた。これをより強固なものにしてい

くため、知的基盤整備計画では、微生物遺伝資源の受入と提供に必要な技術、

分離・培養技術、品質管理技術、長期保存技術の向上、さらに微生物分類学に

関する知識と最新の動向把握を着実に実施して適切な管理に努めるとともに、

産業界のニーズに応じた日本薬局方、JIS(日本産業規格)、ISO(国際標準規格)

等の規格試験へのNITE保有微生物遺伝資源の指定に向けた活動を進めること

で、産業界等における様々な業種での安定的な製造及び流通等の基盤の確保

に貢献する。 

具体的には、2021年度に、NITEが保有する微生物遺伝資源の試験指定株への

登録を ISO 等の規格の国内審議団体に働きかけ、次回規格改定時に登録提案

できるように国内審議団体との連絡体制を構築する。 

 
 地質情報分野 
 海洋利用に向けた海域地質情報の評価と提供 
2050 年カーボンニュートラルへ向けたグリーン成長戦略では、脱炭素社会の

実現へ向けて、これまで十分に利用されてこなかった国土の周辺海域の利用

促進は必須となる。この様な背景から洋上風力発電施設等の海洋再生可能エ

ネルギーの導入が急速に進められているところである。これらの政策の基礎
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となる施設等の建築、それに伴う海底ケーブル等の敷設に必要な活構造の分

布やその活動履歴、底質の粒度組成や堆積層の層厚変化等の海域地質情報の

公開に向けて、海域地質情報のデジタル化や地質図のシームレス化を推進す

る。具体的には、手始めに社会的なニーズを踏まえたうえで重要度の高い 2地

域を選出し、2023 年までにそれらの地域の既存のデータセットを再構築し、

デジタルデータの構築、シームレス化を行う。 

 

・ 陸域地質図情報のデジタルデータ化の推進 

統合イノベーション戦略 2020 や経済財政運営と改革の基本方針 2020（骨太

の方針）を受け、国は社会全体の DX実装の加速化を進めている。地質分野で

は特に国土の地質基盤情報である地質図幅等は、未だに紙ベースのものが多

くあり、情報システムでの利活用の障害となっている。このため、DX の実装

のためには急速なデジタルデータ化が必要である。そこで、特に既刊の 5 万

分の 1 地質図幅についてデジタルデータ化を加速することで、建設工事等に

必要な基礎情報として活用可能なデータの整備を行う。具体的には、2025 年

までに図幅ベクトルデータ化を 100 枚実施し、利活用可能なデータとして公

開することを目指す。 

 
 防災・減災に資する活断層・火山情報の収集・評価と情報提供 

国は「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和 2年 12月

11 日閣議決定）を定め、自然災害による人命・財産の被害防止・防災インフ

ラ等の強化を推進するとともに、迅速な復旧復興と国民経済・生活を支える

ための取り組みを推進している。地質調査総合センターは、災害に強い都市

計画及び防災計画策定に貢献するため、過去に活断層が引き起こした地震や

過去の火山噴火の履歴等を解析・評価し、その結果のデータベース化、情報提

供を行う。活断層については活動性に関する情報が未取得の活断層や評価手

法の開発に必要な情報が効率的に得られる活断層等を重点的に調査し活動履

歴の情報を整備していく。2025 年までに新たに 10 の活断層について活動性

に関する調査データを取得する。活断層データベースについては、現在は縮

尺 20万分の 1程度で公開しているが、これを目標物との位置関係がより具体

的に把握できるよう、防災上重要な地域から順次、縮尺 5 万分の 1 程度に位

置精度を向上させる。2025 年までに 50 程度の活断層についての既存データ

を対象に500地点程度の位置精度を向上させ、データベース上に反映させる。

火山地質図については気象庁が定める50の常時観測対象の火山について整備

を進め、23枚を整備済みである。2025年までに新たに 5枚の火山地質図を整

備する。 
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    こうした施策を次章からの各分野の整備計画に盛り込むことで、知的基盤整

備の重要性を顕在化させる。 

 

 （３）それぞれの分野が横断的に取り組む課題解決アプローチとして、我が国産業

の国際競争力を担保するとともに国際的協力関係を円滑に構築するため、産業

の競争力の源泉たる知的基盤の国際標準化など、国際的信頼性の向上を図る必

要がある。 

 

（４）また、限られたリソースを集中的に運用するため、産学官の役割分担や連携

を強化する。特に医薬品の開発や農業の高度化、防災・減災など、様々な専門

分野や産業主体が複合的に関わる分野領域については、他省庁や自治体、優れ

た技術力をもつ地域の企業や大学、公設試等と積極的に連携し、地域に分散す

るリソースを結集するとともに、その活用に供する必要がある。そのため、各

分野のワンストップ的な窓口機能を強化し、ニーズや問題意識を持つ企業、大

学・公設試等や国民との交流を強化し、領域を超えた幅広いニーズ収集に努め

ていかなければならない。さらに、新型ウィルス流行後の社会に適切に対応す

るため、知的基盤のデジタル化・オープン化は喫緊の課題であり、単なる pdf

化など、既存の情報をただ電子化するのではなく、利活用のしやすい手続き・

手法に再整理するなど、迅速かつ適切な対応を行う。 

 

（５）社会のニーズを踏まえた専門人材の育成の観点から、上記のワンストップ窓

口機能の強化や普及・広報に力を入れるとともに、大学や産業界等と連携し、

必要なキャリアパスを総合的に考慮しつつ人材育成を実施できる拠点機能を

整備する。 

 

 （６）計画の期限については、社会課題解決や人材育成等の長期プロジェクトの完

遂を図ることと、科学技術の急速な進展のキャッチアップを同時に行うことを

考えて検討する必要がある。エネルギー・環境などの国の長期戦略や SDGs な

どの目標の多くが２０３０年を目標にしていることも念頭に、目標として２０

３０年（１０年）を設定し長期的視座に立った計画を策定する。そして、科学

技術基本計画が５年周期であることも踏まえ、その半分の５年目に科学技術の

進展も踏まえたフォローアップを行い、必要に応じた見直し等を行うことで、

経済社会の状況や技術の進展等に即した計画とするべきである。なお、当該フ

ォローアップに当たっては、整備状況の量の評価はもとより、種々のユーザヒ

アリング結果等を踏まえた「質」的な評価を行うことが重要である。 
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第２章 新たな「知的基盤整備計画」 

Ⅰ．計量標準に関する現状認識 

１．計量標準の重要性 

（１）計量標準とは 

 計量（計測）は科学技術の礎となるだけでなく、商取引や日常生活などあらゆる活

動に関係する基本的なものである。正しく計量し、計量より得られた結果を比較する

には、共通の尺度である計量の基準が必要となる。「計量標準」は一般的に「ものを測

る基準＝ものさし」の意味で使われる場合や、計測の際に使用される具体的な「標準

器」を示す意味で使われる場合がある。「ものを測るものさし」としては、国がそれら

の基準を定め、国民生活、事業活動、研究活動に幅広く利用されている。一方、「計量

標準」を後者として捉えた場合、それは公的に取り決めた測定標準の事となる。例え

ば、国際的な合意によって認められた国際標準や、国家計量標準等がこれに該当する。

なお、本計画では、計量標準に関与の大きい計測技術を含め、計量標準・計測分野を

対象とする。 

 

（２）計量標準の整備・供給の重要性 

計量標準の開発・維持・供給は、社会秩序の維持や国際通商での信頼性確保の根幹

をなすものであり、さらに国際競争力の維持・強化及び安全・安心な国民生活の実現

にも不可欠である。 

例えば、日常生活における時間の管理、水道・ガス・電気などの使用量の計測、ス

ーパー等食料品の計量管理、水質や環境の規制への個別対応等は、計量標準に基づい

て適切に校正された計量計測機器を用いることで、その信頼性を確保することができ

る。このように計量標準は目に見えない形で、国民一人ひとりの日常の活動を支え、

守っている。それらの信頼性が失われたときには、利便性と効率性の高い国民生活に

支障を来すばかりでなく、取引、証明及び契約において重大な社会的混乱を招き、場

合によっては、身体、生命を脅かすリスクが増大する可能性がある。 

また、数多くの計量標準全てを一企業が自ら整備することは、整備に多大なコスト

を必要とするだけでなく、事業活動における機会の損失及び非効率化を招き、企業の

信頼性を低下させるなどの社会的に重大な損害につながる。各企業がバラバラに整備

した計量標準の間に互換性はなく、それらを互いに用いて国内外の取引・証明を行っ

た場合、信用確認ができず、事業活動上のトラブルを引き起こすこととなる。 

上記のようなリスク、トラブルを避けるためにも、計量・産業ニーズへの迅速・適

切な対応、より効果的かつ効率的な計量標準の整備・供給体制の構築、既に利用され

ている計量標準の維持・活用を含めた継続的な取り組みが必要となっている。 
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（３）国家計量標準へのトレーサビリティの確保の必要性 

計測の信頼性を確保するには、測定器の正確性と測定方法の適切性の両方を確保す

ることが重要である。 測定器の正確性を確保するためには、測定器の利用者は、測定

器の購入時に、目的に合った信頼性ある測定器を選択するとともに、測定器の定期的

な保守、点検及び校正を行う必要がある。また、産業のサプライチェーンが拡がり、

企業活動がグローバル化する中で、国際同等性の確保、トレーサビリティ体系の構築

が不可欠となっている。 

我が国では、平成 5年 11月に計量法を改正し、国家レベルの計量システムとして、

計量標準供給制度と校正事業者認定制度（平成 17 年より、校正事業者登録制度）か

ら構成される、計量法トレーサビリティ制度（JCSS：詳細は後述）を整備し、校正に

係る利便性及び信頼性の向上を図る環境整備を行ってきた。JCSSにより、国立研究開

発法人産業技術総合研究所（以下、AIST）計量標準総合センター（以下、NMIJ）等が

国家計量標準を確立し、切れ目のない校正の連鎖を通して、測定器の利用者による測

定結果が国家計量標準へ関連付けられるようになった。 

 

（４）国家計量標準の利用 

国家計量標準は、計測器や標準物質を介して、国民生活、企業の事業活動、大学

等研究開発活動において様々な分野、用途で幅広く利用されている。 

わが国のこうした測定、校正に係るシステムを支えているのが、国家計量標準機

関である NMIJの他、日本電気計器検定所（以下、JEMIC）、一般財団法人化学物質評

価研究機構（以下、CERI）、一般財団法人日本品質保証機構（以下、JQA）、国立研究

開発法人情報通信研究機構（以下、NICT）といった指名計量標準機関や指定校正機

関、及び独立行政法人製品評価技術基盤機構（以下、NITE）認定センター、公益財

団法人日本適合性認定協会（以下、JAB）、株式会社電磁環境試験所認定センター

（以下、VLAC）などの試験・校正データの信頼性を支える認定機関の他、計測機器

メーカ、試薬メーカ、校正サービス事業者、試験・検査事業者といった計量標準を

直接利用するユーザである。 

国家計量標準機関、指名計量標準機関や指定校正機関等は計量標準の開発・維

持・供給を担い、計測機器メーカや試験・検査事業者などの計量標準を直接利用す

るユーザが維持・管理する実用標準へ標準供給を行っている。計量標準へのトレー

サビリティが確保された実用標準を基準として、たとえば計測機器メーカにおいて

は製造・販売する計測機器の品質検査の実施、試験・検査事業者や校正サービス事

業者においては試験・検査や校正のサービスの提供を行っている。大学・研究機関

や事業者などの幅広いユーザは、計量標準へのトレーサビリティが確保された計測

機器等の購入、試験・検査や校正のサービスの提供を受けることで、計量標準の便

益を間接的に享受することができる。 
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２．計量標準の枠組み 

（１）計量標準の種類 

 我が国の計量法では、事業者、個人の様々な活動を支える基盤インフラとして、幅

広い分野における正確な計量を確保するため、計量の標準となる特定標準器や特定標

準物質を国家計量標準として定めている。 

NMIJが中心となり、関係機関と連携、協力し、国家標準の整備、供給を行っている。 

計量標準は物理標準と標準物質の二つに大別される。 

長さや質量、電気量のような物理的な計測を行う際に、計測機器の目盛りの調整を

行う基準となるものが物理標準とよばれる。医療用に使われる超音波や放射線の標準、

石油等のインフラを支える流量や圧力の標準などがある。 

 一方、濃度や物性値などの化学的な計測を行う際に、計測機器の目盛りの調整を行

う基準となる物質が標準物質とよばれる。標準物質は、環境・食品分野における有害

物質の分析や材料分析等に必要とされ、標準ガスや標準液などの純物質系の標準物質

の他に、主に分析法や分析値の妥当性確認に用いられる組成系の標準物質がある。 

 

表．計量標準の種類 

物理標準の種類 

長さ、幾何学量、時間、質量、力、トルク、重力加速度、圧

力、真空、流量、体積、密度、粘度、音響、超音波、振動加

速度、衝撃加速度、音速、温度、湿度、固体物性、硬さ、衝

撃値、粒子・粉体特性、測光量・放射量、放射線、放射能、

中性子、電気（直流・低周波）、電気（高周波）等   

標準物質の種類 

標準ガス、無機標準液、有機標準液、pH標準液、有機化合物、

無機化合物、環境・食品・臨床検査関係標準物質、材料・物

性標準物質 等 

 

 

（２）メートル条約 

 19 世紀初頭、フランスでは国内及び周辺諸国間の度量衡の統一を目指し、「すべて

の時代にすべての人々に」という基本理念を基に、「メートル法」を提唱した。このメ

ートル法はフランス国内で普及、定着していくにつれ各国に注目され、1875 年 5 月

20 日に単位の確立と国際的な普及を目的として、パリで、17 カ国の代表により「メ

ートル条約」と呼ばれる条約が締結された。メートル条約はメートル法を国際的に確

立し、維持するために、国際的な度量衡標準の維持供給機関として国際度量衡局を設

立し、維持することを取り決めた多国間条約である。日本は 1885年に条約に加入し、

その後、国内単位の統一をはかり、土地や建物の表記を除き、1959年からメートル法

が完全実施された。17 カ国の構成加盟国で発足したメートル条約は世界的にも浸透
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し続け、2020 年 1 月現在では 62 の加盟国と 40 の準加盟国および経済圏がその重要

性を認識するに至っている。 

 

（３）国際単位系（SI） 

 世界共通の実用的な計量単位として、国際的に定められた単位系が国際単位系（略

称 SI）である。SI は、1960 年にメートル条約加盟国が一堂に会する条約下の最高

議決機関（国際度量衡総会：CGPM）で決議された。 

メートル条約の主目的は計量単位の統一であるが、SIはこれを実現するために、常

に、その時々の最新の科学技術の進展を取り込みながら進化してきた、科学技術、産

業、取引において全世界共通で使用できる、実用的な単位系である。 

 科学・技術・通商・安全などの計測に関わる諸問題を解決し、これらの国際的な円

滑化を進めるために、第 9 回 CGPM（1948 年）は、18 名の委員から組織されている国

際度量衡委員会（CIPM）に対して、計量単位の完全な規則の確立を検討すること、こ

の目的のためにあらゆる国の科学，技術及び教育の各界における意見について公的な

調査を開始すること、メートル条約の全加盟国が採用しやすい一つの実用計量単位系

の確立について勧告を行うこと、を指示した。さらに第 10回 CGPM（1954年）は、６

つの量（長さ、質量、時間、電流、熱力学温度及び光度の単位）を実用単位系の基本

単位として採用し，さらに第 14回 CGPM（1971年）は物質量の単位を実用単位系の基

本単位として追加採用した。また、第 11回 CGPM（1960年）はこの実用単位系に，国

際単位系“Le Système international d'unités”という名称と略称 SIを採用し、基

本単位、接頭語、組立単位、以前から採用されていた補助単位についての規則、並び

にその他の指示事項を与えた。このようにして計量単位のまとまった規則が確立され

た。SIは、７つの基本単位と組立単位、接頭語で構成される。第 26回 CGPM（2018年）、

７つの基本単位のうち、キログラム、アンペア、ケルビン、モルの定義が改定され、

2019 年 5 月 20 日（世界計量記念日）に施行された。新たな SI 単位の定義は、７つ

の定義定数を用いて確立され、単位系全体が、これらの定義定数の値から導かれてい

る。この７つの定義定数は、単位系全体を定義する

うえで最も根幹的な特徴を表すものであり、７つの

基本単位にもとづく SI の従来の定義と科学の進

歩を考慮して選ばれている。新しく施行された SI

では、これまで約 130 年間変わらず、そして７つの

基本単位の中で唯一、人工物によって定義されてい

たキログラムを、定義定数のひとつであるプランク

定数を使って定義したことで、基本単位は全て器物

から解放され、自然界の法則にしたがった定義が完

成した。 

 

 
図 国際単位系（SI）ロゴ 
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表 SIの７つの定義定数とそれらによって定義される７つの単位 
定義定数 記号 数値 単位 

セシウムの超微細遷移周波数 ∆νCs 9 192 631 770 Hz 

真空中の光の速さ c 299 792 458 m s−1 

プランク定数 h 6.626 070 15 × 10−34 J s 

電気素量 e 1.602 176 634 × 10−19  C 

ボルツマン定数 k 1.380 649 × 10−23 J K−1 

アボガドロ定数 NA 6.022 140 76 × 1023 mol−1 

視感効果度 Kcd 683 lm W−1 

 
 

（４）国家計量標準の国際同等性 

 メートル条約を批准する利点の一つにグローバル化した経済活動への対応がある。

1999年にはメートル条約の主要加盟国間で、CIPMにより起草された CIPM相互承認取

決め（CIPM MRA：Mutual Recognition Arrangement）が締結された。この取決めには

2020 年 1 月現在、62加盟国、40 準加盟国及び 4 国際機関が署名するに至っている。

CIPM MRAは経済活動や取引の基本である計測・計量について、国家計量標準機関を頂

点とする各国の計量標準トレーサビリティ体系を相互に信頼し、他国の国家計量標準

の校正データを自国でもそのまま同等と認め、その校正証明書をそのまま自国でも受

け入れる仕組み（ワンストップテスティング）を構築したものである。これにより、

試験器等が自国の計量標準にトレーサブルである場合、製品等の試験成績書が相手国

にも受け入れ可能となることが期待されている。この CIPM MRA の目的を達成するた

めに、国家計量標準を開発・維持する国家計量標準機関（National Metrology 

Institute：以下、NMI）又は NMIに指名された計量標準機関（Designated Institute：

指名計量標準機関、以下、DI）は、測定量ごとに、品質システムの構築、参加 NMI又

は DIによる審査（ピアレビュー）、及び関連する国際比較への参加というプロセスを

経て、その校正測定能力（Calibration and Measurement Capabilities：以下、CMC）

を宣言する。現在、国際度量衡局に登録されている我が国の DIは、CERI、JEMIC、NICT

である。最終的に承認された CMCはデータベース（KCDB）に登録され、ウェブサイト

を通じて世界中に公表される。CIPM MRA によって国際的な信頼性確保の枠組みが整

理され、技術障壁のない自由な取引の促進が期待される。 
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図 国家計量標準の国際同等性 

 
（５）国内計量標準の供給体制 

JCSS（Japan Calibration Service System）は、計量法トレーサビリティ制度の略

称であり、「計量標準供給制度」と「校正事業者登録制度」の 2本柱から成っており、

計量法の全面改正（平成 5年 11月 1日施行）により、創設された。 

産業に必要な信頼性の高い各種の計量標準供給に対する需要に対して、国家計量標

準機関のみによる標準供給では対応しきれていなかった当時の状況に鑑み、大もとの

国家計量標準を国ないし公的機関が設定し、その標準の一般への供給については民間

事業者の力を活用するという制度の構築が図られた。 

その後の JCSSは、1999年に始まった計量標準に係る CIPM MRAや、国際試験所認定

協力機構の相互承認取決め（ILAC MRA）への対応、校正事業者の階層化、校正事業者

による組立量実現の制度化などと、社会ニーズに対応すべく大きく発展を続けてきた。 

JCSS のうち校正事業者登録制度は、計量法に基づく校正事業者の登録制度であり、

NITEにより運営されている。登録のための審査基準としては、校正機関・試験所の能

力に関する要求事項を定めた国際規格である ISO/IEC17025 を採用している。NITE の

審査を経て、JCSS で登録・認定された校正事業者は、ISO/IEC17025の要求事項を満

たすことで、技術能力があり、かつ我が国の国家計量標準への計量トレーサビリティ

を満たす、信頼性の高い校正サービスを計測器ユーザに対して提供できることが表明

できる。 

登録の対象は、現在、国家計量標準の供給体制が整備された、計量法関係法令で規

定する 25 の登録区分に対応した「計量器等の種類」であり、現在計 200 種類以上の

計量器が対象となっている。登録事業者の発行する JCSS 標章付き校正証明書は、そ
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の校正結果が国家計量標準に計量トレーサビリティがとれた計量器を用いて校正を

受け、かつ確かな技術力に裏打ちされた信頼できるものであることを、簡潔かつ明確

に証明するものとなっている。 

 JCSSの対象となる校正の源である国家計量標準（一次標準：特定標準器等又は特定

標準物質）は、計量法に従い、産業界のニーズや計量標準供給体制の整備状況等に基

づき経済産業大臣が指定している。AIST、JEMIC 又は経済産業大臣が指定した指定校

正機関（CERI、JQA、NICT）は、指定された特定標準器等又は特定標準物質を用い、登

録事業者に対し計量標準の供給（校正等）を行う。JCSSにおける計量トレーサビリテ

ィは下記の図に示す体制で確保されている。 

 

 

図 JCSSにおける供給体制・計量トレーサビリティ 

 

 

３．計量標準の整備実績 

（１）第１期知的基盤整備計画 

第１期知的基盤整備計画においては、欧米並みの計量標準整備を目指し、2010年度

までに物理標準 250種、標準物質 250種の整備を行う数値目標を立て、量的整備を推

進した。その結果、目標値を上回る物理標準 305種類、標準物質 315種類の整備を達

成し、国際相互承認に必要な基本となる計量標準は欧米と遜色ないレベルに到達した。

併せて、我が国の計量標準整備を一体的に担う体制も構築され、JCSS登録事業者の数、

校正証明書の発行件数も着実に増加した。 
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表 第１期知的基盤整備計画期間中に整備した計量標準の数 

 

 

（２）第２期知的基盤整備計画 

第２期知的基盤整備計画においては、第１期を踏まえ、量から質への整備方針とし

て、計量・産業ニーズへの対応、JCSS制度の拡充、計量標準の広報普及活動を目標に

設定し、ユーザのニーズ調査に基づき、整備計画の定期的な見直しを行い、効果的な

計量標準整備を実施している。また、民間事業者との連携による国内標準供給体制の

拡充、ウェブサイト、講演会やセミナー等により、情報提供の充実を図り、JCSS制度

を含めた計量標準の広報普及活動を実施している。 

第２期知的基盤整備計画期間中に整備される物理標準の分野別整備項目数および

年度別整備項目数は以下の表のとおりである。 

 

表 第２期知的基盤整備計画で整備される物理標準の分野別整備項目数 
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表 第２期知的基盤整備計画で整備される物理標準の年度別整備項目数 

 
 
また、第２期知的基盤整備計画期間中に整備される標準物質の年度別整備物質数と

用途別数は以下の表のとおりである。 

 

表 第２期知的基盤整備計画で整備される標準物質の年度別整備物質数 

 
※定量 NMRによる校正として開発する物質 

 

第１期および第２期知的基盤整備計画の結果、2019 年度までの累計整備総数は物

理標準 370、標準物質 549 の合計 919 となった。ユーザのニーズを踏まえた計量標準

の整備と活用促進を目標とし、整備計画の定期的見直しと標準整備を着実に実施して

いる。 
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図 計量標準分野における第１期及び第２期の知的基盤整備計画の達成状況 

 

 
４．計量標準・計測分野の現状と課題 

 第１期知的基盤整備計画においては欧米並みの計量標準整備を目指し、量の整備に

重点の置かれた整備が進められた。その結果、国際相互承認に必要な基本となる計量

標準の数は欧米と遜色のないレベルに到達した。また、JCSS登録事業者の数および校

正証明書の発行件数も着実に増加した（2020 年 10月 19 日現在の JCSS 登録事業者数

は 268、2019年度の JCSS校正証明書発行件数は 594,972件）。 
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図 JCSS校正証明書発行件数の推移 

 

第２期知的基盤整備計画においては、第１期を踏まえ、計量・産業ニーズへの対応、

JCSS 制度の拡充、計量標準の産業界によるさらなる利活用を推進するための広報普

及活動を目標とし、量の整備に加えて、質的強化を図った計量標準整備が進められて

きた。その結果、民間事業者との連携による国内標準供給体制の拡充、ユーザニーズ

調査に基づいた整備計画の定期的な見直しによる効果的な計量標準の整備、ウェブサ

イトや講演会等による情報提供など、計量標準の普及活動も推進されている。 

 今後、更なる活用促進・整備の課題として、 

 社会課題の解決等出口戦略を考慮した計量標準の整備とその活用技術の開発。 

 Society 5.0 や政策、基準認証や適合性評価など評価技術に資する計量標準の整

備。 

 サプライチェーンにおける計量トレーサビリティの厳格化など国際規格や法規制

等に対応した計量標準の整備。 

 計量標準・計測を活用した標準化の推進。 

が挙げられる。引き続き、社会・産業ニーズに迅速に対応できる計量標準の整備と既

に利用されている整備済みの計量標準の維持と活用が重要である。さらに、国内外計

量関係機関との連携強化に基づく整備、供給体制の構築、企業・地域公設試との連携

強化や支援も必要である。また、更なる計量標準・計測の普及啓発、利用促進、人材

育成の強化が求められる。 
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Ⅱ．新たな整備計画の目指すべき方向性 

１．新たな知的基盤整備計画の目指すべき方向性 

現状認識を踏まえ、新たな知的基盤整備の目指すべき方向性として、以下の観点に

留意すべきと考える。以下、本節と次節（２．）は、産業構造審議会産業技術環境分科

会知的基盤整備特別小委員会・日本工業標準調査会基本政策部会知的基盤整備専門委

員会 合同会議（以下、知的基盤整備特別小委員会）で議論、取りまとめられた報告書

『新たな「知的基盤整備計画」の目指すべき方向性』からの抜粋である。 

• 「知的基盤」は、国の責務として、大きなイノベーションを創出するために整備す

べきソフトインフラである。この整備を効果的・効率的に行うためには、エコシス

テムを積極的・効果的に活用しなければならず、知的基盤の整備に民間資金を呼び

込むことが必須。そのためには、知的基盤の質・量の一層の充実化はもとより、知

的基盤の整備がいかに現代社会の課題解決に貢献できるかについての見える化と

グローバル社会に対応する国際的信頼性の担保、省庁・組織の枠組を越えて機動的

にしっかりと連携し、それぞれの得意分野を持ち寄って社会課題に対応する体制の

整備等が不可欠である。 

• 一方、我が国の少子化や経済社会状態により限られたリソースを効率的に活用する

ためには、また、多様性ある持続可能社会を実現に向けて、「知」の独占を防ぎ知

の拡大再生産活動に係る格差拡大を是正するためには、全ての人々への「知」のア

クセスや発信を保証していかねばならない。その中には中央と地方との格差是正も

含まれる。特に、これまでの我が国の経済成長を支えてきた安全・安心で高品質な

ものづくりやインフラといった基幹産業の技術的な基盤は、地域に分散する中小企

業とそれを支えてきた地方の大学や公設試が担ってきており、こうした既存の拠点

とデジタル革命によって生み出され続ける膨大で多種多様な「知」を効果的に結び

つける仕組みも、経済の再浮揚のためには重要となる。さらに、人材育成をはじめ

とする知的基盤プラットフォームの継続的発展の観点から、次期計画の時間的範囲

を検討するとともに、これらの施策に責任をもつ確固たる主体が必要である。 

• また、国家的事業の支柱となる防災・減災や新型ウィルスへの対応などに関する知

的基盤の整備については、時間的な制約もある中で、国や自治体、企業や個人の行

動指針となるために正確で誤解を与えにくい情報発信が求められるなど、極めて難

易度が高いものとなる。こうした状況にも的確に対応するため、平時から、必要と

なる基礎的データの地道な収集や普及、国や自治体等、それぞれの役割を踏まえた

活用環境・体制の整備も含め、優先順位を考えつつ、継続的にしっかりと推進しな

ければならない。 

 

＜具体的なアクションの提言＞ 

• 効果的に民間投資を呼込む又は防災等の公的分野の着実な実施のため、知的基盤
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の分野ごとに、社会課題にどう相対するか具体的ビジョンを整理する。その上で、

社会課題の解決のため、長期的視座で目標を策定し、それに到達するための中・

短期的なプロセスや最終目標達成までの施策を提示する。 

• 国際競争力を担保するため、それぞれの知的基盤プラットフォームの国際標準化

など、国際的信頼性の向上を図る。また、限られたリソースを集中的に運用する

ため、産学官の役割分担や連携を強化する。特に医薬品開発や農業の高度化、防

災など、様々な専門分野や産業主体が複合的に関わる分野については、他省庁や

自治体、優れた技術力を持つ地域の企業・大学・公設試等と積極的に連携し、地

域に分散するリソースを結集する必要がある。その活用に供するため、知的基盤

のデジタル化・オープンデータ化を推進する。 

• 社会のニーズを踏まえた専門人材の育成の観点から、人材育成拠点機能を整備す

る。 

• 計画の期限については、社会課題の解決や人材育成等の長期プロジェクトの完遂

を図ること、科学技術の急速な進展のキャッチアップを同時に満たす必要がある。

国の長期戦略等が 2030 年を目標にしていることから、最終年度を 2030 年度（10

年間）に設定し、また、科学技術基本計画などが５年の設定をしていることから、

その半分の 5年目にフォローアップを行い、必要に応じて計画の見直し等を行う。 

 

 

２．計量標準・計測分野における将来目標と取組方針 

これまでの現状分析と横断的な取組方針を踏まえつつも、「計量標準・計測」「微

生物遺伝資源」「地質情報」それぞれの分野ごとに社会的立ち位置や解決すべき諸課

題が異なる中で、現状に即した「計量標準・計測」分野の整備計画を取りまとめて

いく必要がある。そのため、「計量標準・計測」分野における、長期的視座に立った

現状の課題と将来目標の分析、それらを踏まえた今後の取組方針を下記に示す。 

 

（１）長期的視座に立った現状課題と将来目標の分析 

 計量標準の開発・維持・供給は、社会秩序の維持や国際通商での信頼性確保の根

幹をなし、さらに国際競争力の維持・強化及び安全・安心な国民生活の実現に不可

欠である。また、産業のサプライチェーンが拡がり、企業活動がグローバル化する

中で、計量標準の国際同等性の確保及びトレーサビリティ体系の整備は益々重要と

なってきている。今後とも、産業・社会ニーズへの対応、既に利用されている計量

標準の維持・活用を含めた戦略的な計量標準の供給体制整備への継続的取組が必要

である。さらに、将来的には、産業はもとより、日常生活の中で、計測器を意識せ

ず、あらゆる計測データを情報として正確かつリアルタイムに入手できる世界の実

現を目指す。 
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図 計量標準・計測分野における将来目標と取組方針 

 

（２）現状課題と将来目標の分析を踏まえた今後の取組方針 

今後 10年の取組として、引き続き、NMIJが国家計量標準機関として当該分野の中核

的役割を担い、産業・社会ニーズへの迅速かつ適切な対応、基幹標準の維持・供給

及び国際整合性の確保、国内外計量関係機関・他省庁機関・企業との連携強化・技

術移転による、オールジャパンでの効果的かつ効率的な計量標準の整備・供給を推

進する。さらに、計量標準・計測の活用シーンの拡大を目指し、SDGsなど社会課題

に関わる国策への寄与、国際情勢の変化への対応、各種産業の競争力強化や安全・

安心な社会の実現、QOL（Quality of Life）の向上に貢献する。 

具体的には、量子標準に関わる研究開発及び計測機器の開発、データ流通のため

の環境整備や標準化の推進などのデジタル技術活用による情報化の推進、新しい SI

定義のもとでのトレーサビリティ体制の構築、計量標準・計測を活用した標準化及

び当該分野のさらなる成果普及と人材育成の強化を行う。また、今後５年間の主な

取組として、下記を実施する。 

 品質評価技術の高度化によるバイオ・メディカル・アグリ産業への貢献 

 蓄電池評価技術や水素の適正利用技術の開発によるエネルギー有効活用への貢献 

 インフラ健全性診断技術の開発による持続可能な安全・安心社会実現への貢献 
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 計測技術と情報通信技術の融合によるものづくり・サービスの高度化への貢献 

 

 

３．計量標準・計測分野における新たな整備計画の策定方針 

（１）整備計画の策定方針 

上述の現状課題と将来目標の分析を踏まえた今後の取組方針に基づき策定される、

計量標準・計測分野における新たな整備計画には、標準整備における官民連携、民間

の標準開発能力の活用等、計量標準の整備・供給にオールジャパンの取組みが求めら

れる。また、効果的かつ効率的な計量標準の整備・供給には、それぞれの機関が有す

る能力・経験・ネットワークを有効に活用するための連携・役割分担も重要となる。

そのため、限られたリソースの中で、既に利用されている整備済みの計量標準、特に

基幹量の維持と活用を可能とするエコシステムの構築が必要となる。さらに、新たな

整備計画に基づく標準供給とともに、計測器や校正サービスを受ける利用者の利便性

を図るための整備方策や普及啓発・利用促進の検討も必要である。これまでの整備・

供給実績、ユーザのニーズ調査やヒアリングを踏まえ、円滑な標準供給の促進を図る

ために、「オールジャパンでの効果的かつ効率的な整備・供給の推進」、及び「計量標

準・計測の活用シーンの拡大」を軸に新たな整備計画を策定する。 

 

 オールジャパンでの効果的かつ効率的な整備・供給の推進 

 産業・社会ニーズへの迅速かつ適切な対応 

 基幹標準の維持・供給及び国際整合性の確保 

 国内外計量関係機関・他省庁機関・企業との連携強化・技術移転 

 

 計量標準・計測の活用シーンの拡大 

 社会課題解決への寄与 

 国際情勢変化への対応 

 産業競争力の強化や安全・安心な社会の実現 

 

また、具体的な技術的課題、横断的課題として、下記が挙げられる。 

 量子標準開発をはじめとする計量標準・計測・評価・分析検査技術の開発 

 デジタル技術活用による情報化の推進 

 新しい SI定義のもとでのトレーサビリティ体制の構築 

 計量標準・計測を活用した標準化及びさらなる成果普及と人材育成の強化 

 

第３期知的基盤整備計画の期間は、2021年度～2030年度の 10年間となり、毎年度

の PDCA による実施状況の評価と計画の見直し、及び 5 年で大きな見直しを実施する

ことが予定されている。 
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第２期に整備計画が策定された 3分野（計量標準、微生物遺伝資源、地質情報）の

うち、計量標準分野のみ、第２期知的基盤整備計画の終了は 2022 年度となっている

が、他分野と揃え 2年前倒しの 2020年度で終了とし、第３期は 3分野揃って 2021年

度からスタートすることが決定している。このことから、計量標準分野における第２

期の 2021 年度～2022 年度の 2 年分の計画に関しては、今回の第３期整備計画の検討

において、改めてユーザのニーズ等を精査し、第３期整備計画に加えるか、変更する

か等を検討する。 

なお、第３期における当分野の対象範囲は、第２期の計量標準に計測を加えている。 

 

 

図 計量標準分野における第２期の達成状況と第３期の方向性 

 

（２）課題の選定方針 

整備計画の策定にあたっては、ユーザの視点に留意し、そのニーズに応えるととも

に、国の優先課題を踏まえた選択と集中を図ることが重要である。 

 新たな整備計画の策定方針と照らし合わせ、下記内容に関し、寄せられた課題、ニ

ーズについて、整備計画の対象とするかを検討することとした。 

 新たな計量標準の開発や供給 

 整備済みの計量標準の範囲拡大等を含めた、維持と高度化 

 計量標準の開発や供給に関する技術移転 

 計量標準・計測分野における技術開発 
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 横断的課題としての普及啓発・利用促進・人材育成・連携の強化等に関する取組 

 

国において全ての課題、ユーザニーズに対応することは困難である。そのため、寄

せられた課題やニーズについて、国が主導して計画、整備していくことが必要な項目

を対象に、適切な優先順位を付けたうえで、計画的かつ継続的な整備を進めることが

重要である。これらのことを踏まえ、以下を考慮して対象案件を選定することとした。 

• 計量標準・計測分野の対象となる案件であるか。 

• 国が主導して計画し、整備する対象となる案件であるか。 

また、以下の項目に沿って対象となる案件について、ユーザが使いやすい最適な供

給方法、優先順位や期間・期限などのスケジュール等を検討することとした。 

• 法令や規則を勘案して整備する必要がある案件であるか。 

• 計量標準の利用により社会課題の解決、活用シーンの拡大に寄与できる案件で

あるか。 

• 産業ニーズに基づき、産業競争力強化への寄与を勘案。 

• 活用促進の観点から、波及効果等を勘案。 

 

 

図 整備計画策定における課題選定のための基本フロー 

 

寄せられた技術課題やニーズについて、上記に基づき、整備計画の対象案件を選定

する。 
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さらに、長期的な視座に基づき、2050年の達成目標・課題を考え、バックキャスト

により、2021年度から 10年間の整備計画の内容を検討することとした。 

目指すべき将来像においては、ポストコロナ時代を見通した科学技術・イノベーシ

ョン政策として、多様化するニーズを満たすべき、サステナブルでレジリエントな社

会・経済構造の構築を科学技術・イノベーションの力により進めることが求められて

いる。また、新たなデータ利用を推進するデジタルトランスフォーメーション（DX）

を推進する必要がある。 

さらに、少子高齢化・環境負荷低減への対応が求められている中で、我が国産業の

支柱である信頼性の高いものづくり産業や品質や安全性の高い医療・交通などのイン

フラ・サービス産業等の持続的発展や国際競争力を強化するため、知的基盤整備計画

に基づき、着実に計量標準の整備、計測技術の開発を進めることが必要である。 

① 物理標準・標準物質に関する課題 

物理標準と標準物質に関する課題については、下記の解決すべき社会課題と 2050

年の達成目標・課題を定め、寄せられた技術課題、ニーズを取り込み、整備計画とし

て策定、ロードマップを作成することとした。 

 

＜解決すべき社会課題と 2050年度の達成目標＞ 

 健康・長寿 

 健康・医療を支える計測基盤の確立 

 バイオ・メディカル産業における計測の信頼性評価技術の確立  

 食・文化 

 食の安全確保を支える計測基盤の確立 

 食品・アグリ産業における計測の信頼性評価技術の確立 

 環境 

 地球環境保全、気候変動問題解決に必要な計測基盤の確立 

 環境計測の信頼性評価技術の確立 

 資源・エネルギー 

 資源・エネルギーの有効利用、省エネ化を支える計測基盤の確立 

 資源・エネルギー・材料の品質評価に関わる計測の信頼性評価技術の確立 

 防災・セキュリティ 

 防災・セキュリティを支える計測基盤の確立 

 インフラの健全性診断に必要となる計測の信頼性評価技術の確立 

 共通基盤 

 革新的量子計測・先端計測・計量技術の確立と SIへの継続的貢献 

 計量トレーサビリティの確保に必要な基盤の確立 

 

② 横断的課題に関する課題 
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横断的課題解決に関する整備を推進するために、整備計画として下記の課題（項

目）を設定し、ロードマップの作成を実施することとした。 

 中小・中堅企業と地域 

 デジタル対応 

 省庁連携・国内連携 

 国際連携 

 人材育成・普及啓発 

 

（３）成果の類型 

新たな標準整備計画では、効果的かつ効率的な整備・供給の推進とともに計量標準

の活用シーンの拡大を促進する。この計画における主な成果については、アウトプッ

トを明確にして評価を行う必要がある。 

 

① 物理標準・標準物質に関する成果の類型 

物理標準、標準物質に関しては、下記を基本とし、詳細は実情に合わせ検討す

ることとした。 

Ⓐ jcss（計量法）：計量法、JCSS制度に基づいた、国家計量標準の開発・供給 

Ⓑ 依頼試験：計量標準供給のための校正サービスの開始 

Ⓒ ⒶⒷ以外の標準開発：計量法、JCSS制度以外の計量標準の開発・供給 

Ⓓ 技術移転：計量標準の効果的・効率的な開発・供給を目指した技術移転等 

Ⓔ 技術開発：新たな計量標準の開発、及び既存の計量標準の高度化に関わる

技術開発 

Ⓕ その他：上記以外、計量標準・計測に関わる技術的な活動 

 

② 横断的課題に関する成果の類型 

横断的課題に関しては、下記を基本とし、詳細は実情に合わせ検討することと

した。 

ⓐ 国内外連携強化 

ⓑ デジタル化・情報化推進 

ⓒ 人材育成 

ⓓ 情報発信・成果普及 

ⓔ 標準化 

ⓕ その他 

 

（４）新たなニーズの整理 

「オールジャパンでの整備」、「活用シーンの拡大」を柱とした新たな整備計画に

現場のニーズを反映させるために、下記のとおり、関係機関・団体等との意見交換、
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ニーズ調査を実施した。 

 

①  計量標準に関わる機関、団体等との意見交換 

認定機関、校正機関、その他の計量標準関係機関へのニーズ調査、意見交換はも

とより、社会的課題の解決に関係する計測技術のユーザや、そうした計測技術を開

発している民間企業、関係業界団体等との意見交換も実施した。寄せられた技術課

題、新たなニーズに関して、選定方針に従って精査、優先順位を整理し、新たな整

備計画への反映を検討した。 

 

② ニーズ調査（通年実施） 

NMIJでは、計量標準（物理標準、標準物質）に関し、国として整備すべき重要か

つ緊急性の高いニーズについて早期に把握し対応するため、NMIJ ウェブサイトに

おけるニーズ調査を通年で実施している。今年度は、特に第３期整備計画への反映

を考慮し、横断的課題である成果普及・人材育成・連携の強化等に関する調査も実

施している（https://unit.aist.go.jp/nmij/info/request2020/）。NMIJはこれま

でもこの調査を活用することで、ユーザニーズを把握、内容を精査し、必要に応じ

て知的基盤整備計画に反映、定期的な見直しを実施しており、今回もこの調査で寄

せられたニーズに関して、選定方針に従って精査、優先順位を整理し、新たな整備

計画への反映を検討した。 

 

第３期期間中においても、引き続き、上記①、②によりニーズを把握し、定期的な

整備計画への反映、計画の見直しを実施する。 

 

  



41 
 

Ⅲ．計量標準・計測分野における新たな知的基盤整備計画 

１．物理標準に関する整備計画 

（１）策定プロセス 

① 策定方針 
第１期及び第２期標準整備計画を経て、物理標準については基幹となる標準供給

は概ね充足されている状況にある。一方で、ISO 9001における計測器のトレーサビ

リティに対する要求が 2015 年の改正でさらに強化されたことで、現場での測定に

ついて計測器のトレーサビリティの確保や、計測器の管理について、品質管理の観

点で情報を求める傾向は一層強まっている。計量標準・計測技術を求める裾野が拡

大している中で、計量標準と現場での計測技術との間をより適切につなぐことで、

トレーサブルな測定が可能となる範囲を拡げていく必要がある。 

Ⅱ章でも述べたように、第３期標準整備計画においては、社会的課題の解決を主

軸に置き、それらの課題を解決するための計測基盤や評価技術の開発を目指す。こ

の活動を通して、計量標準・計測技術の恩恵を受けることができる場面を拡大する

こととなるが、その際に、「オールジャパンでの整備」、「活用シーンの拡大」といっ

たキーワードの下で、国家計量標準機関等（NMIJ 及び指名された校正機関）の活動

のみならず、校正事業者や産業界、現場の計測器ユーザなどと密に連携していく必

要がある。特にグローバリゼーションの中での急速な変化に対応する国際競争力の

確保や、ウィズコロナ・ポストコロナを経ての継続性を確かなものとする上でも、

多くのニーズを適切に分析し、重要度の高い項目についてはいち早く計画として取

り込むといった方針が必要である。 

今回の物理標準の整備計画の策定において、社会的なニーズを的確に捉え計画と

して反映する方針を実現するために、NMIJで素案を作成し、続いて関係する団体や

企業に対してニーズ調査や意見交換を実施する形で計画を精査した。 
 
② 技術課題の選定方針 
新たな物理標準整備計画の策定にあたっては、計量標準の活用シーンの拡大に則

り、国の科学技術政策の中で計量標準が寄与できるテーマや、計量標準を利用する

ことで社会課題解決に貢献し具体的な波及効果が見込めるテーマを選定する。また、

産業界のニーズ調査を実施し、産業競争力の強化に資するテーマを選定する。加え

て、国家計量標準機関として、SI基本単位に係わる研究開発や、これまで測れなか

ったものを測る先端計測の研究を推進する。 

課題選定については、今後 10 年間で解決されることが望まれる社会課題等につ

いて、バックキャスト的に必要となる物理標準、計測技術の開発を行う。ニーズ調

査を踏まえて、以下の項目に沿って選定する。 

・法令や規制を勘案して整備する物理標準・計測技術 
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医療分野や食品、及び安全等の法令や規制の移行期間の年限が設けられており、

国家計量標準とのトレーサビリティの確保が求められている標準や標準化で開発

が求められている計測技術。 

・社会課題や産業ニーズを勘案して整備する物理標準・計測技術 

医療、環境、防災等の社会課題の解決に貢献するテーマや、ユーザニーズ調査に

基づいた研究開発の推進、市場の創生を支援する物理標準や計測技術の開発を計画

する。 

・活用促進ニーズ等を勘案して整備する物理標準・計測技術 

JCSSの利用促進につながる組み立て量の技術開発、校正事業者やエンドユーザの

計量標準の活用、人材育成に貢献する技術文書の作成を計画する。 

・計画的に整備を継続する物理標準・計測技術 

国際単位系(SI)は基礎科学や社会技術と深くかかわっており、関連する技術の継

続した開発が求められる。今後も秒の単位の定義改定や新 SI に基づいた熱力学温

度の精密計測技術の開発が想定されており、基本単位を定義するために必要な物理

定数の精密測定、並びに基本単位の定義を実現する方法の研究開発を実施する。 

 
③ 成果の類型 
第２期標準整備計画では標準の利活用と普及を促進するための取り組みを開始

し、我が国のトレーサビリティ体系の構築を進めた。第３期標準整備計画ではオー

ルジャパンとしてトレーサビリティ体系の構築を進めるために利活用の促進を進

める。産業のグローバル化が進み、計量標準へのニーズが多様化・複雑化している

現状では、一部の機関だけで国内計量標準の整備・供給を実施することは困難であ

る。オールジャパンとしての対応を進め利活用を促進するためには、下記の類型を

組み合わせた対応も含めた複数機関の連携が必要である。開発の成果や供給の達成

については、以下の項目により評価する。 

Ⓐ jcss（計量法） 

Ⓑ 依頼試験 

Ⓒ Ⓐ, Ⓑ以外の標準供給に関連した開発 

Ⓓ 技術移転 

Ⓔ 技術開発 

Ⓕ その他  

物理標準の開発については基本的にⒶ, Ⓑによる標準供給サービス開始により成

果達成とする。 

Ⓒでは SI の定義改定に向けた技術開発等、直接校正サービスに結びつかないが

我が国のトレーサビリティ体系構築に必須となる重要な技術開発を論文発表ある

いは国際機関での合意形成を成果として想定する。 
Ⓓでは計量標準・計測技術の利活用を促進する技術移転（技術コンサルティング
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等）を成果として想定する。また、既存の標準あるいは新たな標準を組立により供

給する技術開発や校正事業者における校正サービスの供給開始に向けた技術移転

をもって成果とする。 
Ⓔは校正装置の開発や仲介器の開発等の、技能試験の潤滑な運営や遠隔校正の実

施など計量標準の裾野を広げることにも応用できる成果を想定する。また、先端技

術の開発は論文による公表や、校正事業者等への技術移転を念頭に置いた開発技術

の発表などを成果達成の目標として想定する。 
我が国のトレーサビリティ体系構築のための技術者育成や、同等性評価のための

試験所間比較等の活動の支援、計測技術の標準化、拡張や組立による標準の利活用

を促進するための技術文書や技術指針の公表についてはⒻのその他に分類し、成果

を評価する。 
 

④ 新たなニーズの整理 

a) ニーズ調査の実施 

第２期までの物理標準の整備計画では、国として整備が必要な計量標準の整備に

限定した計画であったことから、標準供給体系の中での整備ニーズの調査に主眼が

置かれていた。特に、第２期の開始当初では、第１期の期間中に整備された多数の

標準を補完し、ユーザが一層使いやすい計量標準となるように標準供給の質の向上

を目指したことから、現場計測器の校正を事業とする校正事業者や、それらが所属

している工業会から発せられるニーズを反映する計画となっていた。 

一方で、第３期整備計画では社会的課題の解決を念頭に置き、個々の課題の解決

に資する計量標準の基盤整備及び計測技術の確立を目指すことから、これまでとは

異なり、広い視野を持ってニーズの発掘が必要である。 

特に物理標準については、基幹量の整備は概ね充足されており、校正事業者から

のニーズは、長年の間、解決が困難であった課題が残っている技術分野が多い。一

方で、大きな社会的な課題の他にも、法令に基づく要求や、国際規格の品質管理に

関係する要求事項の厳格化で、数年の移行期間を経て要求事項が厳しくなるといっ

た状況の変化も起きうる。我が国の産業界が国際的に通用し続けることや、世界に

先駆けて我が国発祥の国際的な枠組みを主導し、産業競争力を強化するために、潜

在的なニーズを調査により明らかにし、多くのユーザが当該の計量標準・計測技術

が必要となる場面が来た際に、即時に利用可能な形となるよう、先行して整備を行

うことが望ましい。また、「オールジャパンでの整備」、「活用シーンの拡大」を実現

するためにも、一連のトレーサビリティチェーンを構成する各段階でのご意見をお

伺いし、適切に反映することが肝要である。 

ユーザニーズを反映するため、関係機関や団体を訪問する対面での意見交換会や、
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電子メールやリモート会議を活用した意見交換及びヒアリング調査を実施した。特

に、法令に基づく要求や、国際規格の品質管理に関係する要求事項の厳格化などの、

ユーザにとっての環境変化を積極的に収集することに力を入れた。主な訪問先は下

記のとおり。 

 

i) 関係機関・団体との意見交換 

 研究開発機関・団体 

 計測機器・試験機メーカ 

 計測機器のユーザ機関・団体 

 校正・試験・分析サービス機関・団体 

  

ii) 関係機関・団体に対するヒアリング調査 

 一般財団法人日本品質保証機構（JQA） 

 公益財団法人 日本適合性認定協会（JAB） 

 一般社団法人 日本電気計測器工業会（JEMIMA） 

 日本電気計器検定所（JEMIC） 

 一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA） 

 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT） 

 一般社団法人日本試験機工業会 

 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（QST） 

 一般社団法人日本粉体工業技術協会（APPIE） 

 公益社団法人日本アイソトープ協会（JRIA） 

 

b) ニーズ調査結果 

合計で約 30 団体にニーズ調査を実施した。得られた情報は、社会的課題の解決

に資する項目で、特に国主導で取り組むべき内容、法令に基づく要求や、国際規格

の品質管理に関係する要求事項の厳格化に関する情報、既存の計量標準の整備の中

で、細かい運用の変更等で一層の「活用シーンの拡大」を期待できることに関する

情報、オールジャパンとして取り組む上で必要となる技術移転や、新たな技術開発

に関する情報、解決すべき横断的な課題、という形で分類し、整備計画に反映した。 

物理標準については概ね基幹量の整備が完了していることから、新たな整備を望

む声は比較的少なかった。また、要望があったとしても、既存の標準供給体系の中

でサービスが開始済みであったというケースが散見された。計量標準や校正サービ

スについてその情報がまとまっていないことから、これらの情報が系統的に整理さ

れ、常に最新の情報が利用可能となるようなポータルを望む声も複数あった。 

以上のようなニーズ調査や関係者との意見交換を踏まえ、下記の項目について次
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節で説明する物理標準の第 3期整備計画の策定作業に反映した。なお、今回の整備

計画策定作業の中で反映しないと判断した項目であっても、今後も調査を継続し、

ユーザニーズや社会的な需要が高まった、障壁となっていた関連技術が確立された、

オールジャパンとして取り組む上での関係機関の実施準備が整った、などの状況の

変化が見られた場合には、PDCAサイクルの中で適切に計画に反映させていく。 

第 3期知的基盤整備計画に反映した項目 

粒径分布標準、比熱容量標準 

線量標準、微小振動計測技術 

新たな原理に基づいた時間標準の開発 

分散型電源や蓄電池の性能評価に必要な計測技術の開発 

熱力学温度の計測技術の開発 

非球面等の形状測定の信頼性向上   等 

 

なお、既存の標準供給等で代替可能な項目、緊急性が低いと判断される項目、現

時点で技術的対応が難しい項目、社会への波及効果又は優先順位が低い項目につい

ては、今回整備計画への反映を行わないと判断した。しかし、今後は毎年の評価を

行い、ユーザニーズ、社会的背景等による需要の高まりや変化、関連技術の確立等

によって、整備（代替えを含む）・供給すべきと評価される場合には、整備計画に追

加、もしくは入替等を検討し、更新する。また、その他に分類した内容の多くは、

普及啓発活動、セミナー開催、国際活動、規格化、人材育成に関する内容であり、

横断的課題において検討することとした。 

 

（２）整備内容 

① 整備・供給の概要 

 a) 社会課題解決のための整備・供給 

社会課題ごとの、物理標準に関連する取り組みは下記のとおり。 

 

 健康・長寿 

感染症対策に寄与するため、平面状の黒体材料を活用し、非接触体温計測の高精

度化に必要な温度基準となる、平面黒体装置の開発を行い、非接触発熱者検知の信

頼性向上に貢献する。 

放射線治療装置や診断装置の高度化に追随してこれらの装置の信頼性を確保す

るため、必要となる計量標準や計測技術を開発する。 

光学計測技術が応用された多くのバイオ分析機器の信頼性を確保するための計

測基盤として、微弱光の計測技術を開発する。 

バイオ・メディカル産業における計測の信頼性評価技術として、微小質量標準の

開発、超音波の音場評価に必要な計測技術の開発を行う。 
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 食・文化 

食品産業における計測の信頼性を評価するための技術開発や糖度計用の液体屈

折率評価技術等、食品の付加価値を高めるための計測技術開発を行う。 

 

 環境 

環境物質の検出･分析の高度化を目指し、分光による検出･分析の精度を上げるた

めの分光器の波長校正技術を開発する。 

今後多様化する自然エネルギーを利用した電力供給システムの安定的運用のた

めには、蓄電デバイスの劣化評価が課題である。蓄電池の大量導入が続くことによ

り、長期的には次第に多くの蓄電池が劣化に至り、電力インフラの老朽化への対策

が必要となる。そのため、「電力インフラ診断」として貢献しうる評価技術が求めら

れている。このような社会状況を踏まえ、自動車や定置型などに利用される蓄電デ

バイスの劣化を評価する計測技術を開発し、温室効果ガスの削減に貢献する。 

粒子状物質（PM）による大気汚染を低減するため，自動車等に対する PM排出規制

が強化され，従来より微小な粒子を計測するための技術が導入されている。そうし

た新規計測技術に対応すべく粒子標準の供給範囲を拡大し，環境保全に貢献する。 

また、加速器や放射線医療施設の周辺で発生する放射線や中性子の線量を高感度

に計測できる技術を開発し、従事者の被ばく管理や計測器の劣化防止に貢献する。 

 

 

図 蓄電池評価技術の開発 

 

 資源・エネルギー 

資源・エネルギーの生産及び有効利用における安全・安心の確保および高効率化

や省エネ化を支える計測基盤として、熱拡散率、比熱容量、熱膨張率に代表される

熱物性値の評価技術を高度化する。また、安心かつ効率的な水素利用に向け、水素
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燃料の計量システムに係る規格の改正等、水素取引に必要な計量標準及び関連した

産業標準の整備を進めるとともに、輸送・貯蔵のための高精度計測技術の開発を行

い、水素社会の実現に向けた社会実装のための取り組みを行う。 

 

 防災・セキュリティ 

地震・火山・津波といった自然現象のモニタリング技術を確立するため、微気圧

計やマイクロホン、加速度センサの評価・信頼性向上に資する技術を開発する。今

後、社会・産業インフラの老朽化が急速に進むことから、インフラの健全性診断に

必要となる計測の信頼性評価技術として、モアレ画像や X線、加速度センサを用い

た構造物の診断技術の開発等を行い、現場で使用できる診断システムの構築に取り

組む。 

 

 
図 インフラ健全性診断技術の波及効果 

 

 共通基盤 

 革新的量子計測・先端計測・計量技術の確立と SIへの継続的な貢献 

2019年 5月、キログラム、アンペア、ケルビンの定義が、それぞれ、プランク定

数、電気素量、ボルツマン定数にもとづく定義へと改定された。 

キログラムの定義改定をうけ、すでに質量の特定標準器が「キログラム原器」か

らプランク定数にもとづき値付けされた「標準分銅群」へ変更されている。普遍的

な物理定数であるプランク定数を基準とすることで、キログラム原器を基準とした

場合には実現困難であった広い質量範囲における高精度な計量標準の供給が原理

的に可能となった。キログラム実現能力について国際整合性の確認を進めるととも

に、製薬産業などで要望の高い、微小質量の高精度測定技術開発を進める。 
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図 キログラムの定義改定に関連した開発の波及効果 

 
NMIJで保有する量子ナノ物理先端技術をコアにし、多様な量子素子（単一電子移

送素子、ジョセフソン素子、量子ホール素子、量子細線など）を用いた電気関係量

の発生・計測技術を開発する。 

新 SI に基づく熱力学温度を測定するシステムを整備し、そこで得られた熱力学

温度 Tと、既存の実用的な温度標準である 1990年国際温度目盛 T90の差(T - T90)を

把握する研究を進める。 

秒の再定義とその後を見据えて、堅牢な光格子時計による継続的な国際原子時へ

の貢献を行う。光格子時計と、UTC(NMIJ)の高度化を目指した研究開発を行う。具体

的には、UTC(NMIJ)と光格子時計の比較における相対不確かさ低減のため光格子時

計の長期連続運転を実現するとともに、光格子時計を用いて UTC(NMIJ)の揺らぎを

リアルタイムで監視し、高信頼・高安定な UTC(NMIJ)の生成を目指す。 

これら、革新的量子計測・先端計測・計量技術の確立と SIへの継続的な貢献をす

ることで、これまでに測定できなかった新たな計測の世界を切り拓く。 
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図 新たな原理に基づいた時間標準の開発の波及効果 

 

 計量トレーサビリティの確保に必要な基盤の確立 

放射線・放射能計測における微小電流の測定技術を確立する。トレーサビリティ

の確保と高精度化により、線量測定器の国際競争力強化に貢献する。 

次世代産業で必要とされる次世代通信部品評価基盤技術などの計量トレーサビ

リティの確保に必要な計測基盤の開発に取り組み、持続可能な産業の発展と多様性

と包摂性のある社会の実現に貢献する。プロセス管理用微量水分評価技術、次世代

通信部品評価基盤技術、ナノ構造計測標準の開発などにも取り組む。 

 

Society 5.0 の実現に伴う、機器制御の高度化を目的として実装されるコンポー

ネントの信頼性や安全性を評価するために必要な高周波材料計測技術、EMC 

(Electro-Magnetic Compatibility, 電磁両立性) と無線通信アンテナに関連する

標準の開発と、定量的な評価法の開発を進める。 

産業の高度化に伴い、プロセスガス中の微量水分を管理する需要が高まっている。

微量水分評価技術の高度化を進める。  

半導体デバイスの検査装置の信頼性を担保するためには、検査装置の基準となる

ナノ構造計測標準のさらなる整備が課題である。各種プローブ顕微鏡を用いたナノ

構造計測標準を開発し、半導体デバイスの歩留まりの向上に貢献する。（ナノ構造計

測標準） 

また光センシング・分光分析・検査技術の信頼性向上のための測光・放射標準、

ディスプレイ性能評価用、高品質照明等に資する高精度光計測技術の開発に取り組

む。また、光産業を支える基幹測光・放射量に関する標準および計測技術について、

設備・原理の刷新を含めた既存標準の見直しによる不確かさ低減、効率化などの高

度化を進める。 
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b) 第２期知的基盤整備計画の未整備項目 

第２期整備計画における未整備項目については、現状及び今後の社会的背景及び

ユーザニーズに基づいて整備内容を再検討し、当初計画通りの実施、整備時期、供

給範囲又は供給形態の変更、又は廃止の何れかに区分した、実施及び供給・時期変

更に区分された項目については、第３期整備計画に反映する。 

 

上記方針の下、2021 年度～2022 年度の 2 年間に整備予定されていた項目につい

て、再検討した結果、第２期知的基盤整備計画 43項目について、下記の分類となっ

た。 

    

・当初計画通りの実施し、第３期知的基盤整備計画に取り込み 

新たな時間標準、精密質量、超音波パワー、多種ガス中微量水分、熱拡散率、比

熱容量、高周波電力、低周波磁界強度、電界強度、アンテナ係数、アンテナ利得、

検出効率、レーザパワー（空間ビーム）：応答度、応答非直線性、レーザエネルギー

（パルス）：応答度、分光透過率、液中粒子数濃度    

    

・整備時期、供給範囲又は供給形態の見直しにより、第３期知的基盤整備計画に

取り込み 

超音波音圧（ハイドロホン感度）、石油中流量-大流量（LPG・ガソリン・重油相当）、

液体の屈折率、蓄電池の内部インピーダンス、高周波位相量、散乱断面積、分光全

放射束、輝度（分光放射輝度）、照度（照度応答度）、分光放射照度（紫外）、相対分

光分布、分光拡散反射率、治療用水吸収線量、高線量水吸収線量、放射性ガス、低

エネルギーβ線及び X線放出核種の放射能及び荷電粒子放出率、速中性子フルエン

ス(率)、高エネルギー中性子フルエンス(率)、粒径分布 

    

・ニーズの充足による取り下げ 

位相雑音、超音波音場パラメタ、誘電率、レーザパワー(二次元検出器）：応答度、

応答非直線性、ビームサイズ、治療用小線源水吸収線量標準、中性子放出率：Am-Be 

 
② 整備・供給の維持・合理化・効率化・廃止   
基幹となる計量標準については、国家標準を維持し着実に供給を行う。 

事業者による校正サービスが開始された計量標準については、拡張のための技術

開発と技術移転とを進める。基幹標準による組立が可能な計量標準については、組立

てに必要な技術開発を主に行い、直接事業者に技術移転を行うことで、国が標準を供

給することなく、事業者が適切な時期に適切な不確かさで供給サービスを開始でき

るよう、効率的な技術開発と技術移転を一体的に進める。国が開発し、維持・供給す
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べき計量標準と、校正事業者が組立てにより直接供給する内容とを見極め、役割分担

を明確化して進めることで、オールジャパンで供給範囲の拡大を効率的に実施する。

より多様な計量標準の標準開発を進めるために、既に整備もしくは計画したもので

あっても、PDCAサイクルの中で定期的に評価し、範囲の縮小や廃止を検討する。 

具体的には、拡張や組立により校正サービスが開始された計量標準について、その

維持・供給に必要なコストを勘案し、廃止や範囲の縮小などの合理化を進める。新し

い計量標準や組立による標準供給の技術開発をさらに進めるため、組立での供給が

開始された計量標準については、特定二次標準器の校正サービスの縮小や廃止等を

適宜進める。他の特定標準器からのトレーサビリティが確保された場合等、状況が大

きく変化した際には、社会ニーズに合わせて特定標準器の廃止についても視野に入

れる。 

 

③ 技術項目ごとの整備内容 

 時間・周波数 

継続的な国際原子時への貢献を目指した光格子時計のさらなる堅牢化、自動化を

目指した研究開発を行う。光格子時計の不確かさ低減と、安定化レーザーと光周波

数コムによる光時系の生成等を含む局所時系、UTC(NMIJ)の高度化を目指した研究

開発を行う。光周波数コムを用いた、周波数比較技術の高度化を目指した研究開発

を行う。時間周波数トレーサビリティ体系の持続可能性の向上を図る。国際度量衡

委員会 CIPM で議論されている秒の再定義に対して NMIJ と NICT は技術的に連携す

ると共に、再定義により先端的な国家計量標準機関のみならず、それ以外の国家計

量標準機関も国際的な計量の枠組みに引き続き貢献できるようなルールをアジア

の代表的な 2機関として他国と連携しながら提案してゆく。 

また、環境物質、材料を非破壊･非接触かつ高精度に評価するため、様々な分光技

術が高度化しつつある。そこで、高繰り返し光コムを用いて校正する技術の研究開

発を行う。 

 

 長さ・幾何学量 

自動車業界、医療業界や基礎科学分野で利用が進んでいる非球面光学素子製造に

必要な非球面形状計測技術及び非球面標準の開発を中心に、ものづくりおよびサー

ビスの高度化を支える長さ・幾何学量標準の開発・拡充や工業規格の制定・改定な

どを通したトレーサビリティ体系の確立、利用促進を図る。高性能・高精度な半導

体デバイスの普及に伴い、計量トレーサビリティの確保の需要が増えており、半導

体デバイスの検査装置の信頼性を担保するために必要となるナノ構造計測標準を

開発する。 

 

 力学量 
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基礎物理定数に基づくキログラム定義改定の利点を生かし、次世代ものづくりに

資する微小質量、微小力、微小トルクの標準開発を進める。地震・津波・火山など

のモニタリング機器評価のための圧力計測技術の開発を進める。リークや硬さでは

技術の開発とともに技術移転も進めることで、組立てによる JCSS 校正サービスの

拡充を図り、産業界の利便性の向上に資する。 

 

 音響・超音波・振動 

火山活動や気象変動の計測モニタリングシステムの信頼性確保を通じて、世界的

もしくは我が国の防災・減災へ資するため、超低周波音・微小振動計測技術の確立

を推進する。また、超スマートな IoT社会において、キーデバイスとなるデジタル

出力型加速度センサの評価技術を確立する。インフラの健全性診断のため、モアレ

画像計測による構造物の動的な変位分布の測定技術を開発する。医療、産業で用い

られる超音波機器の性能・安全性評価に資する超音波パワー、ハイドロホン感度校

正技術及び超音波音場精密計測技術の開発を推進する。 

 

 温度・湿度 

温度標準については、実用的な温度標準である 1990年国際温度目盛 T90の定義定

点である水銀の三重点の代替技術の開発を行う。また、新 SIに基づく熱力学温度 T

を測定するシステムを整備し、T90との差を精密に評価することで実温度計測と新 SI

との整合性を把握し、温度計測の高度化を進める。 

湿度については、多種ガス中の微量水分標準の効率的な供給を実現する技術開発

などを通じて、先端産業分野のニーズに対応し、湿度計測の高度化を進める。 

 

 流量・流速 

これまでに整備した世界屈指の水流量、石油流量、気体流量等の流量に関する国

家標準および粘度に関する国家標準を活用しつつ、新たに微小流量域や高圧粘度に

おける計測方法の確立を目指す。また、仲介器の開発や計測法の検証、産業規格の

制定・改定などを通して、トレーサビリティ体系の確立、利用促進を図る。 

 

 熱物性・粒子特性 

 熱物性については、幅広い産業分野の熱マネージメントにおいて必要不可欠な材

料の熱拡散率や比熱容量について、標準供給範囲を拡張するとともに高温領域での

技術開発を進める。熱移動の計測ツールである熱流センサの校正範囲を拡大する。 

粒子特性については，規制や産業ニーズの高い分野の要請に対応すべく、自動車

から排出される粒子状物質（PM）中に含まれるナノ粒子等の高精度計測に資する粒

径分布標準や粒子数濃度標準の範囲拡大を進める。 
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 密度・屈折率・粘度 

密度については、これまでに整備してきた世界最高精度の標準（固体密度、海水

密度など）を活用し、新たな密度計測手法の開発に結びつけるとともに、産業規格

の制定・改定などを通して、利用促進を図る。屈折率については、食品の品質評価

用などに用いられる屈折率計の信頼性評価にかかるニーズに応えるために、屈折率

測定システムの開発を進める。 

 

 直流・低周波電気量 

SI基本単位に基づいた量子電気計測技術の研究開発を進め、IoTサービスの信頼

性確保に向けた基準ノイズ源校正技術を開発する。 

また、再生可能エネルギーの導入による蓄電デバイスの普及に伴い、安全性評価

基準の需要が増えており、蓄電デバイスの劣化を非破壊かつ高精度に評価するため

に必要となるインピーダンス計測の高度化に係る技術を開発する。 

 

 高周波電気量 

ポスト 5G／6G の実現に向けて、ミリ波帯で動作する回路を設計する上で必須と

なる低損失基板材料の誘電率計測技術や高周波移相量の計測方法を開発する。 

EMC 規制に対応する試験の信頼性を確実にする電磁界センサの校正範囲の拡張や、

無線通信に必要なアンテナパターンなどのアンテナ評価技術を開発するとともに、

対応する高周波電力標準や電界標準の整備を進める。特に、CISPR や ICNIRPなどの

規制対応や新規の通信規格等に必要な技術開発においても、NICTと分担・連携を密

にする。 

 

 光放射 

LED 等の固体光源やディスプレイ、光放射センサの発達により、幅広い波長領域

や測定条件に対応した多様な光計測の需要が伸びているほか、センシング、分光分

析・検査の信頼性向上のための標準開発や、バイオ・メディカル産業等における微

弱光の計測技術が必要とされている。これらのニーズの基盤となる光放射標準全体

の高度化および新たな高精度光計測技術の開発に取り組む。また、光放射標準の取

組で開発した平面黒体材料を基準赤外線放射体に応用し、感染症対策における非接

触発熱者検知の信頼性向上に貢献する。 

 

 放射線・放射能・中性子 

放射線診断・治療技術の高度化、デジタル化、多様化が進むメディカル産業や原

子力、加速器、非破壊検査、放射線滅菌等の量子ビーム・放射線利用産業の発展を

支え、放射線安全利用に資するため、粒子線治療のための水吸収線量標準、放射性

薬剤のための放射能標準、医療用中性子標準等の整備と関連する精密計測・評価技
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術の開発を推進する。また X 線によるインフラ診断の要素技術である、X 線源と X

線カメラの高度化に取り組む。 
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２．標準物質に関する整備計画 

（１）策定プロセス 

① 策定方針 
標準物質等には様々な品質規格が存在しており、トレーサビリティが確保されて

いない標準物質等も存在している。しかし、国が主導して整備する標準物質等は、

民間事業者が生産、製造に利用してユーザに供給する際のトレーサビリティの拠り

どころとなるべきである。同時に、利用者が得た測定結果やデータが国際同等性等

を示す根拠となるべきである。そのためには、国が主導して整備する標準物質は、

トレーサビリティが確保され、精確な計測技術による値付け（不確かさを含む）と

国際的な品質規格に準拠して開発される必要がある。また、標準物質には「値付け

の基準に用いる校正用標準物質」と「測定手順の妥当性確認、精度管理に用いる組

成標準物質」に大別される。このうち、校正用標準物質では、計量計測における基

準となることから、多種の高純度物質原料が必要となる。また、組成標準物質では

種類と用途が多種多様であり、国において全ての種類や用途、ユーザニーズに対応

することは極めて困難である。そのため、解決すべき社会課題・横断的課題で挙げ

られた課題分野のうち、計量標準・計測分野であって、国が主導して計画、整備し

ていくことが必要な項目を考慮し、適切な優先順位を付けたうえで、計画的かつ継

続的な整備を進める。 

 

② 技術課題の選定方針 

標準物質の供給については、JCSS のみならず、NMIJ で生産された認証標準物

質又は標準物質（NMIJが開発する ISO 17034に基づく NMIJ CRM又は RM）や校正サ

ービス（NMIJが提供する ISO/IEC 17025に基づく標準物質の依頼試験）による値付

け等、当該標準物質の特性、ニーズによって最適な方法で供給する必要がある。ま

た、標準物質生産者等の認定事業者や指定校正機関等から供給、維持していく

CRM/RMや校正サービスもある。 

社会背景及びニーズを勘案し、これらを確実に整備、供給していくためにも、

計量標準・計測分野にあって、かつ国が主導して整備していく技術課題から、以下

を考慮して課題を選定する。 

・ 計画的に整備を継続する標準物質又はサービス 

 規制物質、公定法に記載される測定物等であって、その種類が多く、計画的

に整備を継続する標準物質等。 

・ 国際的に多くの地域や分野が関わる標準物質又はサービス 

  国際対応が求められる標準物質等。 

・ 計量計測の基準となる標準物質又はサービス 

  計量計測の基準であり、需要が多い標準物質等。 

・ 産業ニーズ等を勘案して整備する標準物質又はサービス 
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  法令による規制物質ではないが、指針や JIS 等への項目追加等が検討されて

おり、今後必要性が増すことが予想される標準物質等。 

・ 活用促進ニーズ等を勘案して整備する標準物質又はサービス 

  解決すべき課題等であるが、技術的問題等により早急な実現が難しい標準物

質等。 

 

③ 成果の類型 

基本方針に従い、成果もしくは達成目標は、以下の 6つに分類して評価する。 

Ⓐ jcss（計量法） 

Ⓑ 依頼試験 

Ⓒ Ⓐ, Ⓑ以外の標準供給に関連した開発 

Ⓓ 技術移転 

Ⓔ 技術開発 

Ⓕ その他  

指定校正機関からの jcss供給が整備された場合には、Ⓐの成果とみなす。また、

Ⓑでは依頼試験等の校正事業の立上げ、Ⓒでは標準物質の開発・供給、Ⓓでは技術

コンサルティングによる技術移転に加え、共通となる物質を利用しての技能試験等

の実施も技術移転とする。 

さらに、新技術による装置等の製品化、技術が該当分野における試験法等に採用

された際にはⒺ、計測技術の標準化はⒻによって成果とする。 

これらにより、該当分野又は社会への波及効果が得られる。 

 

④ 新たなニーズの整理 

a) ニーズ調査の実施 

ユーザニーズを反映するため、関係機関や団体を訪問する対面での意見交換会や、

電子メールやリモート会議を活用した意見交換及びヒアリング調査を実施した。 

なお、意見交換はよりユーザに近い立場である機関・企業等を対象に行い、その

ニーズを反映した整備計画ロードマップ案を基に、機関・企業等が所属する協会・

団体等に対するヒアリング調査を実施した。 

 

i) 関係機関・団体との意見交換会 

 研究開発機関・団体 

 バイオ関連機関・団体 

 食品、環境関連機関・団体 

 地球温暖化ガス関係機関・団体 

 材料系機関・団体 

 試薬関連機関・団体 
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 受託分析機関・団体 

 

ii) 関係機関・団体に対するヒアリング調査 

 国立研究開発法人国立環境研究所 

 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

 国立医薬品食品衛生研究所 

 特定非営利活動法人バイオ計測技術コンソーシアム 

 公益社団法人日本臨床検査標準協議会 

 公益社団法人日本食品衛生協会 

 一般財団法人化学物質評価研究機構 

 一般社団法人日本試薬協会 

 一般社団法人日本分析機器工業会 

 一般社団法人日本粉体工業技術協会 

 一般財団法人日本食品分析センター 

 一般社団法人 AOAC日本 

 

b) 調査結果 

ニーズ調査、意見交換会及びヒアリング調査では 30機関（団体を含む）からの回

答を得た。この内、重複した類似項目を整理した結果、ニーズ件数は 90 件であっ

た。 

内訳は、計量標準 53件、計測技術 7件及びその他 30件であった。これらの内容

を精査した結果概要は、以下の通りである。 

 

・ 第 3期知的基盤整備計画に反映した項目 

ひ素化合物標準、陰イオン界面活性剤分析用標準、アミロイドβ標準、電気伝

導率標準、定量 NMR 用標準、比表面積測定用標準、熱拡散率測定用標準、電

子顕微鏡分解能校正用標準、金属元素標準液、農薬標準、有機汚染物質標準、

微生物・ウイルス定量用標準、極低濃度核酸標準、血清標準、グリーン調達対

応標準、RoHS指令対応用標準、比熱容量標準、等 

 

なお、既存の類似標準物質で代替可能な項目、緊急性が低いと判断される項目、現

時点で技術的対応が難しい項目、社会への波及効果又は優先順位が低い項目について

は、今回整備計画への反映を行わないと判断した。しかし、今後は毎年の評価を行い、

ユーザニーズ、社会的背景等による需要の高まりや変化、関連技術の確立等によって、

整備（代替えを含む）・供給すべきと評価される場合には、整備計画に追加、もしくは

入替等を検討し、更新する。 

なお、その他に分類した内容の多くは、普及啓発活動、セミナー開催、国際活動、
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規格化、人材育成に関する内容であったため、横断的課題において検討することとし

た。 

 

（２）整備内容 

① 整備・供給の概要 
a) 社会課題解決のための整備・供給 

 
 健康・長寿 

 

図 臨床検査等に資する標準整備による波及効果イメージ 
 
急速に発展するバイオ・医療・医薬品分野の分析・評価は、その種類と利用目的

が多岐に渡る一方で、複雑な生体成分や対象物質等が測定されることも多いため、

当該分野の標準整備については関連する技術開発を進めながら効果的に対応す

る必要がある。バイオ関連の標準物質の供給は、バイオ・医療・医薬品産業にお

ける製品の品質を担保し、市場を拡大する上での国際的な産業競争力の強化につ

ながる。また、検査現場に正しい情報が付された標準物質を提供することは、現

場における精度管理を可能にし、より信頼性の高いデータの取得を容易にする。

そのため、生体高分子や生体試料等の新たな計測技術を開発し、医薬品や医療機

器等の品質評価技術あるいは標準物質を供給することで関連産業の競争力強化

に資するとともに、臨床検査等において必要な標準物質を開発・供給することで、

検査現場における精度管理の向上を支援する。 

 

 食・文化 

食品の安全性の確保においては、信頼性の高い検査が不可欠であるとの認識の
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もと、国内における法規制や監視項目に対応し、食品や水道水を含む飲料水中の

有害物質を計測するために必要な校正用標準物質及び組成標準物質等を充実させ

る。国際的な食品規格である CODEX に対応した食品組成標準物質や、農薬関連物

質等の依頼試験については、技術移転を行い、安定かつ効率的な標準物質供給を

行えるようにすることで、食の安全安心の向上に貢献する。 

 

 環境 

地球環境保全に必要な標準ガスの開発・供給を行う。 
また、国際的な REACH 規制及び RoHS 規制に対応する材料評価に有用となる標準

物質等の整備を継続的に推進する。さらに、関連するグリーン調達対応標準物質

の種類もしくは範囲を拡充することで、環境負荷の少ない材料の利用促進を支援

する。 

 

 資源・エネルギー 

 

図 材料物性等に資する標準整備による波及効果イメージ 

 

熱物性標準物質の整備を推進することで、熱エネルギーの有効利用に貢献する。 

また、欧州を中心にナノ材料規制導入が進んでいることから、規制等で利用され

る粒径・粒径分布や比表面積、ゼータ電位の計測器、電子顕微鏡等に対し、精度管

理を可能とする標準物質を整備・供給し、産業競争力及び新素材開発の強化と国際

的規制対応等に貢献する。 

  さらに、レアメタルの標準物質を整備することで、資源の有効活用に貢献する。 
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 共通基盤 

 
 

図 計量計測基盤となる標準液の整備による波及効果イメージ 
 
規制対象物質の増加、産業の多様化に伴い、整備すべき標準物質が増加している

現状を鑑み、一対多型校正法等の校正サービスや技術移転等を活用することで、民

間が供給する標準物質のトレーサビリティを確保するサービスを拡充していく。 
また、既存標準物質等については、継続的維持が可能となるよう、基幹計量標準

の安定的供給を進める。この時、既存の標準物質であっても、社会的背景やニーズ

を勘案し、供給形態の変更、民間からの市場への供給が可能となるような供給体制

の合理化、一対多型校正法等による効率化に加え、維持する必要性とその波及効果

を検討したうえで、代替内容への移行、廃止等も行い、国内全体での生産性向上を

目指すことで、計量標準の継続的維持及び拡充を推進する。 
以上をまとめると、解決すべき社会課題へ取組として、ニーズを反映した主要項

目は以下となる。 
㋐ JCSS 

・水道法関連（有機系）の整備 

㋑ JCSSを補完する供給ルートの整備 

・校正サービスや CRM/RM等によるスキームの活用と維持 

㋒ 元素標準液 

・希土類、貴金属元素のうち需要が多い元素をさらに追加した拡充と整備 

㋓ 電気伝導率標準供給の効率化 

㋔ 有機標準液 

・一対多型校正技術等の基盤整備と業務の移管  
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㋕ 複雑なバイオ分子や生体試料への対応 

㋖ 様々な特性を持つ材料の評価への対応 
・粒子サイズ、長さ、形状などのナノ計測 
・熱物性などの材料物性測定 
 

㋐～㋔は標準物質の種類の拡大と供給体系の効率化であり、㋕、㋖は技術的課題

も多く、より複雑化した分野への対応と国際競争力強化への基盤である。 

 

b) 第 2期知的基盤整備計画の未整備項目 

第 2期知的基盤整備計画における 2年間の前倒し終了を受け、2021年度～2022年

度の 2年間に整備予定されていた 15項目については、現時点での技術課題、時代背

景及び社会ニーズを再検討し、以下の類型とした。 

 

・ 変更無く第 3期知的基盤整備計画への取込 

希土類元素標準液、貴金属元素標準液、REACH規制・高懸念物質（SVHC）標準

物質、CO2/空気(大気組成）標準ガス、シリカ粒子標準、熱伝導率測定用金属

薄膜標準物質 

 

・ 項目内容、供給時期又は供給形態を変更して第 3 期知的基盤整備計画への取

込 

陰イオン界面活性剤混合標準液、糖タンパク質/腫瘍マーカ標準液、CH4/空気

(大気組成）標準ガス、ゼータ電位測定用液中分散粒子標準物質 

 

・ 取り下げ 

CO/空気(大気組成）標準ガス、N2O/空気(大気組成）標準ガス、金粒子標準、

粘弾性測定用標準 

  

② 整備・供給の維持・合理化・効率化・廃止 

CRM/RMのうち、民間事業の整備が進むことで当初の役割を達成した標準物質等に

ついては、民間からの供給を推進する。ただし、国として維持すべき標準物質、定

期的に利用されている標準物質、民間からの標準物質に利用される基本的な標準物

質に関しては、利用度に関係なく国家標準を維持する。 

統合もしくは簡素化可能な項目は、維持、供給に関わる時間とコストを勘案して、

合理化を促進する。国が主導して維持する内容と、校正事業者又は民間が供給する

内容を見極め、役割分担を明確化して進めることで、全体の事業の効率化を実施す

る。 

既に整備もしくは計画した標準であっても、PDCAサイクルの中で定期的に評価し、
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利用が低下した標準物質等、今後の需要が見込めない標準物質等は廃止や中止を検

討する。 

加えて、計量トレーサビリティの普及については、継続的な活動とともに、規制、

規格等へのトレーサビリティの記載、啓発、利活用促進等を推進する。 

 

③ 技術項目ごとの整備内容 

 無機標準 

計量計測の基盤となる JCSS無機標準液については、供給の効率化を行いつつ種類

の拡大を図る。医薬品中元素不純物評価に資する貴金属元素標準液、資源評価に必

要となる希土類元素標準液の開発を進めるとともに、国内での持続可能な供給シス

テムの構築へ向け、指定校正機関である一般財団法人化学物質評価研究機構（CERI）

と協力して JCSSでの供給を目指す。また、国際動向に対応した薬局方等へも対応し

た SIトレーサブルな電気伝導率標準供給の効率化を進めるため、標準物質生産者認

定事業者からの供給拡大を共通基盤として推進する。 

さらに、CODEX規制に対応するひ素化合物の標準液供給の効率化を図るため、民間

からの供給体制を構築する。 

 

 有機標準 

水道法に対応して利用できる有機標準液の基盤となる依頼試験の立ち上げを行い、

JCSS有機標準液供給につなげる。また、定量 NMR等の一対多型校正技術による効率

の高い校正技術を活かすため、定量 NMR において基準となる標準物質等の基盤整備

を進めるとともに、依頼試験への展開を行う。 

また、食の安全・安心確保のため、効率的な有機汚染物質の濃度付与技術を開発

するとともに、農薬関連物質の依頼試験について、効率化及び技術移転を進める。 

環境負荷の少ない材料利用の視点からの REACH規制、RoHS規制等の国際的規制に

対応するための標準物質等の開発を進める。 

 

 バイオ標準 

臨床検査の信頼性向上に資するバイオマーカ標準物質を開発するとともに、バイ

オ・医療・医薬品分野における測定対象、例えば、生体高分子（たんぱく質や核酸

等）や生体試料（血清、細胞等）の計測技術開発を段階的かつ発展的に進め、 依頼

試験（もしくは技術コンサルティング）又は標準物質として供給することで、健康・

医療を支える計測基盤を構築する。 

 
 標準ガス 

地球環境保全、気候変動問題に関連した大気組成型ガスを開発、供給する。 
また、人体から発生するガス中被検成分の定量に係る計測技術の構築等の生体ガ
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ス分析の精度向上に貢献する。 
 

 材料・物性標準 
製品の省エネルギー性能やエネルギー効率を向上させ、エネルギーの有効利用に

資する熱膨張率や熱伝導率、熱拡散率などの熱物性に関する標準物質の開発を継続

する。産業技術分野で利用されるナノ粒子の粒径や粒子数濃度、比表面積、ゼータ

電位に関する標準物質や、電子顕微鏡の分解能評価用標準物質を整備、供給する。 
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３．横断的課題に関する整備計画 

（１）策定プロセス 

① 策定方針 

計量標準・計測分野の新たな整備計画において、「オールジャパンでの効果的かつ

効率的な整備・供給の推進」、及び「計量標準・計測の活用シーンの拡大」を軸とし

た策定方針により、技術的な課題・ニーズに対する取り組みとして、物理標準の整

備計画、標準物質の整備計画を策定した。一方、これらの策定方針に基づいた物理

標準及び標準物質の整備計画の適切かつ着実な実施を推進するためには、技術的課

題のほか、横断的に取り組む課題解決アプローチも必要である。 

多種多様な社会ニーズに対応し、適切かつ効果的な計量標準の整備・供給・活用、

整備計画を推進するために、知的基盤整備特別小委員会の報告書の方針に基づき、

これまでの達成状況と現状、ユーザのニーズ調査やヒアリング等を踏まえ、以下の

横断的課題に関する整備計画を策定する。 

なお、これらの横断的課題に関する整備計画を策定するにあたり、国家計量標準

機関である NMIJ の他、我が国の計量標準供給制度において供給者として重要な役

割を担っている、DIや指定校正機関である、JEMIC、CERI、JQA、NICT、及び認定機

関である、NITE、JAB 等での関連する活動、取り組みについても、オールジャパン

での取り組みの推進として、整備計画の中に加えることとした。 

 

② 個別課題の選定方針 

Ⅱ章で挙げた 5つの主要な横断的課題に関し、以下に記載する必要性等を考慮し、

個別課題を選定することとした。 

 

 中小・中堅企業と地域 

国内製造業の多くを占める中小・中堅企業に計量標準を理解してもらい、利用

してもらうための普及啓発、環境整備を図ることが必要である。また、優れた技

術力をもつベンチャーや地域の企業、自治体、公設試験研究機関（以下、公設試）

等と積極的に連携し、地域に分散するリソースを結集することも重要である。 

 

 デジタル対応 

デジタル技術の目覚ましい発展や昨今の地球規模での災害等を考えると、知的

基盤のデジタル化・オープン化は喫緊の課題であり、デジタル化・オンライン化、

デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進や迅速かつ適切な対応を行うこ

とが必要である。 

 

 省庁連携・国内連携 

限られたリソースを集中的に運用するため、国内計量標準関係機関間のより一
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層の連携強化や情報共有はもとより、産学官の役割分担や連携を強化する必要が

ある。また、利用シーンの拡大を目指し、他省庁や自治体、企業や大学等とも積

極的に連携、協力し、環境整備にも取り組む必要がある。 

 

 国際連携 

我が国の計量標準トレーサビリティ体系維持のため、継続した国家計量標準の

国際同等性の確保に関わる活動等が必要である。また、産業の国際競争力を担保

するために、知的基盤の国際標準化などの活動の推進も図る必要がある。 

 

 人材育成・普及啓発 

計量標準や計量トレーサビリティ、JCSS制度等に関わる普及啓発活動の効率的

かつ計画的な実施、わかりやすく使いやすい情報提供の検討が必要である。また、

計量標準や計測技術に関する知識だけでなく、新しい技術や社会変化に対応でき

る人材の育成も重要である。 

 

③ 成果の類型 

Ⅱ章で示した基本方針に従い、以下のように横断的課題の具体的な成果を分類し

て整理した。なお、複数の課題に関わる成果については、主要な課題の成果として

分類することとした。 

ⓐ 国内外連携強化 

 国内計量関係機関との連携、地域機関との連携に関わる活動 

 国際連携に関わる活動 

ⓑ デジタル化・情報化推進 

 DXの推進に関わる活動 

ⓒ 人材育成 

 講演会、セミナー、シンポジウム、講習会、計量研修等の開催 

 学協会イベントへの出展 

 相談窓口、見学会への対応 

ⓓ 情報発信・成果普及 

 展示会等への出展 

 講演会、セミナー、シンポジウム、講習会、計量研修等の開催 

 パンフレット、ウェブサイトを通じた情報発信、普及啓発 

ⓔ 標準化 

 国際標準化、規格化に関する活動 

ⓕ その他 

 計量標準・計測分野における、JCSS 制度、試験所認定制度、標準物質生産

などに関する活動 
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④ 新たなニーズの整理 

計量標準関係機関・団体等との意見交換及びニーズ調査により寄せられた横断的

課題の新たなニーズに関して、基本方針に従って整理し、新たな整備計画へ反映し

た。 

第 3 期期間中においても、引き続きニーズを把握し、定期的な整備計画への反

映、計画の見直しを実施する。 

 

（２）整備内容 

上記の策定プロセスに基づき策定した、横断的課題に関する整備計画及び具体的な

取組内容を以下に示す。 

 

 中小・中堅企業と地域 

我が国において、計量標準を幅広く普及させるためには、日本のものづくりを支え

る中小・中堅企業等の対象ユーザに対し、計量標準や計量トレーサビリティ、JCSSを

知ってもらい、使ってもらうための取組みが必要である。また、全国の公設試のイン

フラ等を活用し、中小・中堅企業やベンチャーのイノベーション創出を支援するとと

もに、リモートワークによる地方創生推進などへの取組みも重要である。これらを踏

まえ、課題解決のため下記の個別課題を実施する。 

 中小・中堅企業への技術支援 

 地域への技術支援・連携強化 

 セミナー・講習会等のオンライン配信への取組み 

 

• 具体的な取組内容 

 中小・中堅企業への技術支援 

現状、中小・中堅企業への計量標準の整備・供給状況、校正サービス等について

の普及啓発は十分ではなく、積極的に活用されていない場合が多い。このため、今

後、計量標準の利用拡大を促進する上で、まず、計量標準、JCSSについて知っても

らう、使ってもらう取組みを加速する必要がある。NMIJをはじめ、DIや指定校正機

関、認定機関の連携により、中小・中堅企業やベンチャーなどの製造事業者等に対

する、情報発信の拡充に取り組む。また、計量標準の持続的かつ効率的な供給を目

指し、中小・中堅企業への技術支援に取り組む。中小・中堅企業に対する技術支援

のため、技術相談として、計測管理手法の適正化、校正対象についてのアドバイス

を実施する。技術移転・特許実施許諾等による民間企業による商品化へのサポート

や、コンソーシアムによる新たな技術の用途の開拓及び社会実装を促進する取組み

も検討する。 
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 地域への技術支援・連携強化 

国内産業全体の発展に地域から貢献することを目的に、公設試間、および産総研

の連携強化を図る取組みとして産業技術連携推進会議（産技連）がある。産技連は、

地域の研究機関等が加盟し、うち公設試関係が 100機関近く加盟している。特に下

部組織の一つである知的基盤部会では、技術討論や NMIJの計量標準や高精度測定・

分析技術に関する情報交換等のほか、技能試験などを実施しており、引き続きこの

活動を活用した普及活動に取り組む。公設試との連携を強化するため、公設試主催

の研修会等において計量標準、トレーサビリティ、JCSSについての普及啓発活動を

実施する。産技連知的基盤部会での活動を通じた計量標準の利用促進と技術支援を

拡充させることで、公設試による地域企業等への支援を促進させる。今後さらに連

携強化と情報共有の推進等により、その活動を充実させるよう継続的な取組みを行

う。 

 

 セミナー・講習会等のオンライン配信への取組み 

公設試及び地域企業に対する普及啓発、情報発信の拡充への取組みとして、計量標

準、計量トレーサビリティ、JCSS、試験所認定制度、計測技術に関するセミナーや講

演会等をオンライン配信の形態で実施し、タイムラグのない地方への情報発信に取り

組む。 

 

 
図 産業技術連携推進会議（産技連）の活動の概要 
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 デジタル対応 

 測定データや校正証明書などはこれまで紙媒体、電磁媒体問わず、様々なフォーマ

ットが用いられていたが、近年のデータサイエンス分野の発展に伴い、簡単に機械可

読できる統一されたデータフォーマットの必要性が高まっている。また、新型コロナ

ウィルス流行後の社会に適切に対応するため、知的基盤のデジタル化・オープン化は

喫緊の課題であり、既存の情報の電子化のみではなく、利活用のしやすい手続き・手

法に再整理する必要もある。これらを踏まえ、課題解決のため下記の個別課題を実施

する。 

 計量標準におけるデジタルトランスフォーメーションの促進への取組み 

 データベースに関わる情報システムの高度化や活用促進 

 

• 具体的な取組内容 

 計量標準におけるデジタルトランスフォーメーションの促進への取組み 

デジタル校正証明書（Digital Calibration Certificate, DCC）の実現により、校

正証明書にデータ自体のトレーサビリティに関する情報が付加されれば校正証明書

間のつながりを容易に確認し、追跡が可能となる。ユーザは、校正結果をデジタルデ

ータとして受け取ることで、自身の計測結果の補正や自身が行う測定の不確かさ評価

に活用することができる。校正事業におけるデジタル化対応、校正証明書等の電子発

行を促進するため、その信頼性確保に必要となる基準作成に取り組む。これには、情

報のフォーマット、データ転送、暗号化、認証、電子署名等の詳細を確定することが

必要である。また、国内の認定機関と連携した、デジタル化・オンライン化による効

率的な校正事業者の認定審査への取り組みの推進など、デジタル化技術が、国内標準

供給体制において活用されるための取り組みも必要である。さらに、DXが進めば、計

測における人工知能の利用により、複合的な計測と結果利用が進むと考えられる。法

定計量分野でも国際的に、データサイエンス技術を用いた技術が開発されている。デ

ータサイエンス関連の技術としてはブロックチェーンや機械学習などが注目を浴び

ており、欧州域では、機械学習と効率的なソフトウェアアーキテクチャに基づいた産

業用センサネットワークのためのデータ集約方法の開発が行われ、利用も進められて

いる。こうした計測の拡がりにもニーズに基づき対応していく。 

 

 データベースに関わる情報システムの高度化や活用促進 

ビッグデータの取得・蓄積・活用、校正サービスの提供や計量データ提供ビジネス

等に取り組む。また、研究開発で得られた試験データや計量標準に関わるデータベー

ス等に関し、広く活用してもらうための高度化や更なる活用促進に取り組む。 

 

 省庁連携・国内連携 

社会のインフラとして機能している計量標準・計量トレーサビリティ供給システム
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等は経済や日常生活で有効利用されており、レジリエントなシステムとする必要があ

る。計量標準の整備・供給及び利用促進に必要なリソースを確保するためには、国、

国家計量標準の供給側である、NMIJ、NITE、JEMIC、CERI、JQA、NICTを中心に、計測

機器メーカ、試薬メーカ、校正事業者、関連業界団体等関係機関との連携を強化し、

オールジャパンで計量標準の整備・供給・維持に取り組む必要がある。様々な専門分

野や産業における利用促進、活用シーンを拡大するため、他省庁（所管の独立行政法

人・機関を含む）や自治体、企業や大学等も積極的に連携し、情報基盤整備、活動基

盤整備など環境整備にも取り組むことが必要である。これらを踏まえ、課題解決のた

め下記の個別課題を実施する。 

 省庁連携・国内関係機関との連携による計量標準の利用促進への取組み 

 省庁連携を推進するための計量標準・トレーサビリティの普及啓発 

 JCSS等試験所・校正機関認定制度の活用促進 

 

• 具体的な取組内容 

 省庁連携・国内関係機関との連携による計量標準の利用促進への取組み 

各省庁、NMIJ、DI、指定校正機関、認定機関間の連携をはじめ、登録事業者、国内

関係機関とも連携を深め、ユーザニーズの迅速かつ効果的な把握や計量標準の効果的

かつ戦略的な開発・整備・供給が可能となるような体制づくりを目指す。民間の活力

を活用するための産業界、学協会及び大学との連携、技術支援、環境づくりに取り組

む。また、国内計量標準供給体制における計測結果の信頼性を確認する手段として有

効な、技能試験や試験所間比較が円滑に実施できるよう、国内計量標準関係機関によ

る技術、実施に関する連携を行う。安定な標準器や仲介器を用いた遠隔現地校正、JCSS

事業者の増加、システム冗長性の強化など、事業継続性の確保に向けた連携の強化に

も取り組む。 

 

 省庁連携を推進するための計量標準・トレーサビリティの普及啓発 

各省庁への JCSS の普及啓発のため、省庁の法令等に対応した校正サービスや標準

物質の供給に取り組む。計量トレーサビリティ等に係る省庁機関との連携を促進する

ため、省庁の適合性評価担当部署や認定機関が参加している協議会等を活用し、情報

交換等を行い、連携を促進するとともに、省庁間での計量トレーサビリティに対する

考え方の違いの解消など、様々な専門分野や産業に向けた情報発信やセミナー、講演

会等を開催する。 

 

 JCSS等試験所・校正機関認定制度の活用促進 

登録事業者と協力し、ユーザにとってより使用しやすい計量標準の供給を検討する。

ユーザが求める計測器の校正を拡大し、広範囲なユーザニーズへ迅速に対応する。

JCSS や試験所認定制度など、計測や分析の信頼性確保に関する制度の活用促進のた
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めの情報発信を推進する。 

また、ISO/IEC 17025、ISO 17034に基づき、国内認定制度を推進・拡充する。各種

規格等におけるトレーサビリティ要求に対する ISO/IEC 17025校正・試験の必須要件

化を推進する。 

 

 国際連携 

国際的な計量標準の枠組みを維持するため、計量標準に関わる国際活動への参加、

計量標準の国際同等性の確保に関わる活動の継続実施が必要である。また、我が国の

産業の国際競争力を担保するため、工業会、学協会などと連携し、計量標準に関係す

る国際標準化の推進も図る必要がある。これらを踏まえ、課題解決のため下記の個別

課題を実施する。 

 メートル条約・OIML条約に関連する委員会・作業部会への貢献 

 計量標準の国際同等性確保のための国際相互承認の推進 

 計量標準・計測分野における国際標準化の推進 

 

• 具体的な取組内容 

 メートル条約・OIML条約に関連する委員会・作業部会への貢献 

計量・計測結果の信頼性や国際同等性の確保のため、メートル条約・OIML条約に基

づく活動として、国際度量衡委員会、諮問委員会及び作業部会へ専門家を派遣し、計

量標準の国際的枠組みへの協力と海外関連機関との連携を強化する。アジア太平洋地

域の計量標準の水準向上を図るための機関であるアジア太平洋計量計画（APMP）にお

ける関連会議への参加、国際比較の実施を通じ、アジア地域への貢献にも取り組む。

更に、国際試験所認定協力機構(ILAC)等への対応や校正事業者及び標準物質生産者の

国際相互承認対応の促進にも取り組む。 

 

 計量標準の国際同等性確保のための国際相互承認の推進 

計量標準の国際同等性を確保するため、効率的・効果的な関連国際比較への実施・

参加、CMC登録・維持を推進する。 

 

 計量標準・計測分野における国際標準化の推進 

工業会、学協会などと連携し、計量標準や計量トレーサビリティを活用した標準化

の推進、ISO文書の発行・改訂、JIS化に関わる活動に取り組む。特に、産業の国際競

争力を担保し、我が国の優れた技術や品質が正しく評価されるために必要不可欠な先

端技術・システム等の機動的・戦略的な国際標準化の実施を支援する。また、適合性

評価に関わる国際標準化において、ISO/CASCO や ISO/REMCO などの国際活動に貢献す

る。 
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図 NMIJの国際機関における活動、専門家の招へい・派遣 

 

 人材育成・普及啓発 

計量標準・計測が産業・社会生活を支える重要な社会インフラである一方で、計量

標準、計量トレーサビリティ、JCSSについて、まだ十分に認知されているとは言い難

く、知っていてもその仕組みやメリットも含め、正しく理解されていない場合も多い。

計量標準の利活用シーンを拡大する上で、計量標準について知らないユーザに「計量

標準、JCSS の存在を知ってもらう取り組み」、計量標準の利用に至っていないユーザ

に向けた「わかりやすく使いやすい情報提供の取り組み」が必要である。また、社会

のニーズを踏まえた専門人材の育成の観点から、大学や産業界等とも連携し、計量標

準や計測技術に関する知識だけでなく、社会変化に対応できる人材の育成が重要であ

る。これらを踏まえ、課題解決のため下記の個別課題を実施する。 

 学協会・工業会活動を通じた人材育成・普及啓発への取組み 

 講演会等の開催及び相談窓口・見学会への対応 

 電子媒体・紙媒体の融合による情報発信の促進 

 計量標準の利用促進のための規格化、技術文書作成への取組み 

 

• 具体的な取組内容 

 学協会・工業会活動を通じた人材育成・普及啓発への取組み 

学協会・工業会が主催する学会・講習会などを通じた計量標準・計測の普及啓発

を推進する。全国の高等学校等の理科教職員や関係者の会合への出展をとおした普
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及啓発活動を実施する。計量標準・計測における人材育成のための計量教習・研

修・講演会などを実施する。 

 

 講演会等の開催及び見学会・相談窓口への対応 

関係機関・団体と連携・協力した講演会・セミナー等による情報発信・普及啓発を

実施する。また、展示会への出展を通した普及啓発活動を実施する。計量標準関連機

関で組織されている計測標準フォーラムや NMIJ が運営している計測クラブなどを活

用したワンストップ的情報発信、現場のニーズや動向の情報収集などを国内関係機関

と連携して効率的かつ効果的に行うとともに、これらの活動を通じた利用促進を推進

する。さらに、計量標準・計測に係る見学会・相談に対応し、必要に応じて関係機関・

団体の専門分野の知見を活用した技術相談・コンサルティング等を実施する。 

 

 電子媒体・紙媒体の融合による情報発信の促進 

電子媒体・紙媒体の融合による情報発信・普及啓発の促進に取り組む。各機関・団

体等によるパンフレットやウェブサイトを活用した情報発信・普及啓発活動の実施、

各種情報提供ツールの充実と情報発信の強化に取り組み、計量標準・計測に係る情報

を効果的・効率的に提供する。ユーザの利便性向上のため、ワンストップ・サービス

でアクセスできる環境の整備を進める。各機関で実施するセミナー情報の一元化など

を含め、ユーザへの総合的な案内や問い合わせ対応が可能となる、わかりやすく使い

やすい情報提供の仕組みに関し検討する。 

 

 計量標準の利用促進のための規格化、技術文書作成への取組み 

わかりやすく使いやすい計量標準の利用促進のため、幅広いユーザに対し、ユー

ザの要求に的確に対応した情報、利用ガイドの提供など、各ユーザの利便性に配慮

した取組みを実施する。さらに、計量標準や計量トレーサビリティを活用した規格

化の推進や技術文書等の作成にも取り組む。 
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図 NMIJが出展、開催、参加する主な展示会・講演会・セミナー等 

 

 

図 NMIJ計測クラブの活動の概要 

 

横断的課題の整備計画の達成に関しては、毎年の PDCA でその実績を評価するが、

整備状況の量の評価より、むしろ種々のユーザヒアリング結果等を踏まえた「質」的

な評価、継続的な活動に対する評価を行うことが重要である。 
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Ⅳ．まとめ 

社会情勢の変化や時代とともに多様化するニーズに迅速に対応するため、サステナ

ブルでレジリエントな計量標準・計測の基盤を科学技術の力と国内連携により構築す

ることが求められている。また、計測の信頼性評価技術の開発により、高品質のもの

づくり産業や安全性の高い医療・交通などのインフラ・サービス産業等の持続的発展

及び国際競争力の強化、国民の安全・安心を支えるイノベーションを促進することも

求められている。さらに、新たなデータ利用を推進するデジタルトランスフォーメー

ションを推進する必要がある。 

 

これらを踏まえ、計量標準・計測分野において、「オールジャパンでの効果的かつ効

率的な整備・供給の推進」及び「計量標準・計測の活用シーンの拡大」を軸に、長期

的な視座に基づき、健康・長寿、食・文化、環境、資源・エネルギー、防災・セキュ

リティの各社会課題と共通基盤について 2050 年の達成目標・課題を設定し、バック

キャストにより、新たな整備計画を策定した。横断的課題についても、中小・中堅企

業と地域、デジタル対応、省庁連携・国内連携、国際連携、人材育成・普及啓発の個

別課題を設定し、整備計画に加えた。 

 

整備計画の策定にあたり、計量関係機関・団体等との意見交換等及びニーズ調査を

実施することで、幅広いニーズを収集した。寄せられたニーズに関して、選定方針に

従って精査、優先順位を整理し、新たな整備計画への反映を検討した。第 3期期間中

においても、継続的にニーズを把握し、定期的な整備計画への反映、計画の見直しを

実施し、ニーズに対応した計量標準の効果的かつ効率的な整備・供給と維持に努める。 

 

策定した整備計画では、当分野におけるエコシステムの構築を目指し、国内外計量

関係機関・他省庁機関・公設試・企業との連携強化や技術移転を行うことで、計量標

準の開発・維持・供給、国際整合性の確保に継続的に取り組む。また、産業・社会ニ

ーズ、社会情勢変化へ迅速かつ適切に対応し、社会課題及び横断的課題解決への取り

組みを進める。 
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Ⅰ．微生物遺伝資源に関する現状認識 

 

１．微生物遺伝資源とは 

 

微生物は、顕微鏡でなければその構造が判別できない小さな生物の総称で、地球上

のあらゆる場所に棲息する。例えば、海底の熱水噴出孔付近、強酸性環境の人間の胃、

強アルカリ性環境の温泉、有機溶媒中等過酷な環境にも適応し、生育することができ

る。なお、一説によれば、地球上に存在するといわれる約 300万種の微生物のうち実

際に知られているのは 5％程度に過ぎない。1 

人類は古来様々な形で微生物と深く関わってきており、微生物が糖を発酵すること

で作られるお酒は古代文明から存在している。また、アオカビが作り出す抗生物質の

ペニシリンは第 2次世界大戦における多くの負傷者を感染症から救った。その一方で

微生物の中には病原性を有するものがあり、有史以来、さまざまな感染症を引き起こ

すなど、人類の生活に多大な影響を与えてきた。 

一方、日本は古くから、酒、味噌、醤油の醸造に代表される、微生物を利用した高

い発酵技術を有している。例えば、酒の品質を劣化させる乳酸菌を殺菌する「火入れ」

という手法を日本では室町時代末期には行っていたという記録が残されている。これ

は、フランスのパスツールがワインの保存性を高める同じような方法を発見する 300

年も前の出来事である。また、戦国時代から江戸時代にかけて、合掌造りで有名な五

箇山（現在の富山県）では、土と山草、蚕糞、人尿等を混ぜたものを、土の中の微生

物の働きで発酵させて鉄砲等に使う火薬原料として生産していた。これも、スウェー

デンのノーベルがダイナマイトを発見する 300年も前の出来事である。 

現在、日本各地には酒、味噌、醤油や漬物に代表される独自の発酵食品が数多くあ

り、まさに微生物は日本の「発酵文化」を支える存在といえる。 

微生物遺伝資源には、未だ知られていない未知なる機能があるとされており、環境、

エネルギー問題等人類共通の課題解決への活用が期待されている。 

 

２．微生物遺伝資源整備の重要性 

 

第 2期知的基盤整備計画では、微生物遺伝資源とは微生物及びその遺伝子等と定義

していた。微生物遺伝資源の利用範囲は医薬、化学、農業、食品、環境等様々な産業

に広がっており、発酵産業の伝統的な育種等の手法を基盤とした技術（微生物を利用

したバイオプロセス）が、医薬品・化学品・食品等の生産、環境浄化等に利用されて

きた。 

                                                   
1 微生物の種数は、次の論文を引用 K-H Schleifer 著「Microbial Diversity: Facts, Problems and 

Prospects」, System. Appl. Microbiol. 27, 3-9 (2002) 
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近年は、ゲノム解読コスト・時間の大幅な低下、計算機性能の向上、膨大なデータ

の産出により「仮説検証型」のアプローチに加え、大量の生命情報から法則を発見す

るという「データ駆動型」のアプローチによる生命現象の理解が進展している。バイ

オテクノロジーは、合成生物学 2、ゲノム編集技術 3等の発展に伴い、健康・医療・介

護や農林水産業にとどまらず、工業でも革命を引き起こしつつあり、特に、工業分野、

創薬分野においては、米欧中は、バイオテクノロジーを用いて目的の物質を生産する

微生物を作ることに注力し、競争が激化している。（参考文献：バイオ戦略 2019（令

和元年 6月 11日）<https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/bio2019_honbun.pdf>） 

第 3期知的基盤整備計画における微生物遺伝資源は、微生物及びその遺伝子等だけ

でなく、「データ駆動型」のアプローチで必要となる微生物及びその遺伝子等に付随

するデータも対象に加えて整備を進めていくことが重要であると考え、定義に加えて

いる。 

 

３．微生物遺伝資源の活用事例 

 

（１）食品製造への貢献（紅麹菌） 

紅麹菌は、糸状菌の一種である紅麹黴（かび）であり、古くから日本を始め中国や

台湾で紅酒・老酒等の原料や桜餅の紅色色素として利用されている。最近では、培養

物をカプセルに入れたサプリメントとしても製品化されている。 

また、紅麹菌が生産する物質は、高コレステロール血症の治療薬としても活用され

ている。 

 

（２）健康維持への貢献（乳酸菌） 

乳酸菌は、乳酸を生産する微生物であり、ヨーグルトやお茶等の発酵食品の製造に

使用されている。一部の乳酸菌は腸等の消化管内に常在して、病原微生物から生体を

守り、健康の維持に役立っている。 

乳酸菌が生産する GABA（ガンマアミノ酪酸）は、抗ストレス、リラックス、血圧上

昇抑制、肝臓機能活性化といった様々な効果が知られているため、サプリメント、飲

料やドリンク剤、酒類、チョコレート等幅広い製品に利用されている。 

 

（３）疾病治療への貢献（アオカビ） 

アオカビは、青色のカビであり、生産する物質から世界で初めての抗生物質である

ペニシリンが開発されたほか、血中コレステロール値を下げて心筋梗塞を予防する薬

も開発されている。 

                                                   
2 DNA 等の生命システムの人工的な設計、改変、構築、評価解析等を通じた生命現象を理解、利用す

る研究領域 
3 ゲノム上で任意の遺伝子を改変する技術 
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（４）抗菌加工製品の品質確保への貢献（大腸菌） 

大腸菌は、環境中に存在する細菌の主要な種の一つであり、その中には食中毒の原

因となるなど、ヒトへの病原性を持つものもある。 

一方、日本工業規格（JIS）に定められている抗菌加工製品の性能評価試験の検定菌

として利用されており、まな板、便座、空気清浄機等幅広い製品の品質確保に貢献し

ている。 

 

（５）持続可能で環境負荷の少ない社会への貢献 

Aeromonas caviae由来の PHBH重合酵素遺伝子を、Cupriavidus necatorに導入し

た遺伝子組換え体により、100％植物由来原料から微生物により生産された、環境中

で優れた生分解性を有するバイオプラスチック素材「PHBH」が生産されている。（参考

文献：藤木哲也. (2013). 「連載 「微生物の産業利用─はたらく有用微生物」 第 8

回 微生物による生分解性プラスチック製造」. 『日本微生物資源学会誌』, 29 (1), 

pp.25-29. <https://www.jsmrs.jp/journal/No29_1/No29_1_25.pdf>） 

 

４．微生物遺伝資源整備の歴史的経緯 

 

（１）国際動向 

 米国では、微生物遺伝資源を体系的に整備、提供する機関である American Type 

Culture Collection（ATCC）が 1925 年に設立された。また欧州では、20 世紀前半か

らオランダの CBS4、ドイツの DSMZ5等の公的機関が微生物遺伝資源の整備に取り組ん

でいる。中国では、中国科学院(CAS6)に属する CGMCC7が 1979 年に設立され、微生物

遺伝資源の整備が行われている。 

近年の細菌・アーキアの新規分類群提唱においてゲノム配列の提出が求められるよ

うになった背景を踏まえ、中国科学院微生物研究所 (IMCAS8)が事務局を務めている

世界微生物データセンター（WDCM9）は、ゲノム配列決定が困難な著者に対して無償で

ゲノム配列を決定し、アノテーションを実施し、DDBJ/GenBank/EMBL に登録するサー

ビスを行っている。 

海外の政策では、パリ協定、SDGs の採択を受け、国際的に持続可能な経済成長と

社会的な課題解決の両立が求められ、健康長寿、食料安定供給、地球環境の保全・修

復（温室効果ガス排出削減、土壌・水質改善等）、循環型社会の形成が世界的な潮流と

                                                   
4 Centraalbureau voor Schimmelcultures, Fungal and Yeast Collection 
5 Leibniz-Institut DSMZ-Deutsche Sammlung von Mikroorganismen und Zellkulturen GmbH 
6 Chinese Academy of Sciences 
7 China General Microbiological Culture Collection Center 
8 Institute of Microbiology, Chinese Academy of Sciences 
9 WFCC-MIRCEN World Data Center for Microorganisms 
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なっている。機関投資家による ESG投資も拡大し、米、欧、中等主要国において、バ

イオエコノミーの拡大による新たな市場の形成が国家戦略に位置付けられ、これまで

のバイオテクノロジーをいかに活用するかというシーズ発の発想から大きく転換し

た。2019 年、米国においてはホワイトハウスがバイオエコノミーサミットを主催し、

健康医療、ICT、農業、工業、安全保障等について産学官による検討を行うとともに

「国家バイオディフェンス戦略」を策定した。2020年、ドイツにおいては新たなバイ

オエコノミー戦略が策定されるなど、世界におけるバイオエコノミーへの政策的な関

心はますます向上している。（参考文献：バイオ戦略 2019（令和元年 6 月 11 日）

<https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/bio2019_honbun.pdf>） 

そのような中、欧州各国で設立された微生物遺伝資源整備に関わる機関は、研究イ

ンフラストラクチャーMIRRI10を構築し、高品質な微生物と関連データ等を提供するこ

とにより、バイオテクノロジー分野の研究開発支援を目指している。また、研究イン

フラストラクチャーに関する欧州戦略フォーラム ESFRI11は、微生物資源とデータの

連携やアクセスをより高いレベルに引き上げることに取り組んでいる。 

MIRRI では、微生物資源とサービスを統合した革新的なソリューションの提供を推

進することとし、統一した品質基準の適用と均一なデータ管理を行い、ユーザーが微

生物の可能性を最大限に発揮できるような環境整備に取り組んでいる。MIRRI のよう

な微生物遺伝資源整備に関わる機関は、体系的に整理された微生物資源の整備を通じ

て、技術革新によるバイオエコノミーの実現に貢献し、アグリビジネス、最新医療技

術、バイオ燃料生産、グリーンバイオ等の分野で経済成長を推進する重要な役割を果

たし、急速にグローバル化が進展する世界で、欧州の成功を実現するために不可欠な

機関となっている。（参考文献：MIRRI brochure Third iteration business case< 
https://www.cabi.org/Uploads/projectsdb/documents/33028/MIRRI%20brochure.pd

f >） 

微生物の命名作業等を規定した国際命名規約には、例えば細菌には国際細菌命名規

約、菌類には国際植物命名規約がある。1867年の第 1回国際植物学会議（パリ）で国

際植物命名規約が制定され、その後、国際細菌命名規約が独立・発行された。国際植

物命名規約は、2013年に発効されたメルボルン規約から、国際藻類・菌類・植物命名

規約に改訂された。それまで有性世代と無性世代をもつ菌類は特例的に二重命名法が

認められていたが、メルボルン規約により、他の生物と同様に統一命名法に移行され

た。国際細菌命名規約は、1999年に国際原核生物命名規約に改訂され、種と亜種の場

合にはその原核生物を定義するための記述の拠り所となった基準となる微生物遺伝

資源（基準株）を 2 ヵ国 2 ヵ所以上の微生物保存機関（以下「BRC」という。）に寄

託し、その株番号を示すことが義務づけられている。（参考文献：杉山純多. (1989). 

「微生物分類学の新しい流れ 5.微生物の命名と命名規約(1)」.『化学と生物 : 日本

                                                   
10 Microbial Resource Research Infrastructure 
11 European Strategy Forum on Research Infrastructures 
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農芸化学会会誌』, 27(3), pp.195-203, 岡田元. (2011). 「第 18 回国際植物学会

議（IBC2011, Melbourne）で採択されたアナモルフ菌類および多型的生活環をもつ菌

類の統一命名法」, 『日本菌学会会報』, 52, pp. 82-97） 

技術の進歩で明らかになる情報が増えるに伴い、微生物の分類体系は変化し命名規

約に反映され学名も変わるため、その変化へ的確に対応した情報提供が可能な、かつ

培養菌株の保存技術を安定的に維持した恒久的な BRCの確立が、命名規約を支える基

盤となっている。 

近年の技術の進歩により、水や土壌等の環境サンプから分離培養操作を経ずに直接

DNA を検査する方法が開発されている。その結果、現在知られている方法では培養で

きない微生物の DNAを取得することがある。寄生性あるいは共生性の原核生物のなか

にもこのようなケースがあり、このように培養法が確立されていない原核生物につい

ては候補名（Candidatus）として暫定的に記載することが認められている。（参考文

献：河村好章. (2002). 「医学細菌の分類・命名の情報 15．Candidatus―培養に成

功していない原核生物の暫定的地位」. 『感染症学雑誌』, 76(12), pp985-987） 

また、原核生物における種の概念は、国際原核生物分類命名委員会により「DDH12試

験による DNA 配列の相同性が 70％以上の菌株の集団」として定義されていることか

ら、16S rRNA遺伝子の類似度から明らかに別種と考えられる場合を除き、DDH試験は

新種提案を行ううえで欠かせない実験となっている。しかし、DDH 試験は実験操作が

煩雑で試験条件（抽出 DNAの品質やハイブリダイゼーション温度等）による影響も受

けやすく、再現性の良いデータを得るには熟練を要する。また、DDH 試験では 1 対 1

での比較を行うため、分類対象に数多くの近縁種が存在する場合、非常に手間と時間

がかかる。そこで、近年のゲノム解析の低価格化や急速なゲノム配列情報の蓄積等も

あり、DDH 試験の代替法として、全ゲノム配列を利用したゲノムの類似性を指標にし

た新たな分類方法（overall genome relatedness indices；OGRI）の開発に期待が寄

せられている。現在、OGRI で利用されている手法として、Average nucleotide 

identity (ANI)と digital DDH (dDDH)が最も広く使用されており、解析は Webサー

ビス及びスタンドアロンツールとして利用することができる。これらの方法は、DDH

試験に比べ実験者の熟練度を必要としないので、ゲノム配列があれば簡単に実施可能

であることから、今後、より多くの分類群でのゲノム情報の蓄積が進むことで、広く

一般的な方法としての普及が期待されている。 

このような状況変化を背景に、現在では原核生物の新種と登録にはゲノム配列が必

須となっている。さらに、2020年にゲノム配列のみで新種の登録ができるように国際

原核生物命名規約を修正する提案がなされた。現時点では採択はされなかったが、今

後の解析技術の進歩に対応し、関係機関の議論を踏まえて対応が図られる可能性があ

る。 

                                                   
12 DNA-DNA ハイブリダイゼーション(DNA-DNA Hybridization) 
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（２）国内動向 

昭和 19年 12月に、当時の内閣技術院と武田薬品工業株式会社との共同出資による

「航空醗酵研究所」（のちの財団法人発酵研究所）が設立された。その目的は、微生物

の整備、提供及び微生物を活用した航空用の燃料、医薬品、食料の生産研究であった。 

現在、独立行政法人製品評価技術基盤機構バイオテクノロジーセンター（以下、

「NBRC」という。）を始め、研究機関、大学等が、事業目的、研究目的に則り、微生物

遺伝資源を整備、提供している。 

知的基盤として世界トップクラスの微生物遺伝資源の整備を行ってきたことから、

バイオ戦略 2019では、戦略策定に当たり踏まえるべき我が国の特徴として、「多様な

生物遺伝資源の蓄積」が挙げられている。 

今後さらに、バイオ戦略の全体目標である「2030年に世界最先端のバイオエコノミ

ー社会を実現」するにあたり、バイオとデジタルの融合により、生物活動のデータ化

等も含めてデータ基盤を構築し、それを最大限活用することにより産業・研究が発展

する、バイオデータ駆動の実現が掲げられており、生物遺伝資源とともにデータ基盤

の構築が期待されている。 

 

５．微生物遺伝資源の整備実績 

 

平成 14 年から微生物遺伝資源の整備に取り組んできた NBRC では、2019 年度末時

点で、整備対象とした微生物遺伝資源は NBRC 株 13 とスクリーニング株 14の合計で

93,392 株を整備している。米国の ATCC が約 70,000 株、欧州を代表するオランダの

CBS が約 90,000 株、ドイツの DSMZ が約 30,000 株であることと比較しても、NBRC 

は、整備された微生物遺伝資源の数において、世界でトップクラスの機関となってい

る。 

NBRC 株の利用実績は、2019 年度で 2,632 件、7,854 株である。事業者に幅広く公

開、提供され、JIS 等に基づく製品試験や医薬品の品質管理、食品、醸造、農業等の

研究開発に利用されている。 

スクリーニング株の利用実績は、2019年度で 148件、4,611株である。主に、一度

に大量の微生物を利用する医薬企業、食品企業、化学企業、大学に提供され、微生物

の生産する有用物質の探索等の研究開発に利用されている。 

 

 

 

 

                                                   
13 種レベルまでの同定、又は性状等の情報が付与されている微生物遺伝資源 
14 国内外の多様な環境から収集された、属レベルまでの同定の情報が付与されている微生物遺伝資源 
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図１． NBRC における微生物遺伝資源整備実績の推移 

 

 

６．バイオエコノミー社会の実現に向けた世界的な潮流  

 

産業構造審議会 商務流通情報分科会 バイオ小委員会によってとりまとめられた

「バイオテクノロジーが生み出す新たな潮流 中間報告書」（平成 28年 6月）による

と、経済協力開発機構（OECD）による報告書「The Bioeconomy to 2030: designing 

a policy agenda, OECD, 2009」では、OECD 加盟国における 2030年のバイオ産業市場

は全 GDP の 2.7%（約 200 兆円規模）に拡大、このうち工業分野が 39%、農業分野が

36%を占めると予測しており、このような市場と産業群を“Bioeconomy”（バイオ経

済）と呼んでいる。本予測は、今後医療分野とともに、ものづくり分野や農業分野に

おいて特に大幅な市場拡大が期待されることを示している。 

バイオ経済に対する期待の背景には、近年のバイオ分野における基盤技術の急速な

革新がある。 

第一に、バイオテクノロジーの基礎技術である DNA シークエンサやゲノム編集技

術等の非連続的な技術進歩が起こっており、極めて低コストでそれらの技術が利用可

能となっている。具体的には、ゲノム解析や代謝物解析等のマルチオミックス解析に

おいて、その計測技術の革新が起こっている。特に顕著な非連続的変化として、第 2 

世代以降の次世代 DNA シークエンサが開発、普及した 2005 年以降の 7 年間で、単

位解読塩基長当たりの DNA 解読コストは 1 万分の 1 に低下している。この結果、ヒ

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

スクリーニング株 0 1497 7033 13090 19787 24820 29233 39680 47668 49148 53,496 55,298 57,304 58,373 59,329 59,334 59,728 59,955
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ト等生物に由来するゲノム配列等の塩基配列情報が短時間で大量に取得することが

可能となり、現在その情報が日米欧の公的機関が管理する塩基配列データベース等に

急速に蓄積されつつある。 

次に、蓄積された膨大な塩基配列情報等を解析するための情報解析技術も成熟しつ

つある。生物情報を対象とした解析ソフトウェアが充実されつつあり、またディープ

ラーニングなどの機械学習技術が塩基配列等バイオ情報の解析に適用されてきてい

る。 

さらに、ゲノム編集技術においても極めて大きな技術革新があり、2013 年に

CRISPR/Cas による次世代ゲノム編集技術が開発され、従来の技術の 1/100 以下のコ

ストで狙ったゲノム部位を標的とした正確なゲノム編集が可能となったところであ

る。 

これら 3 つのステップ（情報の集積、情報の分析、生物機能の改変・発現）におけ

る上述したような技術革新を融合することによって、（1）生物の情報を網羅的に取得、

（2）取得した情報を解析し、得たい生物機能を最適設計、（3）設計した生物機能をゲ

ノム改変等により実現する、という一連のアプローチが可能になりつつある。また、

このプロセスを繰り返し、生物機能情報をリファイン・チューニングすることにより、

これまで利用し得なかった“潜在的な生物機能”を効率的に引き出し、生物機能を狙

ったとおり最適化できるポテンシャルがある。また、他の生物種が持つ有用機能を、

栽培や培養が容易な生物種に導入し、有用物質等を容易に生産できるポテンシャルも

有する。 

これらの技術革新の波及効果は、医療・健康、物質生産、エネルギー・環境、食糧

等農畜水産分野など多岐にわたり、経済・社会に大きな変革をもたらす可能性がある。

たとえば、上記先端技術により最適化された微生物、植物、動物細胞等を利用し工業

生産（バイオものづくり）に利用することで、バイオ医薬品、バイオ新素材、バイオ

燃料などを作り出す産業が出現すると予想される。また、一連の技術を生体内で機能

発現させる（人・動物細胞への直接適用させる）ことで、新たな遺伝子治療、再生医

療、体内代謝制御等を達成する医療手法が出現し、医療の革新が起こる可能性を有す

る。（引用：産業構造審議会 商務流通情報分科会 バイオ小委員会 中間報告書（平成

28年 6月）<https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shomu_ryutsu/bio/pdf/ 

007_03_00.pdf>） 

これらの技術革新の下、各国でバイオ経済に関する戦略が策定されている。 
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（出典）BioJapan2020スポンサーセミナー 

「切り開け！ withコロナ時代のバイオ・イノベーション ー我が国のバイオ×デ

ジタルの加速に向けて－」経済産業省 商務・サービスグループ 生物化学産業課 発

表資料 

 

 

７．国の戦略（統合イノベーション戦略、バイオ戦略等）での位置付け 
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（１）統合イノベーション戦略 

世界で破壊的イノベーションが進展し、ゲームの構造が一変し、過去の延長線上の

政策では世界に勝てないという、認識の下、我が国の強みを生かしつつ、弱みを克服

して「全体最適な経済社会構造」を柔軟かつ自律的に見出す社会を創造することを目

的に、従来の総合戦略を抜本的に見直し、グローバルな視座に立ち、基礎研究から社

会実装まで一気通貫の戦略として、「統合イノベーション戦略（2018 年（平成 30 年）

6月 15日閣議決定）」が策定された。 

統合イノベーション戦略では、特に取組を強化すべき主要分野の一つにバイオテク

ノロジーを挙げており、下記の点から、イノベーションにおけるバイオテクノロジー

の必要性・重要性を記載している。 

・人々の健康の増進を通じた健康長寿社会の形成、食料の安定供給、生物を利用す

る広範な産業の発展、持続可能な社会の実現に大きく貢献できる技術 

・OECDはバイオテクノロジーが経済に大きく貢献できる市場（バイオエコノミー）

が 2030 年に約 1.6 兆ドル（約 200 兆円）に拡大すると予測 15  

・SDGs、COP21の国際合等社会・国際的な状況が大きく変化する中で、持続的な経

済・社会の実現に向けて、バイオテクノロジーへの期待がますます高まっている 

 

状況変化を踏まえて見直しを行った統合イノベーション戦略 2020（令和 2 年 7 月

17日 閣議決定）においても、下記の通りバイオテクノロジーは戦略的に取り組むべ

き基盤技術として挙げられている。 

第５章 戦略的に取り組むべき基盤技術 

（２）バイオテクノロジー 

〇目指すべき将来像 

・持続可能な生産と循環による Society 5.0 の実現のために、バイオでできることを

考え、行動を起こせる社会を実現し、国際連携・分野融合・オープンイノベーショ

ンを基本とする世界のデータ・人材・投資・研究の触媒となるような魅力的なコミ

ュニティを形成 

・バイオとデジタルの融合を全ての土台とし、生物活動のデータ化等も含めてデータ

基盤を構築しそれを最大限活用することにより産業・研究を発展させることで、世

界最先端のバイオエコノミー社会を実現 

〇目標 

＜全体目標＞ 

・2030年に世界最先端のバイオエコノミー社会を実現 

＜データ基盤・ＡＩ化とバイオコミュニティの形成＞ 

                                                   
15 バイオテクノロジーは、2000 年代半ばにおいて、推定で OECD加盟国の GDPの 1%未満に寄与。所与

の仮定に基づく通常の試算では、バイオテクノロジーは 2030 年までに OECD 加盟国の GDP のおよそ

2.7％にまで寄与する可能性があるとされている（OECD「The Bioeconomy to 2030」（2009 年））。 
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・2022年度にバイオデータ連携・利活用に関するガイドライン(仮称)を策定 

・2030 年に世界最先端のグローバルバイオコミュニティ及び地域バイオコミュニテ

ィを形成 

 

また、統合イノベーション戦略 2020 では、第Ⅲ部 各論 第 3 章 知の社会実装 

（４）戦略的な標準の活用において戦略的な知的基盤の整備を掲げている。 

我が国産業の支柱である信頼性の高いものづくり産業や品質や安全性の高い医療・

交通などのインフラ・サービス産業等の国際競争力の強化と持続的発展及び国民の安

全・安心を支えるイノベーションを促進するため、特に重要性の高い「計量標準」「微

生物遺伝資源」「地質情報」の 3 分野に係る研究材料、計量の標準、科学技術に関す

る情報等の知的基盤について、「知的基盤整備計画（第 2期）」に基づき、着実に整備

を進める。また、Society 5.0の進展を始めとする経済社会の情勢変化や技術革新及

び「知的基盤整備計画（第 2期）」の達成状況等を踏まえ、2021年春頃を目途として、

地方の研究機関等とも広く連携し、社会課題解決に資する知的基盤の着実な整備を推

進する新たな計画を策定する。 

 

（２）バイオ戦略 

「2030 年に世界最先端のバイオエコノミー社会を実現」することを目標とする総

合的な政策パッケージの第一弾として、2019 年 6 月に、バイオ戦略 2019 を策定し、

市場領域ロードマップの策定、バイオとデジタルの融合、バイオコミュニティの形成

等のグランドデザインが示された。 

以降、米国においてはホワイトハウスがバイオエコノミーサミットを主催し、健康

医療、ICT、農業、工業、安全保障等について産学官による検討を行い、ドイツにおい

ては新たなバイオエコノミー戦略が策定される等、世界におけるバイオエコノミーへ

の政策的な関心はますます高まっている。 

我が国においては、多くの業界団体、企業等の参画を得た市場領域ロードマップの

検討、バイオコミュニティ形成に向けた検討を進めるとともに、2019年度政府予算約

62 億円を投じて戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）や官民研究開発投資拡

大プログラム（PRISM）を活用したデータ連携の実証・検討、バイオ製造実証に向けた

技術開発等が進められた。 

一方、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、急速な経済減速、サプライチェー

ンの寸断による供給制約等、経済社会活動に多大な影響を与えており、昨年度末に策

定予定であった市場領域ロードマップもこの影響を踏まえる必要があるとともに、バ

イオエコノミーの推進は、感染症収束に向けた対応及び収束後の迅速な経済の回復両

面においてより重要性が高まっている。 

このような情勢を踏まえ、直ちに取り組むべき感染症拡大の収束に向けた研究開発

等への対応と、収束後の迅速な経済回復を見据え、バイオ戦略 2019 に沿って遅滞な

く取り組むべき基盤的施策について取りまとめ、2020 年 6 月にバイオ戦略 2020（基

盤的施策）が策定された。市場領域ロードマップを踏まえた施策全体については、こ

の情勢変化を踏まえた上で、2020 年の冬を目途にバイオ戦略 2020（市場領域施策確
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定版）を策定し対応する予定とされている。なお、バイオ戦略 2019 において、戦略

策定に当たり踏まえるべき我が国の特徴として、「多様な生物遺伝資源の蓄積」が挙

げられている。また、バイオ戦略 2020（基盤的施策）では、市場領域の取組において、

「市場領域の発展の基盤である生物資源の整備、安全確保等を推進」、「知的基盤整備

計画と連携し、国内での生物資源の整備・拡充、製品製造時の汚染微生物などへの安

全管理体制の整備・安全管理技術の向上を推進」することが記載されている。 

バイオ戦略は、当面の間、毎年更新しながら推進することとされ、少なくとも 2030 

年までフォローアップを継続して実施するものである。 
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Ⅱ．バイオ戦略に掲げられた「バイオエコノミー社会の実現」に向けた

整備計画の基本的な考え方 

 

１．長期的視座に立った現状課題と将来目標の分析 

 

微生物遺伝資源分野では、第 1期及び第 2期の知的基盤整備計画に基づき、以下の

とおり整備を行った。 

 第 1期知的基盤整備計画（2000

年度～2010年度） 

第 2 期知的基盤整備計画（2010

年度～2020年度） 

整備目標 欧米並みの微生物遺伝資源提

供体制の整備を目指す。 

（目標：微生物遺伝資源約

70,000株程度を収集） 

第１期を踏まえ、世界トップク

ラスの微生物遺伝資源機関の維

持・向上、情報付加、生物多様性

条約への対応、利用促進を目標

に設定。 

整備状況  2010 年度までに微生物約

70,000株を整備し、欧米と

遜色ないレベルに到達。 

 海外探索で得られた株（約

30,000株）を国内企業に提

供。 

 現在約 90,000 株の微生物資

源を整備。ISO9001品質マネ

ジメントシステムによる管

理を実施。 

 生物多様性条約に対応した

アジア BRC との資源移転に

関する枠組みを構築。 

 微生物遺伝資源を利活用し

た地域ブランド創出支援を

行い、地域活性化に貢献。 

 

今般、産業構造審議会産業技術環境分科会知的基盤整備特別小委員会・日本工業標

準調査会基本政策部会知的基盤整備専門委員会 合同会議 報告書として、新たな「知

的基盤整備計画」の目指すべき方向性（令和 2 年 6 月 5 日）が示された。そこでは、

我が国のみならず国際社会において、健康、食、環境、資源・エネルギー等の多岐に

わたる分野で、バイオエコノミー社会の実現や社会課題（例、気候変動、SDGs、プラ

スチックによる海洋汚染、研究力の強化・基盤整備等）の解決が求められており、我

が国でも世界最先端のバイオエコノミー社会の実現を目指した「バイオ戦略 2019」が

令和元年 6月に策定されたところである。微生物遺伝資源はこれらの課題を解決する

ポテンシャルを有していることから、「バイオ戦略 2019」に基づき、独立行政法人製

品評価技術基盤機構（以下、「NITE」という。）において、保有する約 90,000株の微生
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物遺伝資源を中核に、微生物遺伝資源にかかる安全性等の情報、技術や知識面からの

ソリューションの充実を図ることで、社会及び経済の急激な環境変化に沿ったイノベ

ーションの実現や社会課題の解決を支援することが記載された。 

バイオ戦略では、全体目標として「2030 年に世界最先端のバイオエコノミー社会の

実現」を掲げており、「世界最先端のバイオエコノミー社会」とは、バイオファースト

発想 16 、バイオコミュニティ形成 17、バイオデータ駆動 18を前提に、以下 4 つの社

会像が実現されることを想定している。 

① すべての産業が連動した循環型社会 

② 多様化するニーズを満たす持続的な一次生産が行われている社会 

③ 持続的な製造法で素材や資材のバイオ化している社会 

④ 医療とヘルスケアが連携した末永く社会参加できる社会 

 

また、バイオ戦略では、上記の 4 つの社会像の実現に必要とされるものであって、

我が国の特徴（強み）と会議動向を踏まえつつ、市場の成長性を十分に考慮して、国

内外から大きな投資を呼び込むことが見込まれる以下 9 つの市場領域を設定してい

る。 

① 高機能バイオ素材（軽量性、耐久性、安全性） 

② バイオプラスチック（汎用プラスチック代替） 

③ 持続的一次生産システム 

④ 有機廃棄物・有機排水処理 

⑤ 生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス 

⑥ バイオ医薬・再生医療・細胞治療・遺伝子治療関連産業 

⑦ バイオ生産システム＜工業・食料生産関連（生物機能を利用した生産）＞ 

⑧ バイオ関連分析・測定・実験システム 

⑨ 木材活用大型建築・スマート林業 

 

これらの市場領域の活性化に向け、知的基盤を整備することが必要と考える。 

 

２．現状課題と将来目標の分析を踏まえた取組方針 

 

                                                   
16 持続可能な生産と循環による Society 5.0 の実現のために、バイオについての倫理的・法的・社会

的問題について議論できる環境の下、まずバイオでできることから考え、行動を起こせるような思考 
17 経営者をはじめ社会を主導する立場の者から市民に至るまでバイオファースト発想が根付き、国際

連携・分野融合・オープンイノベーションを基本とし、世界のデータ・人材・投資・研究の触媒とな

るような魅力ある国際的なコミュニティと各地域とのネットワークが構築され、ヒト・モノ・カネの

好循環が生まれ、各々特色あるバイオによる持続可能な循環型コミュニティ・健康的な生活を送れる

コミュニティを形成し、国内外の共感を得る 
18 バイオとデジタルの融合により、生物活動のデータ化等も含めてデータ基盤を構築し、国際標準と

なる測定法・測定機器を生産システムに組み込み、世界で一番生物の活動をデータにできる国となる 
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（１）で記載したバイオ戦略における 9つの市場領域の活性化による世界最先端の

バイオエコノミー社会の実現に貢献するため、「① 高機能バイオ素材（軽量性、耐久

性、安全性）」と「⑦ バイオ生産システム＜工業・食料生産関連（生物機能を利用し

た生産）＞」につながる『バイオ生産システム・ものづくり（バイオファウンドリー）』、

「② バイオプラスチック（汎用プラスチック代替）」と「④ 有機廃棄物・有機排水処

理」につながる『循環型社会の実現・廃棄物処理』、「⑧ バイオ関連分析・測定・実験

システム」につながる『我が国の技術を活用した海外市場の獲得』、「⑤ 生活習慣改善

ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス」につながる『健康・医療・食品分野』の

4 つの分野について分類し、それらの発展に向け微生物遺伝資源分野の知的基盤の整

備に取り組むこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ バイオエコノミー社会の実現に向けて取り組む概要図 

 

また、新たな「知的基盤整備計画」の目指すべき方向性（令和 2年 6月 5日）では、

下記①から④を実施することが記載された。 

 

① バイオ×デジタルの推進による微生物遺伝資源及びその情報のさらなる活用 

NITE保有株についてデータと資源の両方を提供、データ取得技術の支援、データ標

準化・統一化によるビッグデータ形成への寄与、AI 解析支援によるデータ活用の普

及、我が国の微生物関連情報を一元的に検索･提供可能な横断的データベースの継続

的な向上によるバイオ×デジタルの基盤整備 

 

② 人的資源の涵養(かんよう)によるさらなる利活用の推進 

産業界・アカデミアとのクロスアポイントメント制度 19等の創設やインターンシッ

プ等の利活用による、次世代のバイオとデジタルとの融合を担うバイオ系データサイ

                                                   
19 クロスアポイントメント制度について

https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/cross_appointment.html 

海外展開も視野に入れたバイオ産業の競争力強化のための「ソリューション」提供

産業ニーズに対応した微生物遺伝資源リソース
及び基盤情報の充実(バイオXデジタルの推進)

生産物や生息環境が多様な
微生物遺伝資源の収集と提供

目的に応じた微生物遺伝資源の活用を可能にする
分離･培養･保存・同定技術の向上

循環型社会の実現

廃棄物処理（バイオレメディエー
ション）・バイオプラ

我が国の技術を活用した海外
市場の獲得

バイオ関連の分析･測定技術

健康・医療・食品

マイクロバイオーム・伝統発酵
技術

バイオ生産システム

ものづくり（バイオファウンド
リー）

微生物利用の環境作り
安全な利用への支援

企業や公的機関と連携した産業
支援

世界最先端のバイオエコノミー社会の実現に貢献
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エンティストの育成 

 

③ グローバルに展開する日本企業のための支援と事業環境整備 

生物多様性条約（カルタヘナ議定書・名古屋議定書）に関する国際社会・企業ニー

ズの変化へのいち早い対応と産業界へのフィードバック、世界の微生物遺伝資源機関

との連携強化、ニーズに応じた国際標準化等に向けた技術的な支援 

 

④ 他機関・異分野との連携 

分野や組織を超えた連携による出口までを見据えた包括的な取組の実現、産学官を

含む全国規模の連携による地域産業支援、これまで微生物遺伝資源を利用してこなか

った産業分野の開拓等により新たな製品・サービスの社会実装を支援 

 

これら①から④を踏まえて、『バイオ生産システム・ものづくり（バイオファウンド

リー）』、『循環型社会の実現・廃棄物処理』、『我が国の技術を活用した海外市場の獲

得』、『健康・医療・食品分野』の 4つの分野でバイオ戦略に掲げられている全体目標

「2030年に世界最先端のバイオエコノミー社会を実現」を達成するために、整備する

べき共通基盤をとりまとめることとする。 

加えて、微生物遺伝資源を体系的に整理・保存し、安定的に分譲するなど、バイオ

戦略 2020 において「市場領域の発展の基盤となる生物資源の整備」と記載された業

務を担う BRCの基本的機能として、産業有用微生物等の寄託、安定的な分譲等につい

てバイオエコノミー社会の実現のため、引き続き継続して実施する。 

これらは、次項「Ⅲ．整備計画」において、「バイオとデジタルの融合のためのデー

タ基盤の整備」、「微生物遺伝資源の基盤強化」、「人材育成」としてとりまとめて記載

する。 

なお、バイオ戦略は 2030 年までフォローアップが継続して実施されることから、

微生物遺伝資源における整備計画も同様に見直しを行うこととする。 
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Ⅲ．整備計画 

 

1．バイオ戦略で設定された市場領域への貢献 

 

バイオテクノロジーは、近年の合成生物学、ゲノム編集技術等の発展に伴い、健康・

医療・介護や農林水産業にとどまらず、工業でも革命を引き起こしつつあり、全産業

がバイオ化するとも言える情勢である。 

工業分野、創薬分野において、米欧中は、バイオテクノロジーを用いて目的の物質

を生産する微生物を作ることに注力し競争が激化している一方、産業化に向けた微生

物の効率的・安定的な培養段階の開発は世界においてもいまだ停滞しており、ここを

いかに制することができるかが、バイオ市場における勝敗を占う重要な試金石となり

得る。 

また、再生可能な生物資源の利活用においてもイノベーションが進展しており、藻

類や微生物による廃棄物・排水の処理により得られる物質を、飼料、堆肥、栄養素、

化粧品といった製品に転換する産業が成長しつつある。 

パリ協定、SDGsの採択を受け、国際的に持続可能な経済成長と社会的な課題解決の

両立が求められている。健康長寿、食料安定供給、地球環境の保全・修復（二酸化炭

素削減、土壌・水質改善等）、循環型社会の形成が世界的な潮流であり、米欧中等の主

要国においては、バイオエコノミーの拡大による新たな市場の形成を国家戦略に位置

付けている。持続可能な社会と経済成長の両立というニーズのもと、これまでのバイ

オテクノロジーをいかに活用するかというシーズ発の発想から、イノベーションによ

って再生可能な生物資源の生産と、生物資源や廃棄物を利活用した付加価値製品へと

発想を大きく転換し実現するという新しい価値、ひいては新市場の創出を意図してい

る。 

我が国は、過去の基礎研究を土台としたノーベル賞級の基礎研究の成果があり、政

府予算の強化等を通じて研究開発を進めてきたが、世界のバイオ産業における我が国

の存在感の低下は認めざるを得ない状況である。 

一方、化学産業、発酵技術、製造技術、育種技術、ロボット技術、再生医療・免疫

等ライフサイエンス、計測・センシング技術、画像分析技術（質の高いデータの創出）

においては、国際競争力をなお維持している。（参考文献：バイオ戦略 2019（令和元

年 6月 11日）<https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/bio2019_honbun.pdf>） 

したがって、我が国が伝統的に潜在力を有する産業や技術等の強みと、世界の潮流

を踏まえつつ、以下のⅡ．（２）に示した４つの分野に分類した市場領域において基盤

を整備することにより、世界最先端のバイオエコノミー社会を実現する。 
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（１）バイオ生産システムものづくり 

近年の合成生物学等の発展に伴い、世界では様々な産業がバイオ化していく情勢と

なっている。世界のバイオ市場は 2030年に約 200兆円規模に拡大すると予測（OECD）

され、特にものづくり分野での成長が見込まれている中、循環型社会形成に向けた課

題解決にバイオが担える役割は大きいと考えられる。バイオによるものづくりは、従

来の化学プロセスに比べ、省エネルギー・低コストに物質生産が可能であるとともに、

原料を化石資源に依存しないバイオマスからの物質生産が可能であり、炭素循環型社

会実現に資するものづくりへの変革が期待できる。 

工業、食料生産等に必要な生物機能を利用した生産技術が米国を中心に急成長して

いるものの、産業化に向けた微生物の効率的・安定的な培養段階の開発は、世界にお

いても未だ停滞している。 

また、バイオ素材等の事業化には、生産に用いる遺伝子改変生物等の作製や、少量

生産からスケールアップまでの技術開発・設備投資・人材育成が必要であるが、個社

での対応が困難で、データ連携も不十分な状況である。 

我が国には伝統的な基礎研究の基盤が存在するとともに、伝統的な発酵産業で培っ

た細胞培養技術等、微生物資源、地域の生物資源等の有望な資源を有している。また、

改善や品質管理等のものづくりへの真摯さも強みである。 

したがって、これらの強みを活かし、産業化に不可欠な生産培養技術を強化し、合

成生物学や未利用微生物の実用化も含めた微生物等の育種から、生産に必要な大量培

養に至るまでのプロセスの高度化と徹底したデジタル化・AI化・機械化を図ることに

より、素材開発を促進し、本市場領域の国際競争力を飛躍的に向上させ、市場を獲得

することが可能であると考えられる。 

我が国ではこれまで、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以

下、「NEDO」という。）による「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発」プロ

ジェクト（スマートセルプロジェクト）において、情報解析技術を核とした微生物育

種技術、新規ゲノム編集技術、代謝系発現制御・環境制御技術等を開発するとともに、

膨大な情報を取得してきた。また、今後は NEDO「カーボンリサイクル実現を加速する

バイオ由来製品生産技術の開発」において、バイオものづくり産業の基盤として、バ

イオ資源（新たな酵素群・微生物資源・植物等）活用促進のための各種技術や従来法

にとらわれない次世代生産技術開発等を実施する。さらに、バイオものづくりに必要

不可欠な基盤として、バイオ資源の活用を促進するために必要な生物情報・資源の拡

充や、カーボンリサイクルに資するプロセスに適した原料を安定的に活用可能とする

将来的な要素技術、生産プロセスパラメーターと育種を関連づけさせることができる

統合解析システム等の開発を実施し、既存の各種技術や他省庁事業での取組を必要に

応じて活用、連携する。これにより、生物機能を活用した産業用物質生産システムの

一貫的な検証を実現できるバイオファウンドリ基盤を開発し、バイオ由来製品の社会

実装の加速化を目指すこととしている。（参考文献：バイオ戦略 2019（令和元年 6 月
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11日）<https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/bio2019_honbun. 

Pdf>, NEDO「カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の開発」基

本計画<https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100170.html>） 

NITEは、これらの国家プロジェクトとも足並みを揃えつつ、微生物を用いた生産培

養技術を強化し、合成生物学や未利用微生物の実用化も含めた微生物等の育種から生

産に必要な大量培養に至るまでのプロセスの高度化と徹底したデジタル化・AI化・機

械化に必要となる、微生物遺伝資源やそれらの情報を収集する。さらに、これらを有

効に活用するためのスキームやプラットフォーム（Ⅲ．２．で記載する「生物資源デ

ータプラットフォーム（DBRP）」）を整備・拡充し、ユーザーが必要としている資源や

情報を利用するための環境を整備することにより、バイオファウンドリーの推進及び

社会実装の加速化に貢献する。 

 

 

（２）循環型社会の実現 

パリ協定、SDGsの採択を受け、国際的に持続可能な経済成長と社会的な題解決の

両立が求められてきている。我が国では平成 30年 4月 17日に環境基本法第 15条に

基づき、環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱等を定められた第五次

環境基本計画の中で、持続可能な社会に向けた基本的方向性として、SDGsの考え方

も活用し、環境・経済・社会の統合的向上を具体化するため、環境政策による経済

社会システム、ライフスタイル、技術などあらゆる観点からのイノベーション創出

や、経済・社会的課題の同時解決への取り組み、将来にわたって質の高い生活をも

たらす「新たな成長」につなげていくとしている。また、地域資源を持続可能な形

で活用するため、各地域が自立・分散型の社会を形成し地域資源等を補完し支え合

う「地域循環共生圏」の創造を目指すこと、及び幅広い関係者とのパートナーシッ

プを充実・強化することを通じて持続可能な循環共生型の社会（「環境・生命文明

社会」）を目指すことが示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３． 循環経済（CE: Circular Economy） 

（引用文献：循環経済ビジョン 2020（2020年 5月）
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<https://www.meti.go.jp/press/2020/05/20200522004/20200522004.html>） 

 

持続可能性や循環型社会に欠かすことができない手段として、石油ではなく再生

可能な生物資源及びそれらの廃棄物「バイオマス」を利活用し、燃料や化学品へ転

換するという新たな価値の創出が一層求められる。この中では、農業・工業を含め

生産活動から生じる廃棄物・排水等の廃棄物系バイオマスを利用し、ガス化・堆肥

化等付加価値を有する物質・素材への転換を図る循環型社会を目指しており、シス

テムの開発、普及、展開により、より一層の効率化、コスト低減、広範な利用が求

められている。また各地域がその特性を生かした強みを発揮し地域資源を活かし、

地域の特性に応じて補完し支え合う地域循環共生圏の実現に向け、地方中小企業や

地方公設試等と協力して情報を効果的に結びつける仕組みの構築が必要である。 

プラスチックは軽量かつ丈夫であり加工性に優れるといった特徴を持ち、日常生活

の利便性等をもたらす素材としてこれまで幅広く活用されてきた。その一方で、投棄

されたペットボトル・ビニール袋等のプラスチック製品が海へと流れ込み、海洋汚染

を引き起こしており、近年、海洋プラスチックごみへの対応が国際的な課題となって

いる。2019 年 6 月の G20 大阪サミットでは、2050 年までに海洋プラスチックごみに

よる追加的な汚染をゼロにまで削減することを目指す「大阪ブルー・オーシャン・ビ

ジョン」が共有された。廃棄物の適切な管理が何より重要であることを前提に、3R（リ

ユース、リデュース、リサイクル）の着実な推進を行い、それでもなお廃棄物が海洋

流出するリスクに対応していくため、新素材・代替素材の技術開発を促進する等、イ

ノベーションによる解決で世界への貢献を目指すことにしている。これに伴い、経済

産業省は、海洋生分解性プラスチックの開発・導入普及を官民一体で連携し促進して

いくため、海洋生分解性機能に係る新技術・素材の開発段階に応じて、技術課題はも

とより経済面や制度面も含め、今後の主な課題と対策を取りまとめた｢海洋生分解性

プラスチック開発･導入普及ロードマップ（2019 年 5 月）｣を策定した。（参考文献：

第五次環境基本計画<http://www.env.go.jp/press/105414.html>, バイオ戦略 2019

（令和元年 6月 11日）<https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/bio2019_honbun. 

pdf>, 海 洋 生 分 解 性 プ ラ ス チ ッ ク 開 発 ・ 導 入 普 及  ロ ー ド マ ッ プ 

<https://www.meti.go.jp/press/2019/05/20190507002/20190507002.html>） 

NITEは、本ロードマップを基に、海洋生分解性機能に係る共通の技術評価手法の確

立のために、海洋生分解に関わる微生物の解析を行うことにより、海洋生分解性プラ

スチックが水と二酸化炭素に完全に生分解されることや、生分解途中に生成される中

間体を含めた安全性を評価する新たな方法を開発し、海洋生分解性プラスチックに対

する科学的根拠に基づく共通の技術評価手法の国際標準化に貢献する。また、新規海

洋生分解性ポリマーの生産又は生分解に関与する微生物を探索し、その微生物及び微

生物が生成する酵素の特性を明らかにすると共に、その知見を活用して NITE が保有

する微生物に展開し、海洋生分解性プラスチックの基になる新素材の種類の拡充に貢
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献する。これらの事業において得られる微生物のゲノムやプロテオーム等の情報は、

プラットフォーム（Ⅲ．２．で記載する「生物資源データプラットフォーム（DBRP）」）

に掲載し、生分解プラスチックの生産又は分解に寄与する微生物情報を検索しやすい

環境を整備し、生分解性プラスチックの評価にも貢献する。 

 

 

（３）我が国の技術を活用した海外市場の獲得 

全産業がバイオ化する状況の中、バイオ関連産業も今後、大幅な市場の拡大が期待

されている。特に計測分析機器分野は、我が国の企業が特許出願件数の上位を占めて

おり、技術的な強みがある分野である。計測分析機器産業の継続的な発展は我が国の

学術及び産業における発展の源泉であり、計測分析機器の市場を創出・拡大し国際競

争力を高めることは、我が国の産業競争力を維持する上で必要不可欠である。 

しかし、以前は生産高も堅調で輸出比率も高かったものの、我が国の計測分析機器

の産業としての重要性が認識されているとは言い難い。また我が国によって先進性が

証明された計測分析技術が、海外のメーカーによって実用領域まで高められた事例も

あり、計測分析技術の要素開発だけでなく、その技術を社会に実装していく部分まで

含めた開発が重要である。 

それぞれ、要素技術開発においては研究開発資金不足や技術導入の遅れ等の状況が

あり、機器の社会実装においては国内市場の飽和や海外市場での競合といった厳しい

状況に直面している。我が国の計測分析機器メーカーが世界に向けて販売するという

成長サイクルを回していくためには、優位性のある要素技術を開発し、あらゆる計測

分析シーンへ展開させる必要がある。また計測分析機器の活用においては、標準化と

関係が深いことから、標準化戦略との連携も重要である。 

したがって、産業において計測分析機器を展開し新たな市場を創出していくために

は、要素技術の高度化とともに計測分析データの付加価値付けを行い、海外との技術

開発競争に打ち勝つ必要がある。 

また、バイオ×デジタルの融合の推進により、データ駆動型のバイオエコノミー社

会の構築を目指すに当たり、バイオテクノロジー分野に特有の「再現性」について大

きな課題がある。得られるデータの信頼性や再現性を向上させることは、それらをビ

ッグデータとして集積し、AI等により解析・予測を行うために必要不可欠な課題であ

る。再現性の課題解決には、我が国の強みでもあるロボティクス技術を活かした実験

のロボット化・自動化の推進や、高度な解析技術の精度管理のためのバイオに特有な

標準物質（リファレンス）の開発・普及、分析精度を評価する試験・認証等の標準化

等が有効であると考えられる。 

さらに、開発した計測分析機器や新素材の普及には、機能等の評価や識別表示が必

要であり、国際競争力の強化には、国際標準化や ISO規格提案等が不可欠であるにも

関わらず、評価手法が未だ未確立のものもある。したがって、我が国の強みである要
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素技術を活用した計測機器開発の推進や、全てのバイオ産業の基盤となるバイオ関連

の分析・測定・実験プロセスの信頼性確保、さらには国際競争力強化のための標準化

を支援するための基盤整備が必要である。 

その他、バイオ戦略 2020では市場領域の取組として、「市場領域の発展の基盤であ

る生物資源の整備、安全確保等を推進」することが記載されており、具体的な取組み

として「知的基盤整備計画と連携し、国内での生物資源の整備・拡充、製品製造時の

汚染微生物などへの安全管理体制の整備・安全管理技術の向上を推進」することとし

て い る 。（ 参 照 文 献 ： バ イ オ 戦 略 2019 （ 令 和 元 年 6 月 11 日 ）

<https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/bio2019_honbun.pdf>）. NEDO 技術戦略研究セ

ン タ ー レ ポ ー ト  TSC Foresight Vol. 26 

<https://www.nedo.go.jp/content/100889316. pdf>）, 第 9回 産業構造審議会 商

務 流 通 情 報 分 科 会  バ イ オ 小 委 員 会  資 料 4 、 資 料 5 、 資 料

6<https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shomu_ryutsu/bio/009.html> ） 

NITEは、バイオ関連の分析・測定・実験プロセスのシステム化、自動化や、計測デ

ータの信頼性確保、さらには国際標準化等を図るために必要な技術的な支援を行うと

ともに、技術開発のためのリファレンスとなる微生物遺伝資源やその混合物に加え、

評価等に必要な情報を整備する。情報とは、微生物遺伝資源の全ゲノム情報、プロテ

オーム解析データ、メタボローム解析データ等の分析データ等があり、これらを収集

しビッグデータ化することにより、バイオ関連の分析・測定技術の国際競争力の確保

に貢献する。必要な解析技術については国際標準化を目指し、我が国のバイオ製品の

海外市場の獲得に貢献する。また、製品製造時の汚染微生物などへの安全管理体制の

整備と技術支援を行う。これらの微生物資源や情報を有効に活用するためのスキーム

やプラットフォーム（Ⅲ．２．で記載する「生物資源データプラットフォーム（DBRP）」）

を拡充し、ユーザーが必要としている資源や情報を利用するための環境を整備するこ

とにより、我が国の技術を活用した海外市場の獲得、ならびにバイオ関連の分析･測

定技術の信頼性向上により、バイオエコノミー社会の構築に貢献する。 

 

 

（４）健康・医療・食品 

世界的に生活習慣病が増加する中、世界の健康関連市場が拡大しており、加えて東

南アジア等の健康保険制度が発展途上にある国においては、医療に依存せず健康を維

持・増進するニーズが高く、健康に良い食は極めて有望な市場といえる。また日常生

活から医療まで様々なデータを取得し活用するヘルスケア市場・医療は欧米を中心に

各国が着目し、ウェアラブルデバイス・アプリ等のデジタル技術を使ったサービス・

機器の開発や、診断・治療法の研究開発が活発化している。 

 従来から微生物は様々な発酵工業に活用されてきたが、近年、同一環境に存在する

多くの微生物がヒトに対して様々な作用を及ぼすことが明らかとなってきており、食
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のヘルスケア産業創出や生活習慣病等の予防的対応の強化等による「健康・未病社会

の実現」等の社会課題の解決に貢献することが期待されている。一方、微生物利用が

進んでいる発酵工業においても、現状は単独培養もしくは少数の菌からなる複合培養

に限られており、微生物の持つ力をより効果的に利用するためには微生物単体に加え

て微生物群の能力を制御する技術開発が求められている。 

我が国の高齢化率は、2005年に世界で最も高い水準に達したが、平均寿命と健康寿

命（日常生活に制限のない期間）の差が約 10年間あり、今後、既に 40兆円にものぼ

る医療・介護費の急増が懸念され、健康寿命の延伸は喫緊の社会課題となっている。

この健康維持という観点から脚光を浴びている研究分野として、腸内微生物群があり、

免疫や代謝の調節、病原体の排除等、多様な役割を果たしていることが明らかになっ

ている。さらに様々な身体・精神への影響も示されており、既に米国を中心に腸内細

菌の制御による疾患治療剤の開発が進んでいる。また医療ではなく予防という観点か

ら、腸内微生物群の活動を望ましい方向へ誘導するメディカルフードや、活動状況か

ら病気の予兆を察知する技術の開発も期待されている。 

しかし多様な微生物からなる集団（＝群）のシステマティックな制御は難しく、こ

れまでその活用はノウハウに頼ってきた。この制御を実現するためには、微生物群の

状態を集団として定性的に正確に捉える技術や、その情報と他の微生物群を取り巻く

環境情報を結びつける基盤技術の開発を進めることが重要である。 

また 2020 年の新型コロナウイルス感染症の世界的な大流行は、感染症対策におい

て、イノベーションによる強靭な経済構造への転換の必要性に加え、データ戦略の重

要性が再認識された。 

様々な社会課題への貢献が期待される微生物群の活用は、昨今のバイオビッグデー

タの蓄積とその解析の進展によるところが大きい。健康･医療･食品分野において、世

界的な健康長寿国である我が国の生活習慣と健康に関するデータ、我が国の医療現場

に存在するリアルワールドデータの良質さ・豊富さ、日本食等健康長寿に資する食・

飲料は有望な資源であり、これまで分散し眠っていた健康・医療関連データをビッグ

データ化し、バイオテクノロジーと組み合わせることや、健康に良い食の解明・開発

とそのオーダーメイドな提供を通じて本市場領域を発展させ、健康・未病段階のセル

フケア・早期発見や予防、治療と重症化・再発予防を切れ目なく行う社会システムを

世界に先駆けて実現することは、世界市場の獲得へ繋がる。この社会システムを核に、

各個人から得られるデータを適切に収集・活用して医療・創薬・ヘルスケア産業各々

に必要なレベルでエビデンスが構築されれば、層別化・個別化されたサービスが展開

できる。また健康保険制度が発展途上にあり、十分に医療サービスを受けることがで

きない国においては、エビデンスに基づく食によるセルフケア等により健康を増進さ

せるというニーズに、我が国のバイオテクノロジーが貢献できると考えられる。（参

考文献：バイオ戦略 2019（令和元年 6月 11日）<https://www8.cao.go.jp/cstp/ 

bio/bio2019_honbun.pdf>, NEDO 技術戦略研究センターレポート TSC Foresight Vol. 
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33 < https://www.nedo.go.jp/content/100889316.pdf >） 

NITEは、上記産業を支援するために、ヒト常在及び住環境微生物、機能性食品や発

酵食品の製造に関与する微生物、医薬品開発に関与する微生物の整備を行うとともに、

メタゲノム解析等の計測データの信頼性確保のために、計測リファレンスを整備し提

供する。微生物遺伝資源の収集に関しては、分離源等の詳細な情報もあわせて整備し、

微生物遺伝資源と情報を有効に活用するためのスキームやプラットフォーム（Ⅲ．２．

で記載する「生物資源データプラットフォーム（DBRP）」）を拡充する。ユーザーが必

要としている資源や情報を利用するための環境を整備することにより、我が国の健康、

医療、食品に係る産業の市場獲得を支援し、バイオエコノミー社会の構築に貢献する。 

 

 

２．バイオとデジタルの融合のためのデータ基盤の整備  

 

（１）生物資源データプラットフォーム（DBRP）構築について 

内閣府未来投資会議では、「これまでの議論の経緯と今後の検討の方向性（平成 29

年 1月 27日日本経済再生統合事務局）」の中で、バイオ・マテリアル革命「公的機関

が保有する生物資源データを集約し解析するための基盤の構築や、生物資源の産業利

用にかかる更なる円滑化策や革新的バイオ製品の市場拡大策について検討する。」と

され、公的機関が保有する生物資源データの集約と解析基盤の構築が必要とされてい

る。 

さらに、経済産業省商務流通情報分科会バイオ小委員会の中間報告書（平成 28 年

6 月）においても「医療、農業・食品、化学などの各分野の研究機関や民間企業が独

自に収集している情報について、閲覧制限や権利関係に係る一定のルールを設けた上

で、統合・相互利用できるプラットフォームを整備することで、各機関で死蔵してい

る情報も含め広く有効活用を進めるべきである。」とされている。加えて、新産業構造

部会（平成 29 年 4 月 5 日）においても、データオーナーシップの明示及びデータ提

供者にメリットが還元される仕組みの構築と、バイオものづくりに係るリアルデータ

プラットフォームの構築に取り組むとされており、生物資源及び情報の相互利用にお

いて権利関係に配慮したルール構築が必要とされている。 

そのような背景のもと、現存するデータだけでは生命現象や機能・代謝経路を完全

には記述できていないことから、BRC に体系的に整理・保存された微生物遺伝資源に

情報を付加・整備していくことで、バイオとデジタルを融合するために必要となる基

盤を整備する必要がある。データ基盤整備として、公的組織、企業が保有する生物資

源のゲノム、遺伝子、培養・代謝関連データを仮想一元化するためのデータベース（以

下、「生物資源データプラットフォーム（DBRP）」という。）を構築し、令和元年 6月に

公開した。今後は、バイオ戦略に基づき以下のような段階を考慮しながら開発を進め
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ていくこととする。 

① NITE が保有する微生物遺伝資源に関する情報を登録し、検索をできるようにす

る。これにより生物資源データプラットフォーム（DBRP）を広く認知してもら

う・使ってもらうことを目指す。 

② 次のステップとして、NITEが保有する微生物遺伝資源に関する情報のみならず、

他機関（他の BRC・大学・企業等）が保有する有用な微生物遺伝資源に関する情

報も登録し、検索できるようにする。これにより、生物資源データプラットフォ

ーム（DBRP）上で有用微生物遺伝資源に関する保有者と利用者を結びつけるマ

ッチング機能の充実を目指す。 

③ さらに、生物資源データプラットフォーム（DBRP）を外部のデータベースと連動

し、微生物遺伝資源のポータルサイトとして活用することで、我が国が保有す

る生物資源およびその情報の流通を促進し、産業利用の機会を増加させる。こ

れにより微生物情報及び微生物遺伝資源そのものが有効活用され、産業界の発

展に寄与することを目指す。 

④ 将来的には、微生物遺伝資源に関連した情報が生物資源データプラットフォー

ム（DBRP）にますます集約されることでビッグデータとしての活用が可能とな

り、解析ツールとの連携により、共通課題を解決するためのバイオものづくり

支援や微生物リスク情報の統合等、産業界へのソリューション提供に活用され

ることを目指す。 

 

（２）プラットフォームとして各種の微生物遺伝資源に関するデータ基盤整備 

世界最先端のバイオエコノミー社会を実現するためのバイオ×デジタルを推進

するために、ユーザー利便性向上に向けた取り組みと、生物資源データプラットフ

ォーム（DBRP）に搭載するデータの拡充について方策を示す。 

 

①  微生物遺伝資源の基本情報の整備 

NITE では、引き続き、NITE 保有株（NBRC 株、スクリーニング株）の関連情報の

充実を行う。微生物遺伝資源に関連する情報としては、学名・培地情報・培養情

報・分離源情報・生理生化学的性質情報・遺伝子情報等の基礎情報に加えて、プロ

テオーム解析データやメタボローム解析データ等の解析情報を収集する。微生物

遺伝資源の取扱いに長けた熟練者にとっては一般的な知識であるが微生物遺伝資

源の取扱い初心者にとって役に立つ Tipsのような情報も充実させる。SIPや NEDO

をはじめとした国家プロジェクト等で得られた情報の取り込みを推進する。公的

機関や企業等と連携した情報の取り込みも推進する。 

 

② 微生物遺伝資源の関連情報の整備 

前項で示した基本情報に加えて、バイオ戦略 2020に基づき、Ⅲ．１．で示した市
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場領域に関連した微生物遺伝資源に紐付く情報に加え、それらの全ゲノム情報、

プロテオ―ム情報、メタボローム等のオミックスデータも含め、生物資源データ

プラットフォーム（DBRP）への収載を実施する。 

SIPや NEDOをはじめとした国家プロジェクト等で実施されている先進的測定技術

に協力し、データ取得を行う。 

収集された産業上有用な微生物遺伝資源についても同様に、全ゲノム情報やプロ

テオーム情報を収集し、メタゲノム解析やメタボローム解析と組み合わせて、真

に有用な微生物遺伝資源に紐付く情報の整備を実施する。 

産業界との情報交換の中で、生物資源データプラットフォーム（DBRP）をハブプ

ラットフォームとする構図を描き、産業界のニーズに基づく情報の収集に貢献す

る。 

 

③ 利活用を促進する取り組み 

政府全体のデータ基盤整備・データ連携の取組を踏まえて、異分野を含む幅広く、

柔軟なデータ連携を可能とする環境を構築し、SIP、PRISM、ライフサイエンスデ

ータベース統合推進事業等の幅広い事業との連携を図る。その際、デジタル社会

構築タスクフォースの取組や統合イノベーション戦略の「研究データ基盤の整備・

国際展開」のを踏まえて進める。生物資源データプラットフォーム（DBRP）の検

証、改善は、バイオデータ連携・利活用に関するガイドライン（仮称）を踏まえ、

持続可能性、標準化、国際相互運用性等を考慮しつつ、市場領域ロードマップの

検討に基づき推進する。（参考文献：バイオ戦略 2020（令和 2 年 6 月 26 日）

<https://www8.cao.go.jp/cstp/bio/bio2020_honbun.pdf>） 

 

 

（３） 他機関とのデータ連携の推進 

様々な生物資源データを掛け合わせることで、より価値が向上する可能性があるこ

とから、生物資源データプラットフォーム（DBRP）に搭載するデータの充実を図ると

ともに、他機関とのデータ連携を推進する。生物資源データプラットフォーム（DBRP）

へのデータの集積を加速するため、国等のプロジェクト成果の収集や民間企業等が取

得したデータの充実、産業界との連携における協調領域での活用を行う。生物資源デ

ータプラットフォーム（DBRP）に集積したデータは、微生物遺伝資源のユーザーが認

知できるようになり、それらのデータの活用が図られることとなる。生物資源データ

プラットフォーム（DBRP）は、アプリケーション・プログラミング・インターフェー

ス（API）によりデータの検索及び閲覧を可能とし、一部のデータについては閲覧制限

を設定することでデータ利活用における「オープンアクセス・クローズドアクセス」

機能の利活用を図る仕組みを導入する。生物資源データプラットフォーム（DBRP）に

集積したデータは、微生物遺伝資源のユーザーの手元にある情報機器に保存して活用
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できる仕組みも検討する。 

また、様々なデジタルデータから生物資源そのものにたどり着き、研究材料として

活用できるような仕組みの実現も検討する。 
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３．微生物遺伝資源等の基盤強化 

 

（１）法執行支援業務 

 

① カルタヘナ法に関連する運用改善 

 

 (ア) 遺伝子組換え生物の開放系利用における審査支援体制整備事業 

ジェット燃料等の製造を目的として、屋外で太陽光と二酸化炭素を利用した培

養を行う組換え藻類について、第一種使用規程の作成と、その使用による生物多

様性影響評価、さらに第一種使用申請の審査支援が可能となるよう実証実験に基

づく体制整備を行う。 

 

(イ) 遺伝子組換えバキュロウイルスを用いて生産された試薬の取扱検討 

試薬製造に利用されている組換えバキュロウイルスについて、生物多様性影響

評価として自然条件を模した実証実験を行い、組換えバキュロウイルスを用いて

生産された試薬の適切な取扱が可能となるような検討を行う。 

 

上記に加えて、経済産業省の法執行支援として事業者のニーズに応じた改善を行う。 

 

②遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関す

る指針（ABS指針）関連業務の強化 

 

（ア）遺伝資源国内取得書の普及 

我が国に存する遺伝資源については、我が国以外の国に対して輸出等する場合

において、我が国国内において取得されたことを示す書類が求められる場合があ

り得る。この場合において、遺伝資源が国内において取得されたことを示す書類

の発給は、我が国に存する遺伝資源の取得の機会の提供及びその利用から生ずる

利益の公正かつ衡平な配分が的確かつ円滑に実施されることに資するものである

ことから、遺伝資源国内取得書の普及を推進していく。 

 

(イ) 遺伝資源の移転に係る契約条件に関する相談 

海外から我が国への遺伝資源の移転の知見、外国の名古屋議定書担保措置の情

報などをもとに、相談窓口を介して、遺伝資源の移転に係る適正な契約条件に関

する相談の対応を行う。 

 

③ 各国の法規制情報等の整備 

 

各国の遺伝資源のアクセス手続きについて、法律等で規定されていない部分も含め

て調査を行い、整理した情報をホームページ等で公開する。 
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（２） 微生物遺伝資源と技術基盤 

 

 バイオ戦略 2019 及び 2020 に基づく、今後市場が見込まれる 4 つの分野（『バイオ

生産システム・ものづくり』、『循環型社会の実現』、『我が国の技術を活用した海外市

場の獲得』、『健康・医療・食品』）に対し、その実施に向けた共通の技術基盤の整備を

実施する。具体的には、産業上有用な微生物遺伝資源とそれら情報を積極的に収集し

提供することによって利用を促進する。適切に管理された微生物遺伝資源は、例えば

日本薬局方、JIS(日本産業規格)、ISO(国際標準規格)等に定められた試験で用いられ、

産業界等における様々な業種での安定的な製造及び流通等の基盤の確保に貢献する。

これら技術基盤整備の確実な実施のために、微生物遺伝資源の受入と提供に必要な技

術、分離・培養技術、品質管理技術、長期保存技術の向上、さらに微生物分類学に関

する知識と最新の動向把握を行う。 

微生物遺伝資源の受入から提供までの一連の基本的な BRC機能については、作業の

効率化を検討し、オンライン登録等の自動化を積極的に取り入れ、ユーザーの視点に

立ったより良いサービスを目指す。 

ユーザーニーズの把握に努め、産業ニーズの高い微生物遺伝資源の整備を可能とす

るために、ドロップレットを用いた新しい微生物分離技術や、難培養微生物や複合微

生物系の培養及び保存の、新しい分離技術や培養技術の習得に努め、知的基盤整備に

必要な技術の向上と継承を行い、産業上有用な微生物遺伝資源に関する技術基盤の充

実を図る。 

基本的に、微生物遺伝資源の提供は複製物で行うことから、その複製物の作製から

保存、提供までの各プロセスにおける工程管理と微生物遺伝資源の品質管理は重要な

作業である。NITEはこれまで、科学技術の進歩にあわせ、リボソーム RNAのようなハ

ウスキーピング遺伝子に基づく分子系統的解析、さらには、微生物のタンパク質を標

的にした マトリックス支援レーザー脱離/イオン化飛行時間型質量分析（MALDI-TOF 

MS）を品質管理に導入してきた。近年では、ゲノム解析技術の発展により微生物の全

ゲノム情報の取得が容易になったことから、ゲノム情報を用いた微生物遺伝資源の株

間の相違や、様々な機能の推定が可能となってきている。必要に応じて全ゲノム解析

技術を導入し、生物遺伝資源の品質管理への活用と情報付加を実施する。さらに、ヒ

ト腸内環境や土壌環境の微生物研究が進む中、複数の微生物の相互関係による新しい

機能が注目を浴びていることから、複合微生物系の知的基盤整備への期待も大きい。

将来を見据え、複合微生物系の取り扱いと品質管理に有効なメタゲノム解析やフロー

サイトメーター等の技術基盤の整備も検討する。 

安定的に微生物遺伝資源を保存・提供するためには、長期保存技術は欠かせない技

術である。しかしながら、担子菌類や微細藻類をはじめとした一部の微生物は、一般

的な微生物保存法（乾燥保存法や凍結保存法）の適用が困難である。そのため継代培

養に頼らざるを得ない状況であるが、ゲノム変異や人為的要因によるリスクも高いこ
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とから、新しい長期保存技術の取得や導入にも取り組みながら、微生物遺伝資源の確

実な保存を実施する。なお、企業等が保有する生物遺伝資源のバックアップサービス 

を継続的に実施し、企業等における生物遺伝資源の消失リスクを低減し、引き続き安

定的な微生物遺伝資源の利活用を支援する。 

微生物遺伝資源は学名と株番号によって管理され、微生物の学名は、ユーザーとの

コミュニケーション並びに微生物データベースとの連携に欠かせない情報である。一

方、微生物の学名は、科学の進歩による微生物分類学の変遷と共に、大幅な修正が重

ねられてきているという歴史がある。原核生物では、2018年よりゲノム情報に基づく

微生物種の定義がされつつあり、分類体系の再編が活発に行われている状況である。

よって、NITEでは、微生物群毎の分類についての基本的知識に加え、分類学の最新の

情報把握を行う必要がある。具体的には、学術論文等からの情報収集の実施と、国内

外の BRCや微生物分類学の国際的なコミュニティへの参加を行い、最新の情報の入手

と発信に繋げていく。また、過去に寄託された微生物遺伝資源の学名を見直し、新し

い情報への変更と情報発信を実施する。 

 

（３）利用環境整備 

 

微生物資源管理を取り巻く環境の変化や、協調領域と競争領域を意識した産業形態

の変化を背景に、微生物遺伝資源の利用形態、バイオバンキングの国際標準化への対

応、微生物遺伝資源の利用に関する環境作り、企業や公的機関等との連携による産業

支援のあり方について、中長期的視野に立って世界最先端の BRCとしての今後の取り

組みを検討していく。 

微生物を用いたものづくり産業では、これまで企業が独自に所有している微生物を

用いる場合が多く、広く公開された微生物遺伝資源を産業に直接利用するケースは少

ない。NITEが保有する多種多様な微生物遺伝資源の直接的な利用に関し、産業界から

微生物株の優先的利用について要望が出ているところである。NITE がスクリーニン

グ用として提供しているスクリーニング株について、産業界でより有効に活用される

ために、公共性を担保した優先的利用等の新たな提供制度の検討を行う。 

 2018年、国際標準化機構より国際認定規格 ISO 20387「バイオバンキングの一般要

求事項」が制定された。本規格では、微生物遺伝資源を含む、ヒト生体材料、動物、

植物等すべての生物資源を対象としている。本規格が制定された背景には、BRC から

提供される生物資源の品質の重要性がある。2007 年に公開された OECD による「生物

資源センターのためのベストプラクティスガイドライン（OECD バイオテクノロジー

作業部会）」においても品質管理された材料と情報が研究開発に重要であることが記

されており、その後、微生物分野では、グローバル BRC ネットワーク（Global BRC 

Network, GBRCN）において BRCの標準化について議論されてきた。NITEでは、2006年

12月に ISO 9001認証を取得し、利用者へのサービスを実施してきたところである。
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現在では、年間約 2,500件、約 8,000株の分譲実績があり、世界を代表する BRCとし

て国内外から認識されているところである。バイオ産業のグローバル化を鑑み、BRC

の国際認定規格の把握と、関連する ISO規格情報の収集と分析に努め、世界に遅れを

とることなく産業界ニーズに対応した知的基盤を目指す。 

人体への安全と、環境への配慮に即した微生物遺伝資源の利用のために、微生物等

の安全情報の提供を引き続き実施していく。NITE では、バイオセーフティーレベル

（BSL）に関する情報を発信してきた。今後も、国内外の法令等から微生物有害情報を

収集し、新しい学名との紐付けを行い、定期的な更新をしつつ、微生物安全情報の提

供を行う。さらに、有害性に関するゲノム情報の提供も実施し、ゲノム情報からの有

害性の推定を支援する。 

 国内においてバイオベンチャー企業の育成が進む中、NITE が有する難培養微生物

等の培養技術や複合微生物系の取り扱い技術、その他分析技術を企業等に技術移転し、

微生物の利用促進を図る。さらに、微生物遺伝資源の提供について、外部リソースの

活用によるユーザーの利便性向上を検討する。 

 

以上のように、バイオ戦略に沿って、微生物遺伝資源と微生物情報の提供について、

世界に先駆けて整備していくことにより、我が国のバイオ産業の発展とバイオエコノ

ミー社会の実現に貢献する。また、進みの早いバイオ産業の動向と歩調を揃えて対応

し、国内外の、産業界、学術界、微生物遺伝資源センターとの情報交換を積極的に実

施し、世界最先端の BRCとして発展することを目指す。 
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４．人材育成 

 

経済産業省の政策等を踏まえて、産業界・アカデミアとのクロスアポイント制度等

の創設やインターンシップ等の利活用による、次世代のバイオとデジタルとの融合を

担うバイオ系データサイエンティストの育成について、経済産業省と連携した取り組

みを検討する。 
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Ⅳ．まとめ 

 

各国でバイオエコノミーを推進するための戦略が策定されており、我が国において

も 2019 年 6 月にバイオ戦略が策定され、我が国の特徴として「多様な生物遺伝資源

の蓄積」が挙げられている。 

微生物遺伝資源分野では、第 1期及び第 2期の知的基盤整備計画に基づき約 90,000

株の微生物遺伝資源を整備し、世界トップクラスの微生物遺伝資源機関の維持・向上、

微生物遺伝資源の情報付加、利用促進等を実施してきた。我が国の強みであり、これ

を活かしていくことが重要である。さらに、バイオ戦略ではバイオとデジタルの融合

を実現するデータ基盤の整備に重点が置かれている。 

このような背景に基づき、第 3期知的基盤整備計画では、バイオとデジタルの融合

のためのデータ基盤の整備として、公的組織、企業が保有する生物資源のゲノム、遺

伝子、培養・代謝関連データを仮想一元化するためのデータベース「生物資源データ

プラットフォーム（DBRP）」の段階的開発の方策を示し、利活用を促進する取り組みを

通じて新たな価値創造を目指す。 

また、微生物遺伝資源等の基盤強化として、カルタヘナ法に関連する運用改善等の

法執行支援業務、微生物遺伝資源と技術基盤の整備、微生物資源管理を取り巻く環境

の変化や協調領域と競争領域を意識した産業形態の変化等を背景とした利用環境整

備について整理し、世界最先端の BRCとして発展することを目指す。 

策定した整備計画により、バイオ戦略に基づき今後市場が見込まれる『バイオ生産

システム・ものづくり（バイオファウンドリー）』、『循環型社会の実現・廃棄物処理』、

『我が国の技術を活用した海外市場の獲得』、『健康・医療・食品分野』の 4つの分野

における事業活性化に貢献し、バイオ戦略に掲げられている全体目標「2030年に世界

最先端のバイオエコノミー社会を実現」の達成に向けた取り組みを進める。 

 

  



108 
 

Ⅰ．地質情報に関する現状認識 

１．地質情報とは 

 地質情報は、地表及び地下に分布する地層・岩石の特徴、地質時代、分布、構造を

表現した地理空間情報の一つであり、現在、地質図やデータベースとしてまとめられ

ている。我が国では、陸域地質図や海洋地質図など国の基盤的な地質情報や、都市域

の 3次元地質地盤図、海陸シームレス地質情報集、活断層データベース、火山地質図、

鉱物資源図、水文環境図など目的に応じた地質情報が整備、提供されている。 

地質情報の整備は、設立以来 130年を超える長きにわたり、国立研究開発法人産業

技術総合研究所地質調査総合センター（旧通商産業省工業技術院地質調査所）が中核

機関を担っている。これまで地質図等の国土の基盤情報の整備のほか、地圏の環境と

資源に係る評価技術の開発、地震・火山噴火等地質災害の予測に資する研究などを進

めてきた。 

地質図幅の整備に代表されるように、地質情報の整備は険しい山岳地帯の踏破をは

じめとした地道な調査と解析作業を基にしたものが多く、非常に時間と労力がかかる。

例えば、5 万分の 1 地質図幅の整備は、1 区画（1 枚）あたり大体 2～3 人またはそれ

以上の人員を要し、4～6年の歳月がかかる。 

 

２．地質情報整備の重要性 

我が国は地質学的な変動帯に位置することから、激しい地殻変動の蓄積による急峻

な地形や、様々な時代・種類の岩石が混在する分布など、世界的に見ても変動的で複

雑な地質構造を有している。このような地質条件に加え、我が国は地震・津波、火山

噴火、土砂災害等の地質災害を有史以前から繰り返し経験してきた災害大国である。

従って、我が国において産業立地・資源エネルギー・防災計画等を的確に実施するた

めには、地層や岩体の分布、それらの特性に関する位置精度と確実度が高い地質情報

が必要である。特に防災に関しては、既存の地質情報を活かしきれずに、その対策が

不十分であった場合には、発生した地質災害が想定外の甚大な被害に発展する恐れが

ある。 

近年、災害から人命、財産を守るための施策(例えば、Sendai Framework for the 

Disaster Risk Reduction 2015-2030)、復興時の土地利用や環境評価、高度経済成長

期に整備された社会インフラの老朽化対策等、地質情報の利活用が期待される社会的

課題が多くなっている。すなわち、地震・津波、火山噴火、土砂災害等の地質災害に

ついての基本的な知識と地域的な特性を、国・自治体から一般市民レベルまでがあら

かじめ共有し、将来の災害に対して正しく恐れ、正しく備えることで、被害を最小限

にとどめられる社会の構築が必要である。 

国が整備した地質情報は、人々の生活や社会経済活動を支える重要かつ基礎的な情

報として、また、地方自治体の防災・環境保全等の対策や、事業者立地・宅地造成の

判断の材料として幅広く利用されているが、特に 2011 年の東日本大震災以降は、自
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治体における防災対策の見直し、企業における BCP（事業継続計画；Business 

Continuity Plan）策定の必要性、活断層データベースへの一般市民からのアクセス

の急増に代表される地質災害リスクに対する意識の高まり等に表れているように、地

質情報の重要性が再認識されている。 

また、資源の枯渇化が懸念される現在の社会情勢において、安全且つ安定した地圏

資源の確保は未来の社会を支えるための重要な課題である。鉱物・燃料資源、地下水

資源、地中熱利用等は、国内や海外においても生活の基盤となる重要な地圏資源ある

いは省エネ技術であり、これらの開発に関わる品質の高いポテンシャル評価は、その

開発を手掛ける民間企業等にとって利用可能な重要な指標となる。さらに、2050年カ

ーボンニュートラルへ向けたグリーン成長戦略では、洋上風力発電等の海洋再生可能

エネルギーの利用が重点分野の実施計画として挙げられており、それらの政策の基礎

になる海洋地質情報の重要性は高まっている。 

以上のように、地質情報は国土の持続可能な利用と安全・安心な社会の構築のた

めに国家の公共財として整備されるべきものである。 

 

３．地質情報の利活用事例 

 このように、地質情報は国土の持続可能な利用と強靭な社会の実現のために不可欠

な基礎情報である。以下では代表的な利活用事例を紹介する。 

（１）地質図幅等の基盤的地質情報 

①陸域地質図 

国、自治体、民間企業等において、信頼性が高い国の基盤情報である陸域の地質図

は、以下のような基礎資料として幅広く利用されている。 

・国土交通省の深層崩壊推定頻度マップ等の防災・減災対策 

・自治体や民間企業が実施する土木工事や建築工事等に必要な各種地質調査の準備、

事前検討 

・民間企業が実施する資源・エネルギー探査 

・ジオパーク等、各地の名勝の説明のための基礎資料（観光資源） 

・学術研究の基礎資料 

②海洋地質図 

 公的機関、自治体及び民間企業等において、海域の鉱物資源探査、海域の活断層や

火山の評価のための基礎資料として利用されている。 

③ウェブサイト上の地質情報 

 2012年に「地質図 Navi」(https://gbank.gsj.jp/geonavi/)が、2017年には「20万

分の 1 日本シームレス地質図 V2」(https://gbank.gsj.jp/seamless/v2.html)が公開

された。これらはパソコンの画面上のみならず、タブレットやスマートフォン等の携

帯端末で閲覧可能で、いつでもだれでも無料で利用ができるようになっている。特に

「地質図 Navi」は活断層や第四紀火山などの地質情報を地質図に合わせて表示でき
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るほか、他機関の配信データも重ねて表示できる。業務や研究において、多様な地質

情報を一度に収集すること等に役立てられている。 

（２）利用目的に応じた地質情報 

①3次元地質地盤図 

地震調査研究推進本部（以下、地震本部）の地下構造モデルの高度化や、国や自治

体、民間業者による都市インフラ整備、地下水流動・地質汚染調査に利用されている。 

②火山地質図・活火山データベース 

富士山ハザードマップ改定のための資料に「富士火山地質図」が利用された。また、

噴火シナリオの予測や被害予測、避難場所の選定など地域の防災計画の策定等に役立

てられている。 

③活断層データベース・津波堆積物データベース 

自治体等において、防災計画、耐震改修促進計画等を策定する際の基礎情報として

利用されている。熊本市など複数の地方自治体で、活断層調査計画の策定等の際の一

次資料として「活断層データベース」が利用された。自治体が整備したこれらの資料

は、地質コンサルタントや不動産会社等が工場立地計画や不動産評価及び地震災害評

価に利用している。また、多くの一般市民によって、身近な断層や津波堆積物の調査

結果に関する地質情報把握を目的とした閲覧がなされている。 

④水文環境図 

地域の地下水情報の把握に関わる調査全般、また地下水資源の適切な利用・管理が

なされていないことに起因する諸問題の解決のための基礎資料として利用されてい

る。また、最近は、持続可能な省エネルギーシステムとしての地中熱利用システムに

関して、地下水流動による効率的な熱交換を実現させるための基礎資料として利用さ

れている。 
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Ⅱ．整備計画及び利用促進方策の策定に関する基本的な考え方 

１．長期的視座に立った現状課題と将来目標の分析 

過去 20 年間の二期にわたる知的基盤整備計画により、地質情報の整備・発信の推

進とともに、地質災害軽減、資源の開発、地球環境の保全に関わる様々な課題解決の

ための研究開発が行われてきた。その中で、災害と恩恵という自然現象のマイナスと

プラスの両面を理解し、地球と共生していくという認識が社会の様々な場面で広がり

つつある。 

第１期知的基盤整備計画（2001 年度～2010 年度）では、世界最高水準の高精度な

地質図類の網羅的・体系的整備を進め、20万分の 1地質図幅の全国完備と主要 4島周

辺海域の海洋地質図の整備、「全国地熱ポテンシャルマップ」の整備を行なったほか、

全国統一凡例による「20 万分の 1 日本シームレス地質図」の公開等を行った。また、

地質情報について一般市民の理解を増進する目的で、地質標本館を核として、「地質

の情報がなぜ必要か、どこに使われているか、どんな可能性があるか」を伝えるイベ

ントを展開した。さらに、地質情報展などの一般市民を対象にしたイベントを通じて、

地質の研究成果が享受される社会の形成に取り組んだ。 

第２期知的基盤整備計画（2011 年度～2020 年度）では、継続的な国土の地質情報

整備により着実に整備目標を達成した。特に 2011 年東日本大震災等を契機に、主に

防災という観点から、重要な産業施設が立地し人口の密集する地域を優先対象とする

な 

図１．第１期・第２期知的基盤整備計画における地質情報の整備達成状況 
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ど地質図整備地域の重点化を行い、効率的かつ質の高い情報整備を進めてきた。その

一環として、自治体などが保有する膨大なボーリングデータを共有し、基準ボーリン

グ調査による地質解釈を与えた詳細な 3次元地質地盤図の作成に新たに取り組み、千

葉県北部地域版を公開した。また活断層・火山等データベースや東・東南アジア地域

の各種地質情報を共有する総合システム等の整備や、「20 万分の 1 日本シームレス地

質図 V2」の公表など、地質情報のウェブ配信等による利活用を推進するとともに、自

治体や民間技術者を対象とした火山・地震の防災に関する研修を行うなど人材育成に

努め、さらに地質情報の利活用の出口戦略を模索するなど、時流に合わせた地質情報

の発信に尽力してきた。また、地質業界以外の一般市民や中堅・中小企業などによる

地質災害リスクへの関心の高まりに対応して、わかりやすく使いやすいコンテンツの

整備・提供、地質情報の提供・配信システムの高度化などに取り組んできた。さらに、

政府が進めるオープンデータの利活用に対応し、地質情報に係る「公共データの二次

利用の促進」に向けた環境整備（例えば、利用ガイドライン作成など）に取り組んで

きた。第２期知的基盤整備においては、PDCAサイクルを稼働し、効果分析を踏まえ柔

軟に整備計画を見直しながら実施してきた。 

第１期・第２期の取り組みにより、特に地震・津波、火山噴火等の地質災害、資源

開発その他国土の利用に資する地質情報の利活用事例は増えつつある。地質情報への

関心と需要は高まり、ウェブ配信のアクセス数は右肩上がりの上昇を示すなど、地質

情報の利活用の場が醸成され広がりつつあると評価される。 

こうした中、近年では新たな社会課題の解決に向けた地質情報の利活用の課題やそ

の可能性が高まっている。地球温暖化の進行に伴い、極端な気象変化や台風等の気象

災害が相次いでおり、豪雨による土砂災害の防災・減災に資する地質情報の充実化と

省庁間の連携が求められている。また、超巨大地震やカルデラ噴火などの低頻度大規

模災害に対しても、国や自治体を主体とした対策に地質情報の活用が期待される。さ

らには、新型コロナウイルス禍において自然災害が生じた際に感染症の拡大による複

合災害に対処するための社会のレジリエンス向上もまた喫緊の課題である。災害時補

助水源としての地下水利用の拡大も期待される。環境の面においては、森林減少の把

握や地下水環境の利用に関して 2030年を見据えた持続可能な開発目標（Sustainable 

Development Goals:SDGs）にも合致する活動の推進が求められている。エネルギー・

資源の面においては、2050 年カーボンニュートラルへ向けたグリーン成長戦略の中

で、再生可能エネルギーインフラ、特に洋上風力発電の建設地の選定等で地質情報の

利活用が期待できる新たな状況が生まれてきている。上記のような新たな地質情報の

利活用を見据え、超スマート社会（Society 5.0）の実現に向けて地質情報をデジタ

ルデータ化または今後進展の見込まれる AI などでの機械利用に対応させ、社会の情

報インフラに組み込んでいくことで未来のイノベーションを支えるビッグデータと

する取り組みの強化が求められる。 
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一報で、地質現象やその情報は未だ多くの人々において縁遠い現状がある。その背

景には通常の生活では見えづらい地質の実態や、実感が難しい地質現象の時間スケー

ル、日本社会における地学教育の不十分さ等がある。これらを払拭するためには、一

般社会への地質情報のさらなる普及と浸透に努め、国、地域、一般、それぞれのレベ

ルでの地質情報の常識化・共有化を進める必要がある。また、グローバル社会に対応

する地質情報の国際的信頼性を担保し、ステークホルダーを意識した情報提供と人材

の育成に焦点を当てた取り組みを中軸に据え、一般市民が地質災害に対して正しく恐

れ正しく備えるための地質リテラシーの向上に努めることを意識した、普及・啓蒙活

動の一層の推進が必要である。 

 

２．現状課題と将来目標の分析を踏まえた取組方針 

新たな地質情報の整備計画においては長期的な国家的事業の支柱となる基盤的地

質情報の整備を継続しつつ、防災・減災などにおいて今後予想される状況や需要の変

化に柔軟に対応できる地質情報の整備とそのデジタル発信を中軸に据えた。 

（１）基盤的地質情報の整備 

国土の持続的利用を可能とするための基盤的な地質情報の整備を行う。利用頻度が

高いと予想される地域の地質図類の整備を重点的に進める。また、国土の地質情報を

ユーザーがより利用しやすくするための標準化・体系化、学術的な信頼性を向上させ

るための技術開発と分析標準の確立、学術的根拠に基づく地質資試料のアーカイブ化

と利活用システムの充実を推進する。 

（２）健康・長寿 

地質情報を観光に活かすジオツーリズムが、国内外のジオパークを中心として盛ん

になりつつある。ジオツーリズムでは、地質情報に基づく大地の歴史のストーリーに

着目し、これまであまり観光の対象とならなかった大海岸や山間に点在する地質学的

な見どころ（ジオサイト）の観光的価値を高めようとしている。そうしたサイトを巡

る健康ウォーキングのようなイベントが各地のジオパークなどで開催されており、地

域住民や観光客の健康増進に寄与している。地質情報を整備してわかりやすく提供す

ることを通じてジオツーリズムを支援し、健康増進につながる観光と地域活性化に貢

献する。 

（３）食・文化 

地質情報の利活用により、地域振興等に資するこれまでにない新たな食・文化の価

値を生み出す可能性がある。例えば地下水については、懐石・精進料理、豆腐、酒や

湧水を用いたワサビ田、ミネラルウォーターなどと深い関係があり、農業利用や養魚

業にも大きく貢献している。こうした用途と、地下水の水質・地質を関連付けて情報

発信を行うことで、他の地域にも地下水の様々な利用法が広がっていくと期待される。

また、土壌は地質の影響を受けることから、地域の地質に合った栽培種のアセスメン

トやブランド化などに地質情報は有用な情報である。こうした新たな分野に対し、分
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野融合的に協力関係を図ることで、他機関との連携強化と利活用を見据えた情報発信

を行う。 

（４）環境 

地理空間情報発信機関との連携を進め、地上観測技術及び土地変化抽出技術の開発、

表層土壌の汚染評価等に資する地球化学情報の把握を実施し、資源開発の効率化とと

もに、陸の豊かさ向上（森林・土地劣化対策・生物多様性等）や地質災害のモニタリ

ングの高度・高性能化を目指す。 

（５）資源・エネルギー 

将来の地圏資源開発の促進と安定的供給に向け、各資源開発に適した地質情報の整

備を推し進め、豊かで安定化した社会を実現する。昨今海外からも注目されている国

内鉱山資源についても体系化した情報整備を進める。海洋においては、レアアース泥

や未利用エネルギー等の開発に向けて、大学や他機関と連携しながら新たな技術開発

を進め、資源量評価及び環境モニタリングを行う。地下水については、公共の重要な

資源であることをアピールしながら、その資源量や水質分布等の情報を整備し、開発

企業への重要な指標としての利用を促進する。 

（６）防災・セキュリティ 

防災・建設業・農林水産業等、他省庁や他研究機関と連携して、地質情報に関わる

多角的な利活用の新展開を図る。自治体、法人、個人レベルの防災ニーズに応えられ

る地質情報の普及・啓発を推進する。具体的には、国や自治体が作成するハザードマ

ップ等の防災施策に貢献するため、活断層・火山情報とそこからもたらされ得る地震・

火山災害について、最新知見に基づく正確な情報を提供し、将来の災害リスクに対し

て正しく備える環境整備を実現する。また、産業や人口が集中する都市部や沿岸域の

産業立地計画等において地盤地質の評価を強力に推し進め、事前に整備された地下の

地質地盤情報を活用して、地震災害や地下水評価等を行い、経費増大・工期延長等の

リスクを低減して適正な施策を可能とするシステムを確立する。 
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図２．第 3期知的基盤整備計画における地質情報の長期的な取組方針 

 

 

（７）横断的課題 

日本で唯一の「地質の調査」のナショナルセンターとして、窓口機能を強化する。

自治体・法人・個人全てに向けた地質情報の整備と発信の拡充とともに、それに関わ

る人材育成を積極的に展開する。そのためには、他機関との連携を一層強化し、例え

ば「地質図 Navi」の充実化を図るなどワンストップな情報提供・発信を強化する。公

的研究機関としての情報発信と並行して、個別の地質調査研修、普及講演等、専門家

から一般レベルの様々な対象に向けた人材育成や普及事業を充実させ、自治体職員や

民間事業者、さらには国際人材への研修を通して地質情報の二次利活用支援を行う。 

被災した自治体が速やか且つ適切な対応が取れるよう、火山地質図や活断層データ

をはじめとした地質情報の提供、緊急調査で得られた情報の提供及び情報提供への積

極的な対応を行う。そのために、自治体や防災関係研究機関との連携を強め、自然災

害リスクの評価・低減につながる技術開発や地質情報の可視化、地質リスクの低減の

ための基礎データ提供を進める。 

いずれの分野においても、未来に備えるために必要な情報整備の加速化とそのため

の事業拡充及び人材育成が必須である。 
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Ⅲ．新たな「知的基盤整備計画」 

１．国土の持続可能な利用と強靭な社会の実現に向けた地質情報の充実 

社会的な要請に迅速かつ的確に応え、わが国が地質情報に関する国際的な優位性と

独自性を発揮するためには、国土の保全・管理、環境保全、資源・エネルギーの安定

的確保等の多様な要請に応えることができる基盤的な地質情報を、重点化及び効率化

を図りながら充実する必要がある。以下では国土の基本情報としての基盤的地質情報

について、その具体的な整備計画を述べる。 

 

①陸域地質 

【現状と背景】 

陸域地質図は、国土の持続可能な利用と災害軽減等の安全・安心な社会の実現のた

めに整備されるべき国家の公共財である。陸域地質図は国・自治体・民間企業等にお

いて、ハザードマップ、防災対策、ライフライン構築、産業立地、資源開発、観光開

発の基礎資料として幅広く利用されている。現在、陸域地質図として、5 万分の 1 地

質図幅、20万分の 1地質図幅を作成し、「20万分の 1日本シームレス地質図 V2」をウ

ェブ配信している。 

5 万分の 1 地質図幅は、岩石や地層、断層等の分布を高い位置精度で示した最も基

本的な地質図であり、都市基盤整備及び地質災害軽減のために人口が密集する関東〜

東海地域と地方中核地域、また日本列島の地質標準が確立できる地域が優先的に整備

されてきた。20万分の１地質図幅は、広域的な地質の分布や地質構造を示し、日本の

骨格を理解するために必要であり、2010年に全国 124区画の整備が完了した後、主に

1950〜60年代に作成された古い地質図幅の改訂を進めた。「20万分の 1日本シームレ

ス地質図」（2006 年公開）は、新たな地質学的知見を加え、さらに凡例を詳細化した

「20万分の 1日本シームレス地質図 V2」を 2017年に公開した。 

内閣府が主導する国土強靱化への寄与、観光資源の発掘など、利活用成果の最大化

のためには、さらなる整備地域の重点化を進める必要がある。また、内閣府の「地理

空間情報の活用推進に関する行動計画（G空間行動プラン）」では 5万分の 1地質図幅

の整備が位置づけられ、地理空間情報として他種情報と重ね合わせ可能な形式での整

備が重視されている。そのため地質情報について、地理空間情報として解析可能な形

式でのオープンデータ化が求められている。 

 

【中期目標】 

5万分の 1地質図幅は、国土の利活用を促進するため「地質災害軽減」、「地域振興・

地方創生」、「地質標準の確立（学術的重要性）」の視点から重点化地域を位置づけ、こ

れらの要素が強い地質図幅から、優先的に 17区画の整備を進めていく。 

20万分の 1地質図幅は、旧来の地質解釈に基づいて作成された 1950年〜70年代の
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古い地質図幅について、プレートテクトニクスの考えを導入し、また新たな地質学的

知見を加え、3区画の改訂を進めていく。「20万分の 1日本シームレス地質図 V2」は、

最新性を確保するため、改訂された 20 万の 1 地質図幅の成果及び最新の知見を速や

かに更新し、詳細化した凡例を反映させていく。 

図３．重点化地域での 5万分の 1地質図幅作成 

図４．20万分の 1地質図幅の改訂とウェブ配信 

 

【長期目標】 

5万分の 1地質図幅は、重点化地域の地質図幅作成を進め、合計 34区画の整備を進

める。また現在一部の図幅のみで提供している GISデータ（シェープファイル・ベク
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トルファイル）についても公開を拡充していく。20万分の 1地質図幅は、合計 6区画

の改訂を進める。「20 万分の 1 日本シームレス地質図」は、専門性を求めた高精度な

V2を随時更新していく。その一方使いやすさを求め、凡例など簡略化した 200万分の

1などの小縮尺地質図版の作成を行うほか、3D表示などより分かりやすく表示させる

機能を追加していく。土砂災害などの地質災害の防災や減災へ向けた地質情報の利用

拡大を目指す。現在、地質調査技術を有する若手が急減している。リサーチアシスタ

ント制度・技術研修などを活用し、学生に地質調査技術を伝え、若手の育成を行う。 

 

②海洋地質 

【現状と背景】 

海洋基本計画（第３期：2018年）においては、海洋資源開発・再生可能エネルギー

利用等による我が国の経済・社会の発展、激化する気象災害や地震・津波災害への対

策等の国民の安全・安心の確保、気候変動等の地球規模課題への対応に貢献が求めら

れており、国土の基礎情報である海洋地質図についても、引き続き充実・整備に努め

る必要がある。この中で、今後利用拡大に向けた地質情報の発信方針を確定するとと

もに、層序区分の統一化及びデジタル化を開始し、実際の海洋地質図のシームレス化

に向けた作業を開始する。 

 

【中期目標】 

未整備区画として残っている南西諸島周辺海域の 10 区画分の調査が、2008 年から

2019年度で完了した。これらの整備を進め、5区画の整備完了を目指す。2020年度か

らは、国として国土の基礎情報を有する必要のあると考えられる、トカラ列島を含む、

沖縄トラフにおいて海洋地質調査を開始する。合わせて、海洋地質情報の更なる利便 

図５．今後の海洋地質図の整備対象海域 
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性の向上に資するために、表層堆積物の情報や、区画ごとに異なる地層区分を統一的

な基準で再整理（対比）を行い、海洋地質図のシームレス化を行うための具体的な準

備を開始する。 

 

【長期目標】 

未整備区画である南西諸島周辺海域及び新たに調査を実施する沖縄トラフにおい

て地質情報の整備を進め、第３期計画終了までに 10 区画の整備を完了する。また、

激化する気象災害や地震・津波災害への対策等の人々の安全・安心の確保、海洋資源

開発・再生可能エネルギー利用等による我が国の経済・社会の発展のため、国が行う

海底資源探査や再生可能エネルギー施設の設置等において、その判断の基礎情報とし

ての利用を促進するために、海洋地質図のシームレス化に向けた作業を開始する。特

にこれらのニーズを意識して、科学的知見に基づいた情報の整備とその発信方針を検

討する。 

 

③都市域の地質地盤図 

【現状と背景】 

東日本大震災以降、都市の地盤リスクに対する一般市民の関心の高まりを受けて、

ボーリングデータ等に基づいて地下の地層の空間的な広がりを解析した詳細な地質

地盤情報を、より高い精度の地震ハザードマップ作成や地盤リスク評価に活用するこ

とが国や自治体から望まれている。地震本部の第３期総合基本施策（2019 年）では、

このような地質地盤情報（地下構造モデル）を高度化することで地震動評価精度をさ

らに高めるとしている。また都市インフラ整備においても、地質調査の効率化及び地

質リスクマネジメントの観点から、このような地質地盤情報を最大限に活用していく

ことが、国、自治体、地質調査業界により検討されている。自治体が行う地下水保全

事業にも同様の地質地盤情報が利用されている。第 2期に整備した千葉県北部地域の

3 次元地質地盤図（図６）の地下構造モデルは、自治体の地下水流動・地質汚染調査

に利用されているほか、国の地震ハザードマップ作成に活用されている。残された課

題は、地震防災あるいは都市インフラ整備等での利活用をさらに促進するために、地 
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図６．都市域の 3次元地質地盤図の例 

層物性情報を付与した地下構造モデルを二次利用しやすいデータ形式で提供してい

くこと、そしてこのような整備を首都圏及び他の主要都市に展開することである。 

 

【中期目標】 

人口が密集する大都市圏の地質地盤情報の整備を行う。首都東京とその近郊（東京

都 23区、千葉県中北部、埼玉県南東部、神奈川県東部）を重点地域とし、自治体の協

力を得ながら、この地域の地下の地層の空間的な広がりを示した、シームレスな 3次

元地質地盤図の整備を進める（図７）。地震防災あるいは都市インフラ整備等に携わ

る工学分野の技術者への利活用を促進するため、これまで公開してきた地層境界の面

モデルに加え、地質層序や層相分布などの地質情報に N値や S波速度等の物性情報を

付与したボクセルモデルを二次利用しやすいデータ形式で提供していく（図８）。ま

た視覚的にわかりやすい立体図をウェブ上で閲覧できるようにする。 

図７．3次元地質地盤図の首都圏整備計画 
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図８．地層の固さ軟らかさを示す N値分布ボクセルモデルの断面図の例 

【長期目標】 

名古屋地域等、他の主要都市で 3次元地質地盤図整備を展開する。また情報技術の

進歩に合わせて 3次元モデル及び配信システムを随時更新し、常時微動観測による地

盤震動特性データを付与するなど、より利用しやすい地質地盤情報の発信を行うこと

で、災害リスク評価の高度化、都市インフラ整備の効率化に貢献していく。 

 

④沿岸域地質 

【現状と背景】 

人口や産業、インフラや物流拠点となる港湾や漁港が集中する都市沿岸域は、活断

層や軟弱地盤などに起因する地質災害に脆弱な地域である。活断層で発生する地震の

確率や強震動予測については、地震本部によって評価・発表されており、都市沿岸域

のそれらの評価は私たちの生活に重要で緊急性の高い情報である。沿岸域の海岸や浅

い海底は調査実施上の困難さから地質情報の空白域にあたり、活断層や地盤に関する

精度の高い情報が地震本部や自治体から求められている。地質調査総合センターの重

点課題である「沿岸域の地質・活断層調査」プロジェクトでは、沿岸域に特化した活

断層や地盤特性の地質情報の整備と調査技術開発を目的として、調査・研究を進めて

きた。これまでに新潟県沖、福岡県沖、北海道石狩低地沖、駿河湾沖、相模湾沖での

調査において、陸から海域へと連続する活構造や地盤構造を明らかにしており、これ

らの成果は地震本部の活断層評価だけでなく、自治体の防災対策、ウォーターフロン

ト開発や風力発電という企業のニーズに活用されている。また、自治体や一般市民か

ら地質情報のニーズを収集し、地域性に特化した生活場としての沿岸域の地質情報の

重要性を普及する。 

 

【中期目標】 

調査の終了している伊勢湾・三河湾沿岸域の海陸シームレス地質情報集を公開する。

また、人口や産業が集中する近畿圏に位置し南海トラフや中央構造線における巨大地

震による影響が予想される地域である紀伊水道沿岸域を対象とした調査を実施し、陸

域から海域にわたる活断層や軟弱地盤などの地質構造を明らかにし、海陸シームレス

地質図や各種主題図を含めた海陸シームレス地質情報集を公開する。調査成果につい

ては、国や自治体などによる強震動予測や被害想定に役立つ地質情報として提供し、

自治体や市民が利活用しやすいデータとしてウェブでの発信を進める。また、自治体

や市民の防災意識を高めることを目的とした普及活動も進める。 
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図９．沿岸域の地質・活断層調査における今後の調査地域の展開予定と調査・研究

成果の利活用方針 

 

【長期目標】 

人口や産業の集中する中核都市や工業地帯が位置する瀬戸内海沿岸域の調査を実

施する。この地域は陸域と海域の地質構造の連続性が未解明であることや、水害や地

すべりなどの地質災害が頻発している。主に 1995 年に発生した兵庫県南部地震の震

源断層との連続性が想定される活構造が分布する播磨灘沿岸域の調査・整備を行う。

都市平野域から瀬戸内海にいたる地下層序・構造の解明を行い、沿岸域の産業開発や

瀬戸内地域に特有な防災に役立つ地盤特性や活構造の分布など、国や自治体、企業な

どが利活用できる地質情報を整備する。 

 

⑤火山地質 

【現状と背景】 

2014年の御嶽山噴火以降、活火山の噴火リスクに対する社会の再認識を受け、高い

精度の噴火実績を、火山噴火ハザードマップ作成や噴火シミュレーションなどに活用

することが自治体や国から望まれている。「活火山対策特別措置法」（2015 年）では、

火山災害警戒地域が指定された 49 火山で、地方自治体が火山防災協議会を設置し、

その中で火山専門家はどのような火山現象が想定されるかなどの専門的知見の助言

を行うこととされた。また、科学技術・学術審議会測地学分科会における「災害の軽

減に貢献するための地震火山観測研究計画（建議）」（2019 年）では、火山災害対策の

ため、地質調査を着実に進め小規模な噴火も含むデータベースを充実させるとともに、

噴火の発生頻度や噴火活動の特徴を明らかにする必要性が示されている。 

第２期知的基盤整備計画において整備した「富士火山地質図（第 2 版）」は、山梨

県・静岡県が作成した富士山噴火時避難ルートマップに活用され、また富士山周囲 3
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県と 15 市町村で構成する火山防災協議会では、火口位置や噴火規模などが被災範囲

を想定するシミュレーション初期値に採用され、ハザードマップ改訂が進んでいる。 

残された課題は、噴火リスクの高い火山で過去の噴火実績を高精度で解明し、また

火山防災での利活用をさらに促進するために、火口位置、噴火履歴、噴火堆積物など

の地質データを利用しやすいデータ形式で提供していくことである。 

 

【中期目標】 

 常時観測 50 火山のうち地質図整備がなされていない活火山、あるいは地質情報の

古い活火山に対して、特に優先的に整備対象とすべき重点火山を国の政策と整合する

常時観測 50 火山とし、2025 年までに 5 火山の火山地質図整備を行う。地表踏査に小

規模な噴火を明らかにするボーリング、トレンチ調査、年代測定を組み合わせ、火山

噴火の発生履歴、過去の火口位置、噴火様式や規模、溶岩流・火砕流・岩屑なだれ・

降灰などの分布範囲に関する情報を整備し、火山防災協議会へ貢献する。また巨大噴

火に関する過去の発生履歴を社会に提供するため大規模火砕流分布図の整備を行う。

これらで得た知見や、更に噴火発生時の物質科学的研究を進め、その成果を火山デー

タベースに蓄積する。 

図１０．活火山の地質図整備状況と中期で整備する火山地質図 
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【長期目標】 

長期目標として、常時観測 50 火山のうち特に社会的要請と活動度が高い 8 火山で

火山地質図の整備を進める。国及び地方自治体が利活用しやすいよう火口位置、噴火

履歴、噴火堆積物などの地質データを高度にレイヤー化し、火山噴火時のハザードマ

ップの作成に反映されるよう火山データベースの利便性を向上させる。気象庁火山噴

火予知連絡会を通じて国の火山防災に貢献し、国土の安全な利活用に資するともに、

噴火発生時には効果的で信頼性の高い科学的知見を迅速に発信し、火山災害の軽減を

目指す。また、土砂災害の素因となる火山灰の分布や層厚等の情報を整備し、防災や

減災に役立てることを試みる。 

 

⑥ 活断層 

【現状と背景】 

活断層の位置及び活動性に関する情報は、内陸地殻内で発生する大地震の一定期間

内の発生確率や規模を事前に評価する上で重要な情報である。我が国では、大地震に

よる被害を軽減するための調査研究及び観測計画に関して、地震本部が「地震調査研

究の推進について（第３期）」を、科学技術・学術審議会測地学分科会が建議「災害の

軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」を、策定・公表している。地

震本部等による活断層の長期評価結果は地方自治体や民間企業の地震防災対策に利

用されているが、地震発生確率や地震規模が不明な活断層が未だに存在することと、

連動型地震の発生確率の評価手法が確立されていないことが課題となっている。また、

2016 年熊本地震による被害の発生状況に鑑みて、活断層近傍における強震動評価の

検討が進められている。 

地質調査総合センターでは、上記の施策や建議に則して、所内外の予算を活用して

活断層の位置形状や活動性に関する信頼性の高い情報を取得している。また、活断層

に関する所内外の調査研究成果の数値化とデジタル化を行い、活断層データベースに

集約して公開している。しかし、詳細な地質情報に基づく評価が完了した活断層は全

体（約 600断層）の約半数に留まっており、注意すべき活断層であっても十分な情報

が得られていないものが未だに存在する。活断層データベースについては、利用層が

専門家から一般市民へと拡大している現状から、活断層線や調査地点の位置精度向上

と利用者のニーズやレベルに応じた利便性の高いデータ提供方法の開発という課題

が新たに生じている。 

 

【中期目標】 

活断層調査については、国の地震本部が推進する研究課題に則した調査として、将

来の地震発生確率が不明である 10 断層程度を対象に、高度化された調査手法を活用

して、既存の手法では取得困難だった位置、平均変位速度、活動履歴等の情報を取得

するほか、地震が発生した場合に社会的影響が大きい活断層や、評価に必要な基礎デ
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ータが不足している活断層を対象とした調査研究を進める。また、連携型地震の発生

確率評価手法の開発を進める。活断層データベースの整備については、主要な活断層

50 断層程度と調査地点 500 箇所程度の位置情報の精度を向上させるとともに、活断

層の位置や特性をユーザーが理解・利用しやすくなるように、情報の表示方法とデー

タベースの操作機能を改善する。 

 

【長期目標】 

活断層調査については、地震発生確率の幅が広い活断層 10 断層程度を調査対象と

して、高度化された調査手法を用いた調査を実施する。また、固有地震モデルに基づ

く評価に、連携型地震の評価を加えた、新たな活断層評価手法の確立を目指す。これ

らの調査研究成果に基づく活断層情報は、国の活断層の長期評価や地震動予測地図の

改訂、自治体の防災施策策定等に活用される。活断層データベースの整備については、

全ての活断層（約 600 断層）と調査地点（約 2 万点）の位置精度を向上させ、縮尺 5

万分の 1の活断層位置情報を公開する。位置精度を向上させた活断層データを公開す

ることにより、活断層近傍における強震動評価や断層変位評価への適用が期待される。

また、現在収録が進んでいない海域に分布する活断層や過去の大地震に伴って出現し

た地表地震断層の情報をデータベースに収録し、地震防災と活断層研究の両方に資す

るデータベースの構築を目指す。 

図１１．活断層情報の整備計画方針 
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⑦津波 

【現状と背景】 

2011年東北地方太平洋沖地震以降、地震学的データのみならず、より長期間の情報

を含んでいる地質学的データや史料に基づく地震・津波履歴解明の重要性が再認識さ

れた（中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専

門調査会」2011 年など）。それを受けて、各自治体では地震・津波防災の施策におい

て、津波堆積物や隆起・沈降痕跡などの古地震・古津波に関する地質情報とそれに基

づく推定波源を参照するようになり、現在もより確度の高い情報が求められている。

地震本部の第３期総合基本施策（2019 年）においても、津波予測（津波の事前想定）

の高度化に向けて、過去の津波発生履歴を把握するための津波堆積物や史料等の調査

の推進が明記されている。地質調査総合センターでは津波堆積物や隆起・沈降痕跡な

どの調査による地形・地質情報や史料の情報及びそれらに基づいた巨大津波の波源モ

デルをそれぞれ公開し、これらは地震本部の海溝型地震の長期評価や、内閣府及び自

治体が行う津波規模の推定などに活用されてきた。特に地震・津波の発生履歴情報に

加え、津波ハザードマップの基礎となる波源モデル等の情報は、現在も行政だけでな

く、損害保険等に関わる機関や事業者等からの情報提供要請があり、引き続き社会的

に強いニーズがある。このため、より利活用しやすい情報を提供する上では、切迫性

や社会的影響の大きい波源ごとに、古地震・古津波に関する地質情報とそれに基づい

た波源モデルのパラメータ等の情報をパッケージとして整備する必要がある。 

 

【中期目標】 

本計画ではまず日本海溝南部（九十九里沖）を波源とする津波について、波源モデ

ルとそのパラメータ及びそれらを拘束する古地震・古津波に関する地質情報等をパッ

ケージとして提示する。この波源は千葉県の防災施策上では 2011 年東北地方太平洋

沖地震の割れ残りと評価され、津波被害想定の対象にもなっていることから、社会的

要請の大きい情報となる。同時に、地震本部の海溝型地震の長期評価で切迫性が高い

とされた千島海溝沿い、首都圏の沿岸に影響を及ぼす相模トラフ沿いで、それぞれ波

源モデルの構築に向けた地形・地質及び史料の調査を進める。 

 

【長期目標】 

 本計画を通じ、切迫性や社会的要請の大きい、千島海溝、日本海溝南部、相模トラ

フ沿いにおいて、過去の巨大地震・津波に関する地形・地質や史料の情報とそれに基

づいた波源モデルのパラメータ等の情報を、行政や地域住民、事業者等に向けてわか

りやすい形で公表し、国が行う海溝型地震の長期評価や防災施策だけでなく、自治体

のハザードマップ等に活用されることで、津波災害の軽減を目指す。 
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図１２．海溝型地震履歴の調査研究と津波浸水履歴情報の整備及びそれらのアウト

カム 

 

⑧地下水 

【現状と背景】 

地下水は、農業、工業、生活用水など人間の生活に欠かせない水資源として利用さ

れてきた。ある流域内において、地下水の水位や水質などは場所によって異なるため、

これらを掲載した地下水のマップがあると流域全体の地下水を俯瞰することができ

る。また、このマップでは地下水は流れていることが示される。すなわち、地下水は

河川水のように公共性の高い水資源であり、このことをより多くの人々に理解してい

ただくことが、地下水の保全と利活用に対して最も重要なことである。 

近年では、大口の水道利用者は、自前で井戸を設けて地下水を利用した方が経済的

となる点に着目した新ビジネスの展開や、災害時補助水源としての利用、健康志向や

災害時の備蓄水としてのミネラルウォーターの生産数増加など、地下水の需要が増加

している。一方、2014年に施行された水循環基本法では、健全な水循環の維持推進が

掲げられた。これは従来、（無料の）地下水利用を規制、管理することにつながるた

め、各地で地下水の利用と管理との間で葛藤が生じている。また、企業投資では、ESG

（環境、社会、ガバナンス）を重視した投資家が増加しており、企業は投資を呼び込

むため、水リスクへの対応が課題になっている。さらに、地下水の安定した温度を利

用した省エネルギー技術である地中熱利用も促進されており、地下水は省エネ対策の

観点からも存在感を増している。 
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すなわち、今日では、地下水を資源として利用するため、地下水の情報を利用する

ため、そして地下水を管理するための地下水のマップが必要とされている。水文環境

図はこのようなニーズに対して編集されている地下水のマップである。第 2期は発信

力の強化を目標に、従来 CD 版として出版してきた水文環境図をウェブ化し、多くの

反響があった。しかし、さらなる発信力の強化は必要であり、さらに出版スピードの

向上も課題として残った。 

 

【中期目標】 

水文環境図は 2002年に出版を開始し、2009年に編集指針の決定、2019年にウェブ

版への移行が行われた。今後は編集スピードの向上を目指し、大学や地域の研究機関

と積極的に連携する。中期的には（2025年度までには）5地域以上での公開を目指す。

候補となるのは、人口が多い地域（仙台平野（第 2版）、新潟平野、京都盆地）、社会

ニーズの高い地域（大井川流域、北九州地域）である。一方、地下水の保全と利用の

ためには、より多くの方々に地下水を知っていただくことも重要である。そのために

は、専門家向けのマップだけではなく、同時に、一般市民の興味を引くようなまとめ

方も必要と思われる。そこで、2019年にプラットフォームを作成した全国水文環境デ

ータベースを整備し、我が国の地下水を全国大のマップに表示する。今後、大学等と

連携することによりデータベースを拡充させ、それを元に地下水の地域差を明確にす

る。 
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図１３．地下水情報に関して 2通りの発信を実施 

【長期目標】 

長期目標として水文環境図 6地域以上の公開と関東平野（第 2版）の整備を進める。

関東平野については、2005 年に出版済みだが、精度向上を目指して大規模な再調査、

再編集を行い、第 4期に関東平野（第 2版）での公開を目指す。全国水文環境データ

ベースに関しては、地表水も扱った「地表水データベース」を作成し、地下水との比

較をおこなう。総データ数 5,000以上を目標とし、これを基にして一般の方にわかり

やすく、日本の地下水の情報を発信する。一方、外部からのリクエストに対し、利用

しやすい形での情報発信を行うとともに、1961～1998 年に出版されてきた紙媒体の

日本水理地質図に関し、電子化を検討する。 

 

⑨鉱物資源 

【現状と背景】 

日本における持続的発展可能な社会の構築のため、鉱物資源の安定的確保と供給が

求められている。一方で国際的な資源開発競争の激化と価格上昇のため、近年では外

資系企業の日本の鉱物資源の再開発への参入が始まりつつある。 

そのために、国際的にも注目されつつある国内の鉱物資源について、再開発可能性

を探るための基礎資料となる資源情報等（地質、主鉱物、鉱床の成因や過去の産出量

等）を一覧性の高い資料として整備する必要性がでてきている。また、海外において

は引き続き国内企業が関心を持つアジア等の国々について各国地質調査機関や企業

等と連携して資源調査を行ない、資源開発や確保の目的で利用できる基礎情報等を整

備することが求められている。 

鉱物資源分野では第２期整備計画期間の 2012 年に広域資源図として 300 万分の 1

中央アジア鉱物資源図、2014 年に 500 万分の 1 アジア鉱物資源図を整備、出版した。

同図で整備した鉱物資源情報はインターネットで公開し、また他機関で運用している

データベースに提供するなどした。また、世界各地のレアアース資源について、資源

量情報等を USGSと共同で整備し、2018年に"Global rare earth element occurrence 

database"として USGSより公開した。 

今後は近年新たなターゲットとなった国内資源の開発に資することができる資源

のポテンシャル調査や、鉱物資源開発のポテンシャルの可能性の高い諸外国における

より詳細な鉱物資源情報の調査、収集が必要とされていると考える。 

 

【中期目標】 

国内鉱物資源のポテンシャルの把握及び再開発可能性の検討を目的に、金、銅、鉛・

亜鉛等国内において過去に産出量の大きかった金属資源について過去の鉱山におけ

る開発状況や休廃止状況等に関する情報調査を実施し取り纏める。また、海外鉱物資

源に関連して、アジア圏の地質調査所との連携を強化し、今後の鉱物資源の供給源確
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保を図る上で重要とされる未開発地域での資源調査を実施または支援する。 

 

【長期目標】 

国内鉱物資源に関する資源ポテンシャルの把握等について、将来的な産業技術の開

発動向等を見据えて調査対象鉱種を拡大していく。また、アジア圏における鉱物資源

調査の対象国について拡大を図る。 

図１４．鉱物資源情報の整備とその目的 

 

⑩衛星情報 

【現状と背景】 

従来、衛星情報は、国が主導で行う地球観測の中で取得され、気象観測や全球の地

球観測などその用途や利用者が限定的であった。しかし、2008 年の内務省/米国地質

調査所による LANDSAT衛星の無償化を皮切りに、世界的に衛星情報を使った付加価値

産業の創出への期待が高まってきた。我が国でも、2008年に宇宙基本計画が策定され

て以降、衛星情報を用いたビジネス利用への期待が高まり、2017年に内閣府が纏めた

宇宙産業ビジョン 2030 では、宇宙産業は第４次産業革命を進展させる駆動力である

と位置付けている。また、経団連においても SDGs 達成に向けた Society 5.0 の提案

の中で、衛星情報(リモートセンシングデータ)の活用を明記している。しかし、国内

における、衛星情報の無償提供は限定的である。また、無償提供であっても、データ

利活用において重要となるデータ物理量の精度や信頼性の確保・維持といった品質面

が必ずしも担保されていないといった問題がある。 

産業技術総合研究所は NASA と共同で運用している地球観測衛星センサ ASTER の運

用に着手し、ASTERから得られた衛星情報の品質管理を行い、2016年より社会に知的

基盤/オープンデータ「ASTER-VA」として提供を始めた。一方、国内では、商用衛星の

運用、データ販売も開始されている。ただし、商用衛星で撮影された画像はいまだ品
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質管理が十分でないことが多く、その利用分野は限定されている。国内における宇宙

ビジネスの振興のために、品質に関するレファレンスとなる無償データを公的機関が

継続的に提供する必要がある。あわせて、森林管理、生態系監視など SDGs に資する

主題図を作成することで、衛星情報の新たな利用可能性を示す必要もある。 

 

【中期目標】 

ASTER を含む知的基盤の情報は、そのデータが品質管理され、安定的に提供され続

けることで、特に宇宙ビジネスユーザが安心して利用できる。これを継続して運用・

配信することは宇宙産業振興の基盤データとして極めて重要である。特に、国内の商

用衛星情報を品質管理するためのレファレンスとしての利用が期待される。そのため、

NASA、J-spacesystems とも協力を継続し、年間約 20 万シーンの新規観測を行い、こ

れまでに観測した分も含め「ASTER-VA」として宇宙ビジネスユーザの利用を想定し、

無償公開する。あわせて衛星情報の品質管理に関する国際的なルール策定にも参画し、

日本の衛星情報の品質管理に関する知見を持って世界標準作成に貢献する。 

 

【長期目標】 

 ASTER 運用終了後(未定)も「ASTER-VA」のデータ公開を維持するとともに、我が国

の新規衛星情報の品質管理にその知見を反映する。さらに、森林管理、生態系監視、

資源探査、精密農業などに資する新たな主題図を衛星データから整備し、知的基盤と

して提供することで、SDGs ターゲット 15(陸の豊かさを守る)等に資する情報発信を

行い、持続可能な陸域資源の維持・活用に貢献する。また、災害素因の調査における

基礎データとしての衛星データ利活用も試みる。このように、品質管理した衛星情報

をオープンデータとして公開し、さらに新たな主題図の提供を通じ、その利活用を促

進することで、衛星データを用いた新たな産業振興に貢献する。 

図１５．衛星情報の整備からビジネス展開へ 
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２．横断的課題 

 

①ベンチャーと地域（中小・中堅企業）  

【現状と背景】 

ベンチャーを含む地域の中小企業が必要とする地質情報は、現在のところ限られて

いる。高度な地質の判断が求められる事業や、大企業の発注する案件は大手地質コン

サルタント会社が受注するため、地域の中小地質コンサルタント会社は、地方自治体

が行う土木工事(防災も含む)の際の地質調査や、民間の建設事業の際の地盤調査(資

料による概要調査とボーリング調査など)、他には地下水利用のための井戸の掘削等

に地質情報を用いている。土木、建設については、地質コンサルタント会社のクライ

アントが既存の地質情報とボーリング調査による地盤の硬さ程度を求めることがほ

とんどで、その土地の履歴等による判断を求められていない。また、決まった仕様の

報告書を出すことが求められるため、地質調査総合センターの地質情報を引用して用

いることがあっても、それらを元に新たに判断することは求められていないことが多

い。さらに、防災関連情報でもリスク判定基準には地形が重要視され、地質が採用さ

れていても大まかな区分であり、地域の防災に関わる地質コンサルタント会社が地質

を重要視するに至っていない。 

このように地質情報を扱う機会が限られるために、活用できる人材の育成が進んで

いるとは言い難い。充分な教育、経験の無いまま、狭い範囲のポイントの仕事だけに

とどまると、地層の解釈に重大な見落としが起きたり、工事の不具合につながったり

することもある。また地域振興の取り組みであるジオパークでも、人材の面で地元の

地質コンサルタント会社では手に負えず、これにかかわるベンチャー企業も限られて

いるために、結局大学等の専門機関に地質の知識を頼っている。 

地質情報は、不動産の担保価値やリスク情報、地中熱利用などの地下水資源の利用、

ジオパークのような地域振興や観光、また災害時の BCP策定にも寄与し、価値の向上

や、損失の低減に貢献するが、それらの重要性を社会で理解されていない。このため、

地域の地質コンサルタント会社にもそういった情報が求められていない。  

このように地質情報が活用されにくい事情を解決し、地域の中小地質コンサルタン

ト会社が地質情報を活用できる機会をつくることが、社会の損失を軽減するとともに、

富の増加に寄与する。このために、まず防災や土木建設のルールの中に、適切な地質

情報を加える取組みが必要である。 

 

【中長期目標】 

地質情報が地方で活用されるためには、公的なルールに地質情報を組み込むことが

重要である。いくつかの法律、規則には、地質に関する項目があるが、実際の運用時
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に地質情報が使われることが最重要である。地震や火山噴火はもちろんのこと、まず

は毎年のように発生する豪雨による土砂災害や河川の氾濫といった地質災害のリス

ク評価に活用できるように、防災のルール作りやハザードマップに地質情報の活用を

組み込むことを目指す。また、地方でも人口の多い地域の地質情報の整備を推進する

とともに、地方自治体に対し、インフラ整備、地下水流動・地質汚染調査、不動産取

引等に活用できることをプレスリリース等の機会を通じて明確に示す。また損失を低

減するためのリスク対応に地質情報を活用することを推進するだけでなく、ジオパー

クといった観光面からの地域振興を目的として、3次元可視化技術や、AR技術等とも

組み合わせた地質情報の活用方法を提案し、それらを用いた新ビジネスの創出を促す。 

次に、地質情報を活用できる人材育成の観点で、地方の地質コンサルタント業界や、

地方自治体等との連携を深めることによって、地質情報のインタープリターを育成し、

地質情報の認識・利活用を促進する。また地質情報が、個人、企業、地域の安全ため

に必須であることを、これまで地質に関心の無かった階層に理解が進む雰囲気作りを、

マスコミ等を利用して進める。 

 

②データ統合とデジタルトランスフォーメーションの推進 

【現状と背景】 

地震、火山、土砂崩れなどの地質・地盤災害に備え被害を軽減するため、また、土

木建築など社会インフラ整備の品質を高めるためには、地質情報をデジタルデータ化 

し、全ての人々が理解しやすく利活用されやすい形で提供することが重要である。

従来は、地質情報は専門家向けで提供手段も限られていたが、電子行政オープンデー

タ戦略に基づき、産業技術総合研究所の整備してきた国内の地質情報をインターネッ

トで公開することで、全ての人々が地質情報を容易に利用できる環境を実現した。公

開された地質情報は、洋上風況マップ（NEDO）や環境アセスメントデータベース"EADAS

（イーダス）"（環境省）などの官公庁のシステムで活用されているほか、企業の地質

調査業務や学校教育現場での利用も拡大し、地質情報が社会や安全な生活に役立てら

れることの理解が進んだ。 

さらに推進すべき課題は、地質試料情報の統一的なデジタル情報化や、多岐の分野

にわたる地質情報を更にわかりやすく提供することと、今後進展の見込まれる AI な

どでの機械利用に対応可能なデータ提供方法を整備することで、社会の情報インフラ

に地質情報が組み込まれ、安全安心な生活に地質の知見が役立てられる環境を目指す

ことである。 

 

【中期目標】 

今後は、中期的目標として、地質調査総合センターの研究成果を、継続的に地球科

学図類等として整備・出版し、国内の地質情報の品質の維持に努めるとともに、地球

科学図類については GIS 対応の地理空間情報、文書については構造化テキストなど、
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デジタル処理に適したデータとして速やかに提供するシステムの整備を行う。また、

特定の場所の地層の説明など、ユーザーが欲しい情報を適切に提供するために、地質

図幅説明書等の記載内容についても利活用性の高い情報として整備し、ユーザーニー

ズに応じて適切に説明情報が提供される仕組みを検討する。利用者向けアプリについ

ては、ベクトル形式の地質情報やリンクトデータに対応するワンストップなポータル

サイト（ベクトル版「地質図 Navi」）のプロトタイプを開発する。 

次に、利活用性の高い形式・方法でのデータ公開を目指し、インターネット空間な

どで地質情報を共有し、機関を跨いだ相互利用を可能とするデータ連携型の地質情報

配信システムの整備を進める。具体的には、データへの識別子付与、継続的アクセス

性の確保、統合検索機能の整備など、活用性の高いデータ配信の仕組みを検討し、実

現を目指す。 

また、地質試料の情報について、統一的なデジタル情報化を試みる。具体的にはボ

ーリング試料等の情報を AI により解析・データ化し、地質試料の岩石名や写真、分

析データ等のすべて紐づけし、全ての人が利活用しやすい形で提供することを試みる。 

図１６．地質データの統合化と利活用性向上、それらを活用可能な地質データポー

タルの開発 

 

【長期目標】 

長期的目標として、利用者向けアプリについて、ベクトル版「地質図 Navi」の公開

と機能向上をはかるとともに、国内の基盤的な統合地質図である「20万分の 1日本シ

ームレス地質図」に最新の知見を反映するなど、非専門家を含む一般利用者が、地質

情報を一層身近に活用できる機能の提供を目指す。また、地質情報は国土の重要な知

的基盤であり、将来にわたり閲覧・利用が保証される必要がある。このため、産業技

術総合研究所外のリポジトリへも容易に移設可能なデータセットとすることに留意

しながら、安定的にデータの保存が可能なシステム構築について検討する。さらに、

広範な分野で地質情報の活用を広めるため、データの標準化に未着手の各種の地質デ

ータベースについてもデータの標準化を進め、統合利用の実現を目指す。 
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③一次データ及び地質資試料の組織的な管理 

【現状と背景】 

第５期科学技術基本計画では、オープンサイエンスの推進が基本方針として打ち出

されている。また、近年では研究公正性の確保に対する社会からの要請に応えるため

にも、研究における一次データを組織的に長期保管しておくことが求められている。

第２期知的基盤整備計画期間中に、地質図をはじめとする研究成果物はオープンデー

タとしてウェブ発信することが定着した。一方、研究成果の基礎として収集された一

次データは研究者による個人管理がほとんどで、組織的に共有・公開する体制にはな

っていない。 

岩石・鉱物・化石などの地質試料は、研究の終了後に研究者が組織に移管する制度

が伝統的に定着しており、多くの地質試料が長年にわたり保管されてきた。これらの

地質試料のうち貴重なものについては、地質標本館に展示して地質調査総合センター

研究成果の普及啓発に利用する一方、定常的に外部機関からの展示用貸出依頼もある。

ただし、地質試料のデータベースの整理が追いついておらず、膨大な数の地質試料が

登録されているものの、有効に活用・再利用されているものはごく一部にとどまって

いる。 

 

【中期目標】 

今後の取り組みとして、まず研究一次データを組織的に管理する体制を早期に構築

する。2020 年度中に産業技術総合研究所全体のデータポリシー運用方針が策定され

るのを受け、地質領域としてのデータ公開方針を 2021 年度中に内規等に定める。こ

の作業には公開データ・非公開データの峻別も含む。並行してサーバ構築等の管理・

運用制度を整備し、2022年度には公開可能一次データの一般への公開を目指す。非公

開データのうち、組織内での共有が可能なものについては非公開システムで共有し、

地質調査総合センターのナレッジベースの一部とする。 

地質試料のデータベースについては現行のシステムを刷新し、2022 年度の公開を

目標に新しいシステムに移行する。新システムでは高解像度の画像 (例えば写真) コ

ンテンツの拡充を進め、ユーザーにとってわかりやすく利用しやすい環境を整備する。 

 

【長期目標】 

長期的には、過去に紙で公開されたデータのマイニングも進め、研究一次データの

サイバー空間への集積を進めると共に、広く一般に公開してオープンサイエンス・オ

ープンイノベーションの促進に資する。また、ユーザーからの情報・資試料の提供も

受け付ける体制を整備し、双方向のデータ・情報の流れを実現する。 

2020年現在、地質情報を AI利用するシステムはまだ完成を見ていない。しかし、

この分野ではめざましい技術の進展が見込まれる。所内外における本格的な AIの運

用を見据え、データのクレンジングやフォーマットの見直しを随時進める。 
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図１７．一次データ及び地質資試料の組織的な管理のイメージ。データ及び試料の

有効活用・再利用を促進し、新たな成果創出や研究の活性化・効率化に資する 

 

④省庁連携・国内連携  

【現状と背景】 

地質情報の整備は、主に大学や特定の研究機関、関係省庁との連携により維持・推

進している。持続的で強靱な社会の実現に向けて、知的基盤情報のデジタル化・オー

プン化は、喫緊の課題となっており、地質情報の高度化には、様々な関係機関・関係

省庁と連携を強化することが必要となる。すでに地震・火山情報においては、関係諸

機関と連携した調査・研究を行い、国や地方自治体の防災計画に活用されている。ま

た、地質関連の地方公設試、NPO 法人、地質調査業連合協会と連携し、産業技術連携

推進会議の枠組みも活用しながら、ボーリングデータ等の標準形式でのデータ変換に

より共有化を進めてきた。しかしながら多くの地質情報については、データの相互活

用が進んでいないのが現状である。 

 

【中長期目標】 

地質災害の軽減に関する地質情報整備は、多くの研究機関・省庁と連携しつつ様々

な情報の融合を目指す。また、農林水産省や国土交通省、消防庁、林野庁等の他省庁

や、自治体等とのデータの共有化を進めるためのシステムの構築や、地理情報の配信

の標準化に取り組む。地質関連の地方公設試、NPO 法人、地質調査業連合協会と連携

してシンポジウムや講演会等を年 1回程度開催し、地質地盤情報を用いた地質リスク

低減の具体的事例を収集することで、地質リスクコミュニケーション及び地質リスク

マネジメントにおける課題と解決策を整理し共有する。  
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⑤国際連携  

【現状と背景】 

 地質調査総合センターはこれまでに、アジア地域を中心に海外の多くの地質調査

機関と研究協力覚書を締結して、研究協力、人材交流などを進めてきた。政府間組織

である東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）では、CCOP地質情報総合共有

（GSi）プロジェクトにおいて国際標準形式に基づく WebGIS共有システムを開発・公

開し、メンバー国の地質情報の整備・共有を進めた。また、CCOP地下水プロジェクト

において、地下水観測を実施しているメンバー国の地下水データベースを構築し、GSi

ポータルサイトから公開した。さらに、OneGeology、世界地質図委員会(CGMW)に加盟

し、全世界の地質情報整備に関する活動に参画した。 

 

【中長期目標】 

地震、津波、火山、洪水、土砂災害など地質災害の軽減、資源エネルギーの安定供

給・管理、環境保全等に貢献するため、地質調査総合センターの培ってきた強みを活

用し、東・東南アジアの地質情報に関する国際的な統合データベースを提供すること

が必要である。中長期的には、CCOP GSi プロジェクト、CCOP 地下水プロジェクト、

GDR (Geoscience Data Repository) プロジェクト、OneGeology、CGMW など、各種国

際プロジェクトと総合連携し、国際標準化を通じて、各国の地質情報のポータルサイ

トのデータ拡充、共有システムの機能拡充、各国スタッフへの技術研修、人材育成を

実施する。課題としては、新型コロナウイルス感染拡大のため直接の国際会議や人材

交流を行うことができない現状で、各種国際プロジェクトの有効的な推進方法や国際

連携に必要なリソース、特に若手人材の育成について検討する必要がある。地質調査

総合センターは国際連携を通じて、Sendai Frameworkや SDGs等の各課題解決に向け

て取り組み、安心安全で持続的発展の可能な社会の実現を目指す。 

 

⑥地質情報の普及と人材育成 

【現状と背景】 

地震、噴火、地すべりなどの地質災害による被害が頻発する日本において、地学に

関わる知識や情報の重要性が、社会課題解決の観点から見直されている。地質調査総

合センターからは、地質情報やその研究成果が様々な形で公表・発信がなされ、ウェ

ブサイトのアクセス数の伸びからもその認知度は向上しつつあると窺える。しかしな

がら、現実として我が国では地学教育を受ける機会が減少しており、社会での地学リ

テラシーは高い水準にあるとはいえず、発信されている地質情報に対する利用は十分

ではなく、身近であるはずの地域の地質情報は浸透していない。そのため、伝えられ

るべき情報が事前に十分に伝わらず、例えば、地質災害後にそれが注目されても、事

後であるため「想定外の災害」と呼ばれる。2020年 6月、日本学術会議は「初等中等
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教育及び生涯教育における地球教育の重要性」の提言を発表した。その中において、

今後の地学教育の充実化を訴え、高度な知識を持った研究機関や博物館などが、自然

災害や地球環境に関する知識や情報を伝える重要な役割を果たせるとしている。その

ため、整備された地質情報や研究成果を効果的に発信し、社会で咀嚼しやすくするこ

とで、その普及・活用・浸透を促すための対策が必要である。 

 

【中長期目標】 

研究成果をはじめとする地質情報、または一般的な地学・地球科学情報の発信・普

及・浸透を促進するためには、伝えるための効果的な手段を適切に選択し、計画的に

実行することである。インターネットを利用した情報発信は、冊子体や講演会場での

発表よりも、広く早く情報を届けられる手段として必須であり、コロナ禍にある現在、

これを巧みに利用した情報発信が、中期的には特に重要視される。その中で、様々な

ユーザーレベル（例えば小中学生、一般の社会人、研究者など）に合わせた、具体的

で実感の得られる効果的な動画や体験を加える工夫を盛り込むことで、ターゲットと

する社会への普及へ繋げ、より強い印象付けとともに関係コミュニティへの波及効果

を促進する。 

 

また、地質災害や環境問題にも関わる地域の地質情報は、身近な社会課題の解決に

資するものであり、地域への普及から浸透までが必要である。地域に即した具体的な

テーマや課題を提示するとともに、地元の自治体または大学や研究機関との連携も積

極的に取り組む。さらに、地学の教員が減少している現在においては、学校教育との

連携も重要であり、地学教育のサポート役を務める。以上の施策を継続的に実施して

いくため、地質情報の成果普及技能に長けた人材の育成も実施する。今後、ネット社

会を大いに意識した取り組みを進めていくとともに、長期的にも急速な技術の進展や

社会情勢の変化等、時流を常に見張りながらこれに臨機応変に対応していく。 

地質の調査に対するニーズは、特に東日本大震災を契機に一段と高まっているが、

地質の調査を行える研究人材の確保が大きな問題となっている。中長期課題に向けて

優秀な人材を確保するため、2017 年度から大学院修士課程卒も一部新人採用の対象

としたほか、リサーチアシスタント制度により大学院生の研究指導を行い、地質の調

査を担う人材育成に取り組んできた。また、産業技術総合研究所の地質人材育成コン

ソーシアムや募集特定寄附金制度を生かした地質調査研修等を行うとともに、これら

の活動を含めシンポジウム等では、技術者の継続教育につながる CPD制度を導入して

きた。人的リソースの確保については、引き続きリサーチアシスタント制度を活用し

た人材育成等に地道に取り組んでいくとともに、ベテラン人材としての能力・経験を

最大限に活用するため、退職したシニア人材の活用も組織的に取り組む。 
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図１８．地質情報の発信や普及方法の工夫、人材育成の一例 

  



140 
 

Ⅳ．まとめ 

地質情報は変動帯に位置するわが国の狭い国土を持続的に利用し、強靭な社会を実

現するために必要不可欠な国家の公共財である。第3期知的基盤整備計画においては、

持続的国土利用を可能とするための基盤的地質情報を、地質調査研究の蓄積と世界最

先端の科学的知見に基づいて長期的に整備を継続するとともに、地震・津波・火山等

の地質災害軽減、資源・エネルギーの確保、あるいは地球環境変化の把握等の様々な

目的に応じた地質情報の整備と利活用環境・体制の構築を進める。そのために、地質

情報のデジタル化・オープンデータ化により二次利用しやすい情報発信を強化すると

ともに、国内外の関連機関と防災、資源、環境等の社会課題の解決に向けた横断的連

携体制を構築し、災害から人命、財産を守るための防災対策、土地利用や環境評価、

国際情勢の変化への対応などに地質情報を活かす体制を構築する。 

中期的には、持続的な国土利用を可能とするための社会的重要地域等の 5 万分の 1

地質図幅の整備、首都東京と近郊における地質地盤図の整備と物性情報を付与した 3

次元地質地盤モデルの構築、常時観測 50 火山等優先度の高い火山の火山地質図の整

備等を進める。また、様々なユーザーニーズに応じて適切に説明情報が提供されるシ

ステムを構築し、機関を跨いだ地質情報データの相互利用を可能とする体制の実現を

目指す。 

長期的には、海洋資源開発や再生可能エネルギー開発等での利活用を見据えて海洋

地質図のシームレス化に向けた作業を行う。活断層・津波に関するデータベースの更

新等を進める。また高い精度・信頼度の下で整備した研究一次データの管理とサイバ

ー空間への集積を進めると共に、広く一般に公開してオープンサイエンス・オープン

イノベーションの促進を目指す。さらに、地元の自治体または大学や研究機関との連

携により、地質調査を行う人材の育成を進めるほか、小中学生から一般的な社会人ま

で幅広い層を対象に地学・地球科学情報の発信・普及・浸透を促進する。 

 

 



項目 2050FYの達成目標 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 2025FY 中期目標 2030FY 長期目標

第3期整備計画開始

Ⓕ技術文書（論文等）の公開1件

Ⓑ依頼試験1件
Ⓔ技術開発1件

Ⓔ技術開発1件

Ⓓ技術コンサルティング1件

Ⓑ依頼試験2件
Ⓓ技術移転1件

Ⓔ技術開発1件

食の安全確保を支える計測基盤の確立

食品・アグリ産業における計測の信頼性評価技術の確立 Ⓑ依頼試験1件

Ⓔ技術開発1件

Ⓔ技術開発1件
Ⓕ技術文書（論文等）の公開1件

Ⓔ技術開発1件
Ⓕ技術文書（論文等）の公開1件

Ⓓ技術移転1件
Ⓕ技術文書の公開1件

Ⓕ技術文書の公開1件

Ⓑ依頼試験1件以上

環境計測の信頼性評価技術の確立
Ⓑ依頼試験1件
Ⓔ技術開発1件

Ⓔ 技術開発1件

Ⓔ技術開発1件

Ⓑ依頼試験2件

資源・エネルギー・材料の品質評価に関わる計測の信頼性評価技術の確立 Ⓔ 技術開発1件

防災・セキュリティを支える計測基盤の確立 Ⓔ技術開発1件 Ⓔ技術開発1件

Ⓓ技術移転1件 Ⓔ技術開発1件

Ⓔ技術開発1件

Ⓓ技術移転1件
Ⓕ普及基盤の整備1件

Ⓓ技術移転2件
Ⓔ技術開発1件

ⒸSIの定義改定に関連した研究等1件
Ⓔ技術開発1件
Ⓕ技術文書の公開2件

ⒸSIの定義改定に関連した研究等1
件
Ⓔ技術開発 1件
Ⓕ技術文書の公開2件

ⒸSIの新定義に基づいた研究等1件
Ⓔ技術開発2件

Ⓕ技術文書の公開2件

Ⓔ技術開発1件

Ⓔ技術開発1件

Ⓑ依頼試験1件
Ⓓ技術開発2件
Ⓔ技術開発1件

Ⓐjcss 1件
Ⓓ技術移転5件

Ⓔ技術開発1件

Ⓑ依頼試験4件
Ⓔ技術開発6件

Ⓔ技術開発3件

Ⓑ 依頼試験2件

Ⓑ依頼試験3件

Ⓕその他（技術文書公開）3件
Ⓔ技術開発4件
Ⓕその他（技術文書公開）2件

~
知的基盤整備計画フォローアップ 第3期整備計画終了

解
決
す
べ
き
課
題

健康・長寿

健康・医療を支える計測基盤の確立

バイオ・メディカル産業における計測の信頼性評価技術の確立

食・文化

共通基盤

革新的量子計測・先端計測・計量技術の確立とSIへの継続的貢献

計量トレーサビリティの確保に必要な基盤の確立

環境

地球環境保全、気候変動問題解決に必要な計測基盤の確立

資源・エネルギー

資源・エネルギーの有効利用、省エネ化を支える計測基盤の確立

防災・セキュリティ

インフラの健全性診断に必要となる計測の信頼性評価技術の確立

新たな知的基盤整備計画ロードマップ（計量標準・計測）：物理標準

微弱光源の計測技術の開発

大強度放射線治療に対応した計測技術の開発

医療用超音波機器の安全性評価に必要な標準の開発

糖度計用の液体屈折率評価

代替フロンの物性値の評価技術開発

加速器・放射線医療施設における線量の高感度計測技術の開発

ゼロエミッションを目指した水素利用のための計測技術

高温域での各種熱物性値評価技術の開発

精密な液体微小流量計測・校正技術の開発

超高感度振動測定器の評価技術の開発モアレ画像やX線を用いた構造物の非破壊検査技術の開発

デジタル出力型加速度センサの動的評価技術の開発

新SIの下での質量標準

熱力学温度の計測技術の開発

ものづくりおよびサービスの高度化を支える計測技術の開発

規制等に資する粒子特性に関する標準の範囲拡大

省エネルギー対策に資する熱物性評価技術の高度化

半導体デバイスの検査装置の信頼性担保に資するナノ構造計測標準の開発

超音波の音場評価に必要な計測技術の開発

地震・火山・津波のモニタリング技術に資するセンサ評価、信頼性向上技術開発 地震・火山・津波のモニタリング技術に資するセンサ評価、信頼性向上技術開発

非球面等の形状測定の信頼性向上に向けた技術開発

基幹計量標準の安定的供給

SI基本単位に基づいた量子電気計測技術の開発

分光器の校正に必要な高繰り返し周波数光コムの開発 環境物質の検出・分析のための分光器の校正技術の開発

非接触発熱者検知向け平面黒体の高精度化

通信基地局などのアンテナ利得測定技術の開発
EMC計測、および無線通信のためのアンテナ特性の測定技術開発 第5世代／第6世代無線通信の部品評価技術

標準電磁界を用いたセンサ特性評価の高度化技術

プロセス管理に資する多種ガス中微量水分分析の高度化

分散型電源や蓄電池の性能評価に必要な計測技術の開発

新たな原理に基づいた時間標準の開発

光センシング、分光分析・検査技術の信頼性向上に資する測光・放射標準の開発

光産業を支える基幹測光・放射量に関する標準および計測技術の高度化 高品質照明、映像技術等のための光計測技術の開発

放射線・放射能計測における微小電流測定技術の開発

医薬品開発に必要な微小質量標準の開発

非球面等の形状測定の信頼性向上に向けた技術開発

ものづくりおよびサービスの高度化を支える計測技術の開発

放射線治療・診断の高度化に対応した標準の開発

放射線治療・診断の高度化に対応した計測技術の開発

新SIの下での質量標準



項目 2050FYの達成目標 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 2025FY 中期目標 2030FY 長期目標

第3期整備計画開始

Ⓒ 標準物質（1件）
Ⓑ 依頼試験またはⒸ 標準物質（1
件以上）

Ⓒ 標準物質（1件以上）
Ⓑ 依頼試験またはⒸ 標準物質（1
件以上）

Ⓒ 標準物質（1件以上）
Ⓒ 標準物質（1件以上）

バイオ・メディカル産業における計測の信頼性評価技術の確立

Ⓑ 依頼試験またはⒸ 標準物質（1
件以上）

Ⓑ 依頼試験（1件） Ⓓ 技術移転（1件以上）

食品・アグリ産業における計測の信頼性評価技術の確立 Ⓓ 技術移転（1件以上）

Ⓒ 標準物質（1件）

Ⓒ 標準物質（1件以上）
Ⓒ 標準物質（1件）

環境計測の信頼性評価技術の確立

Ⓒ 標準物質（2件以上）
Ⓒ 標準物質（1件）

Ⓒ 標準物質（3件以上）
Ⓒ 標準物質（1件以上）

Ⓒ 標準物質（1件以上）
Ⓒ 標準物質（2件以上）

Ⓒ 標準物質（1件）

資源・エネルギー・材料の品質評価に関わる計測の信頼性評価技術の確立

防災・セキュリティを支える計測基盤の確立

インフラの健全性診断に必要となる計測の信頼性評価技術の確立

Ⓓ 技術移転（1件）

Ⓒ 標準物質（1件）
Ⓑ 依頼試験（1件）

計量トレーサビリティの確保に必要な基盤の確立

~
知的基盤整備計画フォローアップ 第3期整備計画終了

健康・長寿
健康・医療を支える計測基盤の確立

食・文化

食の安全確保を支える計測基盤の確立

環境
地球環境保全、気候変動問題解決に必要な計測基盤の確立

資源・エネルギー
資源・エネルギーの有効利用、省エネ化を支える計測基盤の確立

防災・セキュリティ

共通基盤

革新的量子計測・先端計測・計量技術の確立とSIへの継続的貢献

新たな知的基盤整備計画ロードマップ（計量標準・計測）：標準物質

電気伝導率標準供給の効率化

医薬品の元素不純物分析用標準物質の開発

農薬関連の依頼試験の効率化

健康評価に資する糖タンパク/バイオマーカ標準物質の開発

生体試料標準物質開発関連技術

食品の安全性を担保するための有機汚染物質の濃度値付与技術

気候変動問題解決に資する標準ガスの開発

REACH規制・高懸念物質の測定に有用な標準物質の開発 グリーン調達対応既存標準物質の拡充

エネルギーの利活用に資する熱物性標準物質の開発

定量NMR技術の計測基盤の開発

製造業を支える粒子標準物質の開発

材料評価に資する電子顕微鏡用標準物質の開発

水道法に対応した規制対象物測定のための計測基盤の開発

臨床検査・医薬品検査の信頼性向上に資する生体高分子標準物質開発関連技術

エネルギーの利活用に資する熱物性標準物質の拡充

製造業を支えるナノ粒子標準物質の開発

食品の国際基準に対応した標準液供給の効率化

資源評価に資する標準液標準物質の開発

医薬品の元素不純物分析用標準物質の拡充

資源評価に資する標準液標準物質の拡充

定量NMR計測技術の利活用

基幹計量標準の安定的供給

グリーン調達対応RoHS等関連標準物質の開発



2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 2025FY 2030FY

第3期整備計画
開始

知的基盤整備計画
フォローアップ

第3期整備計画
終了

~

横
断
的
課
題

中小・中堅企業と地域

デジタル対応

省庁連携・国内連携

国際連携

人材育成・普及啓発

項目

新たな知的基盤整備計画ロードマップ（計量標準・計測）：横断的課題

地域への技術支援・連携強化

中小・中堅企業への技術支援

計量標準におけるデジタルトランスフォーメーションの推進への取組み

学協会・工業会活動を通じた人材育成・普及啓発への取組み

講演会等の開催及び相談窓口、見学会への対応

データベースに関わる情報システムの高度化や活用促進

JCSS等試験所・校正機関認定制度の活用促進

セミナー・講習会等のオンライン配信への取組み

メートル条約・OIML条約に関連する委員会・作業部会への貢献

計量標準の国際同等性確保のための国際相互承認の推進

省庁連携を推進するための計量標準・トレーサビリティの普及啓発

計量標準の利用促進のための規格化、技術文書作成への取組み

省庁連携・国内関係機関との連携による計量標準の利用促進への取組み

計量標準・計測分野における国際標準化の推進

電子媒体・紙媒体の融合による情報発信の促進



項目
2050FYの達成目標（最終的な出口）

※例として方向性から抜粋
2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 2025FY 中期目標 2030FY 長期目標 ~ 2050FY

第3期整備計画開
始

健康・長寿

食・文化

環境
（２）循環型社会の実現への貢献
（３）我が国の技術を活用した海外市場の獲得へ
の貢献

・海洋生分解に関わる微生物の解析を行い、新たな安全性
評価方法を開発、国際標準化へ提案
・新規海洋生分解性ポリマーの生産又は生分解に関与する
微生物を探索・解析するとともに、その知見をNITE保有微
生物に展開し、海洋生分解性プラスチックの基になる新素
材の種類を拡充
・技術開発のためのリファレンスとなる微生物遺伝資源や
その混合物に加え、評価等に必要な情報を整備。

・ユーザーが必要としている資源や情報を利用するための環
境を整備

資源・エネルギー

（１）バイオ生産システム・ものづくり（バイオ
ファウンドリー））の活性化への貢献
（３）我が国の技術を活用した海外市場の獲得へ
の貢献

・デジタル化・AI化・機械化に必要となる、微生物遺伝資源
やそれらの情報を収集。これらを有効に活用するためのス
キームやプラットフォームを整備・拡充
・技術開発のためのリファレンスとなる微生物遺伝資源や
その混合物に加え、評価等に必要な情報を整備。
・ユーザーが必要としている資源や情報を利用するための環
境を整備

防災・セキュリティ
微生物遺伝資源をバックアップし、企業の事業継
続（BCP）を支援

企業の事業継続（BCP）を支援 企業の事業継続（BCP）を支援

「健康・医療・食品分野へ
の貢献」、「循環型社会の
実現への貢献」、[バイオ生
産システム・ものづくり
（バイオファウンド
リー））の活性化への貢
献」、「我が国の技術を活
用した海外市場の獲得への
貢献」等により、
持続可能性、循環型社会、
健康の3つの社会課題の克服

横
断
的
課
題

ベンチャーと地域（中小・中堅企業）

『バイオ生産システム・ものづくり（バイオファウンド
リー）』、『循環型社会の実現』、『我が国の技術を活用
した海外市場の獲得』、『健康・医療・食品分野』の4つの
分野の活性化のための整備

省庁連携

国際連携

デジタル対応・分野横断

人材育成・普及啓発

~
知的基盤整備計画フォローアップ 第3期整備計画終了

解
決
す
べ
き
課
題

（４）健康・医療・食品分野への貢献
（３）我が国の技術を活用した海外市場の獲得へ
の貢献

・ヒト常在及び住環境微生物、機能性食品や発酵食品の製
造に関与する微生物、医薬品開発に関与する微生物を整備
（分離源等の詳細情報含む）
・メタゲノム解析等の計測データの信頼性確保のために、計
測リファレンスを整備
・技術開発のためのリファレンスとなる微生物遺伝資源や
その混合物に加え、評価等に必要な情報を整備。
・ユーザーが必要としている資源や情報を利用するための環
境を整備

新たな知的基盤整備計画ロードマップ（案）

【共通】新しい微生物分離技術（ド
ロップレットの利用）の開発

【共通】一般的な微生物保存法（乾燥保存法や凍結保存法）が適用できない微生物遺伝資源に対して新しい長期保存技術の取得や導入

【共通】NITEが保有する多種多様な微生物遺伝資源の直接的な利用に向けて、微生物遺伝資源の優先的利用等の新たな提供制度を検討

【ベンチャー・地域】微生物遺伝資源の利用促進を図るため、NITEが有する難培養微生物等の培養技術や複合系微生物の取り扱い技術、その他分析技術等を企業等に移転

【共通】【デジタル】微生物遺伝資源の関連情報（全ゲノム情報、プロテオーム解析データ、メタボローム解析データ等の分析データ等）を収集

【連携】【デジタル】・公的機関や企業等と連携によるデータの取得公的機関や企業等と連携によるデータの取得
・統一したデータフォーマット等による他機関データとの連係
・国等によるプロジェクト成果の収集や民間企業等が取得したデータの充実
・有用微生物遺伝資源に関する保有者と利用者を結びつけるマッチング機能の充実

【デジタル】・集積したデータの提供
・微生物等の安全情報を提供
・NBRC株・スクリーニング株とその関連情報の提供
・集約・連携したデータと解析ツールの連携により、産業界へのソリューション提供に活用

【防災・セキュリティー】企業等が保有する生物遺伝資源のバックアップサービスを継続的に実施

【人材】次世代のバイオとデジタルとの融合を担うバイオ系データサイエンティストの育成について、経済産業省と連携した取り組みを検討

企業等が保有する生物遺伝資源のバッ
クアップサービスを継続的に実施

【環境】海洋生分解機能に係る信頼性向上： ISO提案

【環境】新たな微生物の発見（新規海洋生分解に関与する微生物の探索等） 【環境】海洋生分解性メカニズムを応用した革新的素材の創出

【資源・エネルギー】モデル株を指標
とした高性能機能遺伝子の探索のため
の生物資源供給

【資源・エネルギー】モデル株・ス
マートセル育種株を指標とした高性能
機能遺伝子の情報収集と供給

【資源・エネルギー】データ駆動型統合システムバイオ生産マネジメン
トシステム（Data-driven iBMS）に参加し実証研究の実施

2030年まで毎年見直しが行われるバイオ戦
略及びそのロードマップへの貢献を前提と
した整備すべき知的基盤の見直しを図る。

人的資源の涵養(かんよう)によるさらなる
利活用の推進

【連携】遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関する指針（ABS指針）関連業務の強化

【共通】優先使用措
置の試行的取組み
（契約期間１年間）

【共通】カルタヘナ法に関する運用改善
遺伝子組換え生物（藻類）の開放系利用における生物
多様性影響評価手法の検討／遺伝子組換えバキュロウ
イルスを用いて生産された試薬の取扱検討

【共通】未利用微生物収集のための微生物分離技術の活用。難培養微生物や複合微生物の培養技術等の新しい分離技術や培養技術の習得と活用、さらなる技
術開発

【共通】オンライン分
譲受付の開始・運用

【共通】作業効率化、ユーザーの利便性向上のための自動化の検討
【共通】自動化の導入による作業効率化、ユーザーの利便性向上

【共通】【デジタル】全ゲノム解析技術の導入
【共通】【デジタル】生物遺伝資源の品質管理への活用と情報付加を実施

【連携】BacteriaとarchaeaのBRC運営
に関する国際規格の情報収集・意見出
し（2022年10月発行期限（提案から3

年））

技術的支援の実施件
数（2020年度 10

件）

【健康・食】【デジタル】複合系微生物の取扱いと品質管理に有効なメタゲノム解析やフローサイトメーター等の技術基盤の整備

【健康・食】【デジタル】複合系微生物の取扱いと品質管理に有効なメタゲノム解析やフローサイトメーター等の技術基盤の活用

バイオ×デジタルの推進による微生物遺伝
資源及びその情報のさらなる活用

【連携】BRC運営に関する国際規格
（ISO20387）の見直しについて情報
収集・意見出し（2023年8月期限
（5年毎に見直し））

【連携】BRCの国際認定規格の把握と、関連するISO規格情報の収集、分析

・他機関・異分野との連携
・グローバルに展開する日本企業のための
支援と事業環境整備

11,865 株程度を目安
（2019年度実績）

主な検討を終える。

主な整備を終える。

優先使用措置を２件以上実施（共同事業1件とAMED

１件を想定）

新規海洋生分解性ポリマーの生産又は生分解に関与
する微生物を見つける。

遺伝子組換え生物（藻類）の開放系利用における審査・管
理に係る標準手順書、申請書マニュアルの作成（評価手法
含む）／遺伝子組換えバキュロウイルスを用いて生産され
た試薬の取扱を明確化

※海洋生分解性プラスチック開発・導入普及ロードマップ（概要図）（2019年5月7日）に合わせてスケジュールを記載

※令和３年度事業計画に合わせて修正予定

※令和３年度事業計画に合わせて修正予定



利活用シーン 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 2025FY 中期目標 2030FY 長期目標

第3期整備計画開始

健康・長寿

食・文化

森林管理、生態系監視などSDGsに資す
る主題図についてニーズをふまえて具体
化

森林管理、生態系監視など
SDGsに資する主題図の作成

全国水文環境データベースのデータ拡充

火山ハザードマップに利活用してもらう
ため、火口位置情報をまとめた火山デー
ターベースを整備

活断層調査

活断層データベースの整備

ユーザーが理解・利用しやすくなるデー
タベース表示機能を実現

日本海溝南部（九十九里沖）の津波浸水
履歴に関する情報の公開

地層境界の面モデル、地質物性情報を付
与したボクセルモデルを公開

調査データの利用促進に資する高精度化
技術開発の推進

南西諸島周辺海域のうち５区画分の整備
を完了

海洋地質図のシームレス化を行うための
課題の明確化

17区画の整備、斜面・土砂災害等の地
質災害軽減、地域振興・地方創生、地質
標準の関して重点化地域を選定。人材育
成

34区画の整備，デジタル化及び
GISデータの公開拡充、人材育
成

3区画の改訂，プレートテクトニクスを
反映した地質図の作成

6区画の改訂

最新の知見，詳細な凡例を反映した20
万分の1シームレス地質図の高精度化

高精度維持と使いやすさの二極
化

地球科学図のベクトル出版体制の構築

・ポータルサイトの開発
・地質情報の統合化
・地質情報の機械可読化、連携可能化

研究一次データの公開体制の確立 研究一次データの安定した公開

地質試料の定常的な利活用 地質試料の定常的な利活用

AI活用を見据えたデータ、
フォーマットの見直し

・ネットを巧みに利用した情報発信
・地質調査研修等の拡充

・時流を見据えた戦略的情報発
信
・時流とニーズに沿った人材育
成

解
決
す
べ
き
課
題

防災・セキュリ
ティ

自然災害（火山や地
震、津波等）の被害
軽減のために継続的
に最新の地質情報を
整備しその情報を発

信

横
断
的
課
題

ベンチャーと地域（中小・中堅企業）

デジタル対
応・分野横断

データ統合とデジタルトランス
フォーメーションの推進

・サイバー空間上に、地質情報
デジタルツインを構築
・他機関のデータと結合させた
データ統合
・インターネット空間上で自動
的に多くの情報システムと連携
し、広範な分野の基盤データと
して地質情報が活用される環境
を構築

一次データ及び地質資試料の組織
的な管理

省庁連携・国内連携

国際連携

人材育成・普及啓発

・名古屋地域等、他の主要都市
で3次元地質地盤図整備を展開
・情報技術の進歩に合わせて3
次元モデル及び配信システムを
随時更新

沿岸域の
地質情報

・紀伊水道沿岸域の海陸シームレス地質
情報集の公開
・国や自治体などによるハザードマップ
などの被害想定図に活用できる活断層・
地盤情報を提供
・自治体や市民の防災意識を高めること
を目的とした講演会などの普及活動実施

・播磨灘沿岸域の海陸シームレ
ス地質情報集の公開
・国や自治体だけでなく、電力
や漁業など多様な業種が利用で
きる産業開発や防災に特化した
地質情報の整備
・市民が理解しやすい地図デー
タとしてウェブ発信

基盤的地質情
報

持続的国土利用を可
能とするための地質

情報整備

海洋地質

未整備区画である南西諸島周辺
海域及び新たに調査を実施する
沖縄トラフにおいて地質情報の
整備を進め、10区画の整備を
完了する。また、海洋地質図の
シームレス化に向けた作業開始

陸域地質

津波

千島海溝（17世紀超巨大地震）に関す
る断層モデルの提示、相模トラフ沿いの
地震履歴の再検討結果を提示

・千島海溝、日本海溝南部、相
模トラフの3海域における津波
波源と浸水履歴に関する情報の
公開
・国が行う海溝型地震の長期評
価における領域（断層モデル）
と確率計算（履歴情報）への反
映
・行政や地域住民、事業者等が
参照しやすい地質や波源の情報
の提供とハザードマップ等への
活用

都市域の
3次元地質

首都東京及びその近郊のシームレスな3
次元地質地盤図を整備

・火山災害の軽減や気象庁火山
噴火予知連絡会を通じて国の火
山防災に貢献するため、常時観
測50火山のうち、社会的要請
と活動度の高い8火山の火山地
質図を整備
・火山データベースの火口位
置、噴火履歴、噴火堆積物等の
情報を高度にレイヤー化

活断層

・とくに重要と考えられる活断層（10
断層程度）の情報を整備
・地震調査研究推進本部へ調査結果に基
づく新しい活断層評価手法を提案
・上記結果を基に地震本部の活断層の長
期評価・地震動予測地図を改訂

・国が公表している活断層の長
期評価、地震動予測地図を刷新
するため、固有地震モデルの改
良と予測精度の向上および連動
を考慮した地震発生モデルを開
発

・活断層と建物・構造物等との位置関係
を把握可能にするため、主要な活断層
（約50断層）と調査地（約500点）の位
置情報を縮尺５万分の１程度まで向上さ
せたデータを整備

・全ての活断層（約600断層）
と調査地点（約2万点）の位置
精度を縮尺5万分の1程度で公
開
・地表地震断層、海域活断層情
報のデータベース化を通して、
地震防災と活断層研究の両方に
資するデータベースを構築

火山

火山防災協議会や巨大噴火に関する社会
ニーズに応えるため、火山地質図5枚と
大規模火砕流分布図を整備

宇宙ビジネス振興のための長期
レファレンスデータの継続的提
供

資源・エネル
ギー

地下水を含めた流域水資源の効率
的かつ経済的な利用方法を確立す
るために水源や水質分布を把握

産総研内部、大学、外部機関などとの連
携により5地域の水文環境図を整備・公

開

地下水の持続的利用に向けた地
下水情報の整備（水文環境図）
と専門家・一般向けの発信（全
国水文環境データベースと解説

書）

鉱物資源の安定的確保と供給のた
めに国内外の鉱物資源ポテンシャ

ルを把握

国内産業において求められる資源の開発
可能性について調査。調査結果に関して
は、利用しやすい形での公開

将来的な技術開発を見据えた各
種資源の開発可能性について調
査実施

環境
陸域資源の持続的利用のために地

球環境変化の定量的把握

国内の商用衛星情報を商業利用するため
の品質に関するレファレンスデータ化を
達成

第3期整備計画終了

2050FYを見据えた課題 ~

知的基盤整備計画フォローアップ

地質情報における中・長期ロードマップ

火山地質図の整備
社会的要請、噴火活動度等から
未整備/情報の古い活火山を選定

火山データベース
各種情報をレイヤー化し、利便性を向上

トカラ列島周辺を含む沖縄トラフの海洋地質情報の整備（毎年１区画分の調査を実施）

海洋地質調査技術の高精度化・開発

海洋地質図のシームレス化へ向けた各海洋地質図の対比と再整理

海洋利用に必要な精度の海洋調査技術の確立・展開

海洋地質図のシームレス化へ向けた海洋地質図のデジタル化

トカラ列島周辺を含む沖縄トラフの海洋地質情報の整備
（毎年１区画分の調査を実施）

ASTER-VAの提供 年間約20万シーンの新規観測とデータの品質管理

新たな主題図の整備とサービスの提供森林管理、生態系監視などに資する主題図整備のための研究開発

新規衛星情報の品質管理
NASA、JSS等他機関との連携

ワンストップポータルサイトの開発
データ連携型地質データ配信システムの運用

地球科学図のGISデータ化、ラスターデータのベクトルデータ化
地質データのリンクトデータ化

地質地盤情報の利活用へ向けた農研機構、国土地理院、消防庁、林野庁等との連携

ワンストップポータルサイトの公開・改良、
セマンティックな地質情報配信

地球科学図のGISデータ化、ラスターデータのベクトルデータ化
機関横断的な地質データのリンクトデータ化

各種国際プロジェクトと総合連携し、国際標準化を通じて、各国の地質情報のポータルサイトのデータ拡充、共有システムの機能拡充

地質災害リスク評価やインフラ整備等に活用できる地質情報の利活用の促進

幅広い分野で地質情報を用いた新ビジネスの創出

地質試料の新データベースの制作・公開，一次データの順次公開

コンテンツの充実と利活用促進 コンテンツの充実と利活用促進

一次データのクレンジング・フォーマット見直し

研究一次データの公開拡充

紀伊水道沿岸域の整備・成果公開紀伊水道沿岸域の調査

播磨灘沿岸域の調査整備 播磨灘沿岸域の整備・成果公開播磨灘沿岸域の調査開始

伊勢湾・三河湾沿岸域の整備・成果公開

重点化地域の5万分の1地質図幅の整備

20万分の1地質図幅の改訂

専門性を求めた高精度版及び
使いやすさを求めた簡略版の作成，3D表示

20万分の1日本シームレス地質図の高機能・高精度化に向けた改訂

重点化地域の5万分の1地質図幅の整備

20万分の1地質図幅の改訂

地質リスク低減のための地質地盤情報の活用

国内の休廃止鉱山における金属鉱物資源の資源ポテンシャル等の調査 国内未利用資源に関する資源ポテンシャル等の調査

アジア圏における各種金属資源に関する資源ポテンシャル等調査
アジア圏における各種金属資源に関する資源ポテンシャル等の調査
（主に対象国の拡大を想定‘）

火山地質図（日光白根山、御嶽山）の整
備

火山地質図（雌阿寒岳、秋田焼山、伊豆大島（改訂）、大規模火砕流分布図）の整備

火山データベー
スへ火口位置図

作成開始

火山データーベース
火口位置図（富士山、伊豆大島）

火山データーベース
噴火履歴、噴出物情報、火口位置図の情報追加

全国地表水データベースの作成と組み込み
日本水理地質図のウェブ化・発信の強化

全国水文環境DB：同位体データベースの組み込み・地層境界面3次元モデルを反映
日本水理地質図のウェブ化・発信の強化

水文環境図の整備
関東平野（第2版）・沖縄

水文環境図（北九州地域、京都盆地）の整備

水文環境図（大井川流域）の整備

水文環境図（仙台平野（第2

版））の整備

水文環境図（関東平野（第2版））の整備

水文環境図
（新潟平野）

の整備

水文環境図（沖縄）の整備

千島海溝（17世紀超巨大地震）における津波浸水履歴
に関する情報整備

相模トラフ（元禄地震）における津波浸水履歴に関する情報
整備

千島海溝（17世紀超巨大地震）の断層モデルの検討、履歴の再検証

日本海溝南部（九十九里沖）における津波浸水履歴に関
する情報整備

相模トラフ沿いの歴史地震、海岸段丘の年代に関する情報取得

相模トラフ沿い（元禄地震）の断層モデルの検討

5万分の1活断層位置情報の公開（約600断層、2万地点）

横ずれ断層の連動性評価手法の開発

地震発生確率が不明な活断層に適用
（10断層程度）

地震本部での提案

平均変位速度が不明な活断層の評価手法
の検討・開発

評価手法の展開と検証(1〜2断層)

拡大表示時の活断層線の表現方法の検討

収録済み調査地点情報の確認と修正

ユーザー階層別表示内容の設計 ユーザー階層別表示データ整備

地震発生確率の幅が広い活断層に適用
（10断層程度）

主要活断層帯へ適用

5万分の1活断層位置情報の公開（50断層程度）

主要な調査地点の位置精度向上（約500地点）

地表地震断層、海域活断層データ整備

体験学習の拡充・ネット配信の拡充・地域との連携拡大

地質調査研修等の人材育成活動の拡充

時流を見据えた戦略的情報発信

時流とニーズに沿った人材育成

埼玉県南東部の地質調査と3次元地質地盤図整備

地層境界面モデルの作成・地層物性情報を付与したボクセルモデルの作成

首都圏3次元地質地盤図のシームレ
ス化

名古屋地域等、主要都市の地質調査

名古屋地域等、主要都市の地質調査と3次元地質地盤図整備

情報技術の進歩に合わせた3次元モデル及び配信システムの更新

千葉県中央部北部延長、神奈川県東部の地質調査と3次元地質地盤図整備
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